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序章 インド経済の 現況と教育問題 

第 1 節 問題の所在 : インド経済と 教育問題 

1991 年 6 月、 総選挙で善戦した 国民会議派の ナラ シム ハ ・ラオ (P.V. Narasi ㎞ a Rao) を 

指導者とする 新政権 の下、 マンモハン・シン 蔵 相が中心となって、 インドは、 これまでの 

国家指令型混合経済から 市場機能に重きを 置いた経済体制へと、 本格的な方向転換を 果た 

すことになった。 この経済改革以降、 90 年代を通してインドの G 冊は 5% から 8% の成長を 

続け、 一人当たりの 国民純生産 は 、 91 年度のマイナス 成長から一転して、 5% 前後の成長を 

達成し続けている ( 表 1-1)0 90 年代後半に入ると、 グローバル化と 情報革命の波が 強くな 

@ IT 技術者養成に 国を挙げて取り 組むようになった。 インド人の IT 技術者は、 英語 力が 

高く、 数学をはじめとして 高い高等教育水準を 誇る。 先進国の技術者と 比較して安い 賃金 

で 雇用できるため、 欧米メーカーから 引く手あ またの状況であ る ( 榊原 2001) 。 他方で、 

カースト制度、 という旧来からの 身分制度が未だ 残るインド社会で、 I T 産業の振興を 目的 

とする規制緩和や 経済自由化が 、 他の分野にもおとんだ 場合 ( 実際に自由化，規制緩和は 

多様な政策分野に 広がりつっあ る ) 、 貧富の格差や 農村部と都市部との 地域間格差にどのよ 

う に影響を及ぼすかが、 重要な論点、 として浮上している。 

表 1 一 1 インドの国民生産の 成長率 

(1999-2000  まで 1993-94  年価格、 2000-01 年から 1999-2000 年価格 )  ( 単位 : %) 

GW  ( 国民総 Ⅶ P ( 国民純 一人当たり 
生産 ) 生産 ) 国民純生産 

1992 一 93 5. I 5. 0 3. I 

1993 一 94 5.9 5, 8 3. 4 

1994 一 95 7.2 7. 1 4.9 

1995 一 96 7. 5 7. 3 5. 2 

1996 一 97 8. 2 8. 2 6. 1 

1997 一 98 4. 9 4. 6 2.6 

1998 一 99 6.4 6. 5 4.4 

1999 一 2000 6. 2 6, 3 4.4 

2000 一 01 4, 0 4, O 2. 1 

2001 一 02 5. 9 6.2 4. 2 

2002 一 03 3. 9 3. 9 2.2 

出所 )  Government  of  India  の H  P  肋 ゴ 0 円 BuUdg ざ 。 e 亡簗ガ ECco 月 ㎝ ゴ c  田 @rv 簗 

(h 七セ p:// 土 ndiabudget.n 土 c. 土 n/es2005 一 06/chapt2006/ 七 abt2.pdf ウ 
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本論文でインドの 初等教育と財政問題を 取り上げる理由は、 この論点に深く 結びついてい 

る。 今のインド社会では、 一方で、 高等教育機関の 高いレベルにより、 政府が IT 技術者 養 

成 に力を入れており、 都市部富裕層の 教育熱は加熱するばかりであ る。 デリー ( 首都 ) を 

はじめとする 大都市圏には、 小学校レベルから 巨額の教育費を つ ぎ込んで子どもを 私立学 

校に入学させて、 将来の大学や 大学院への進学に 備えてエリート 教育を施そうとする 裕福 

な 家庭が多い。 都市部の知識エリート 層の一部では、 インド社会に 伝わるカーストの 伝統 

が形骸化しつつあ るとも言われている。 他方で、 インドの農村部に 目を転じてみると、 そ 

こにはいまだ 文字を読めない 多くの若者が 生活し、 学校に通えずに 児童労働 2 に従事する 子 

どもたちも存在する。 カーストの影響 や 、 女性に対する 差別的な考えも、 いまだ根強く 残 

存している。 

インド社会は、 途上国の中では Gini 係数はそれほど 高くなく、 この数値のみを 見ると「 平 

等に賀しい社会」だと 見られがちであ るが、 国民の 4 人に工人が「貧困線」以下の 暮らし 

をしており、 10 億を超える莫大な 人口を対象とした 統計データ収集に 伴 う 困難さなどを 考 

慮に 入れると、 実態は、 数値以上に貧富の 格差が大きい 社会とみるべきであ る ' 。 1990 年代 

に入って実施された 規制緩和、 経済自由化および IT 革命は、 その貧富の格差と 地域格差を 

より拡大させた。 ごく一部の富裕層のみが 自由化政策の 恩恵に預かるような 仕組みができ 

上がり、 将来的に階層構造が 固定化していくことを 危惧する研究も 発表されている。 。 10 億 

もの莫大な人口を 抱えるインドがそのような 偏った社会で 不公平感を高まらせたままで 発 

展を遂げていくことに、 持続性が認められるであ ろうか。 インド世界は「多様性の 中の統 

一」 5 という言葉で 語られる。 マハトマ・ガンジーも、 その命を懸けて 異教徒間の融和を 説 

いた。 民族、 宗教、 言語などの多様性の 中でインドが 望ましい発展経路を 見つけるために 

も 、 中央政府による 国内経済格差、 地域格差、 教育格差の是正と、 州政府による 州力詩格 

差の是正といった 課題への取組みが、 今何よりも重要であ る。 

第 2 節 論文の目的と 焦， 点 、 

2 一 1  論文の目的 

本論文では、 人間開発を重視する 立場にたって、 インドの教育を 社会的、 歴史的、 財政的 

に分析することから、 考察を始めている。 このような観点からインドの 教育に関して 包括 

的に論じた既存研究は、 数少ない。 Dreze と Sen が 1995 年に記した著書工℡Ⅲ ，挽 ㎝㎝ わ 

DreveJ% 切切 亡荻 7%cial の り ㏄ 亡皿ゴ牡 (1995) は、 同様の立場からインドの 経済開発と社 

会的機会を論じている。 その内容は多岐にわたっているが、 一章分を基礎教育に 充て、 イ 

ンド の初等教育の 現場の抱える 諸問題や識字率と 財政の州間格差などの 問題に関して 詳細 

に分析している。 本論文では、 Dreze と Sen の既存研究をふまえっ っ 、 1990 年代後半から 

2004 年前後までの 状況を分析するという 作業を付け加えて、 発展させることを 目的として 

いる。 この基礎作業をふまえて、 日本の対インド oDA 政策を批判的に 分析し、 今後のイン 

  2 ， 



ド 経済社会の行方と 我が国が成すべき 開発援助の改善課題を 展望する。 

多くのセクタ 一で多様な格差が 存在するインド 社会が、 グローバル化と IT 革命の波に投 

げ 出されたときに、 どのような問題が 生じてくるのか 6 。 この課題について、 (1) インド 

政府の政策課題と、 (2) 外国援助とくに 日本の対インド ODA  ( 政府開発援助 ) の課題の 
両面から、 論じた。 結論的に述べれば、 インド政府の 政策については、 州政府への一般 補 

助 金の一部を、 教育目的へと 特定化するなどして、 地方政府が教育政策に 予算を配分する 

と うな インセンティブを 財政構造に組み 入れる工夫が 求められている。 地方分権 の時代と 

は いえ 、 途上国の社会政策分野では、 依然として 国 ( 中央政府 ) が果たすべき 責任があ る。 

日本の対インド ODA については、 人間開発分野への 大胆な重点移動が 必要であ る。 

第 Ⅰの課題 ( インド政府の 政策 ) について。 人間開発分野の 援助効果は、 援助事業の適 

切 さだけではなく、 受け入れ国 ( 本論文ではインド ) 側のガバナンスと 政治的意志にも 依 

存する。 ガバナンスは 腐敗や汚職の 有無や程度に 左右される。 政治的意志とは、 ここでは 

インド政府がどの 程度人間開発に 注 力 しょうとしているのかという 意欲を指している。 一 

般に 途上国は、 先進国や他の 途上国との競争で 産業発展を急ぐあ まり、 人間開発への 予算 

配分を軽視する 傾向にあ ると考えて よい だろう。 インドにもこのことがあ てはまり、 中央 

政府だけでなく、 地方政府に教育制度を 充実させようとする 意志が乏しい ( 本論文中の第 4 

章 表 4-10 、 表 4-11 に表れている ) 。 そのため、 中央政府から 州政府へ交付される 一般補助 

金は 、 州政府によって 十分に教育分野に 割り当てられない。 州政府の教育予算が 限定され、 

川内の遅れた 地域と基礎自治体への 支援が限定されてしまい、 川内格差が是正されず 放置 

されるか、 あ るいは拡大するといった 問題が生じている。 中央政府は、 州政府向けの 一般 

補助金の一部を 教育目的に特定化する 必要があ る。 それによって、 州政府による 教育政策 

や川内格差是正努力を 刺激すべきなのであ る。 

第 2 の課題、 すな む ち ODA については、 近年産業インフラ 建設から貧困対策へと 重点 

が 移ってきているが、 対 インド ODA については依然としてインフラ 事業が多い。 産業 基 

盤 整備を進めても、 整備された施設を 有効に利用できる 人材を育成しないと、 設備の有効 

性 ・生産性は低迷しょう。 人材育成や教育の 充実の重要性は 、 対 インド ODAt こ 限ったこ 

と ではないが、 とりわけ識字率が 低いインドによく 当てはまる。 筆者は、 対 インド ODA 

ほ ついて、 産業基盤整備支援から 初等教育支援へと 重点を大胆に 移す必要があ るとの考え 

方 にたっている。 さらに、 重要な点は、 人間開発への 予算配分を増大させるだけでなく、 

人間開発分野の 援助事業の「質の 改善」も検討されねばならない。 本論文では、 第 2 章で 

の ミクロな ( 学校現場の ) 視点からの教育ニーズの 把握をふまえて、 教育 ODA の改革 課 

題は ついて論じる。 

なお従来より 有償支援がよいのか 無償支援がよいのかの 問題があ る。 有償支援は途上国 

0 対外債務を増やすことになり、 望ましくないとの 見解があ るが、 他方で無償支援は 途上 

国の援助依存体質を 深め、 自立への努力を 減じる ( 自立への負のインセンティブであ る ) 

との批判もあ る。 いずれの考え 方にも一理あ るが、 対 インド ODA を考える際に 重要なこ 
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とは、 有償 か 無償かの問題よりも、 事業が産業インフラ 整備中心となっていることが 果た 

して適切か、 という点であ る。 

ところで、 なぜ 対 インドの教育 ODA が量的にきわめて 限定されているのか。 それには 

それなりの根拠があ り得る。 一つの要因は、 援助効果の測定が 難しいことであ ろう。 援助 

プロジェクト 評価は 、 むろん教育に 限らず容易ではないが、 教育の場合、 子ども一人一人 

の 得意，不得意科目の 違い、 個性、 発達テンポの 違いといった 個体差が大きいので、 効果 

の判定が難しい。 また子どもの 成長を見守りつつ 評価せねばならないので、 4 ～ 5 年の タ 

イムラグが生じる。 近年、 日本の ODA の効率性については、 納税者の監視の 眼が厳しく 

なっており、 効果判定のあ いまいな事業への 予算配分は 、 難しくなってきている。 しかし、 

評価の困難性という 課題を克服して、 人間開発重視へと、 対 インド ODA の舵を大きく 切 

るべきであ ろう。 そのためには、 教育支援効果の 評価方法を発展させねばならない。 本論 

文はその方法の 確立にむけての、 基礎的研究ともいえる。 教育支援効果を 測定するには、 

べース・ライン ( 支援双の状況、 BL) を確認しておく 必要があ る。 BL からどの程度 状 

祝 が改善されたか、 支援の双と後の「距離」が 援助効果だといえよ う 。 教育の現状を 正確 

に反映した政府統計は 限定されており、 BL を知ること自体が 1 つの研究課題であ る。 

2 一 2  論文の焦点 

本論文の焦点は 3 つ あ る。 第 1 に、 対 インド教育 ODA の課題を現状に 即して解明する 

ための基礎的作業として、 インドの教育市場の 実態を分析することであ る。 第 2 に 、 イ ン 

ド 政府の教育政策を 批判的に考察する。 特に、 州政府が教育予算を 拡充するようなインセ 

ンティブを、 いかに財政に 組み入れるかについての 検討を行 う 。 第 3 に、 実態に即して、 

日本の ODA を批判的に検証し、 改善課題を検討することであ る。 インド政府の 教育政策 

と、 日本や他国の ODA は、 いわばクルマの 両輪といえよ う 。 ODA が永遠に必要だとほ 

思われないが ( 長期的には途上国の 脱 oBA が展望されるべきであ る ) 、 当面はインド 政 

府の国内政策の 上っの 輪 だけでは、 インドのような 貧困国の教育制度の 充実は進まないで 

あ ろう。 

第 8 節 「多様性」の 歴史的背景と 現代インド経済の 概観 

3 一ェ 歴史的背景 

本論文では、 「格差」を、 Gin ぇ 係数で測定できる 所得面に限定せず、 歴史的経緯のなかで 

づ くられてきた 社会格差 ( 教育機会の格差、 地域間格差など ) を包含する概念として 扱 う 。 

重要な点は、 こうした格差の 拡大は 1990 年代の新自由主義に 基づいた経済自由化政策に 還 

九 できないということで、 経済政策から 独立した歴史的背景・ 要因にも注意を 払 う 必要が 

あ るという点であ る。 新自由主義は、 歴史的に形成された 格差構造を増幅する 役割を果た 

したと、 理解することができる。 インドは 1947 年に独立した 後、 56 年 11 月にはそれまで 

の 藩王国による 地方支配を終焉させて、 数多くの言語に 合わせて州を 再編した ( 州 制度 自 

体は当時すでに 存在し、 藩と 州が重複していた ) 。 そのため州によって 言語、 宗教、 民族・ 
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部族構成などが 多様であ る。 同様に別によって 経済力や財政力が 異なり、 富裕 州と 貧困 州 

との格差は中央政府からの 財政移転によっても 十分解消されていないのが 現実であ る。 現 

在 、 財政基盤の脆弱な 州が州独自の 徴税権 、 財政権 限の拡大をさらに 求める動きがあ るが、 

それが州への 権 限移譲に慎重な 中央政府との 政策的相違によって、 深刻な摩擦を 引き起こ 

している州もあ る。 

このような多様性による 影響がインド 社会の中で最も 明白に現れているのが、 およそ 60% 

という低い識字率であ る。 国連開発計画 (UNDP) が毎年発行する HDI 仏間開発指標 ) に っ 

いて、 インドの数値は 低く、 世界 177 ケ 国中 127 位であ る。 この数値は先進国だけでなく、 

他の発展途上国と 比較しても見劣りするものであ り、 その指標を指して「世界の 貧困者の 

半数と世界の 非識字者の半数がインドに 住んでいる」 ( 賀来 1998) と 言 う 指摘さえあ る。 
2003 年 10 月より、 インドは BRICs ( ゴールドマン・サックス 社の造語 ) の一因の「成長株」 

として世界の 注目を浴びているが、 ブラジルが 63 位、 ロシアが 62 位、 中国が 85 位であ る 

のに比べて、 インドの 皿 1 は極端に低い 数字となっている。 この事実は、 インドの社会に 

おける、 経済成長の明るい 面と人間開発が 遅れているという 負の側面のコントラストの 強 

さを表しているともいえる。 

3 一 2  現代インド経済の 概観 

インドは 3 2 8 万平方キロメートルの 国土を有し、 28 の 州と 6 つの連邦直轄領から 成る 

共和国であ る。 その地理的位置は 、 北にはヒマラヤ、 カラコルム山脈が 連なり、 南端のイ 

ンド洋に突き 出た コモ リン 岬 まで 3214 キロメートル、 また東のパキスタン 国境から西の バ 

ングラデシュ、 ミャンマ一国境までは 2933 キロメートルにも 及ぶ。 この面積はロシアを 除 

いたヨーロッパ 地域の約 3 分の 2 に当たる。 その国土は北からヒマラヤ 山脈、 ヒンドクス 

ターン平原、 デカン高原 ( インド半島 ) と大きく三つに 区分できる。 また 1995 年の世界銀 

行の調査で人口は 9 億 3000 万にも及び、 2001 年には 10 億人に達している。 

その広大な国土面積、 膨大な人口の 二点において、 インドはアジアで 中国に次ぐ大国であ 

る 。 「社会主義市場経済」の 名の下、 経済発展を続ける 中国に続いて、 インドは 2 1 世紀の 

アジアで大きな 鍵を握る国と 言われている ，。 

1947 年の独立以降、 インドは社会主義的な 思想に基づく 発展途上国型福祉国家を 目指し、 

混合経済体制で 経済社会の発展を 目指してきた ( この時代のインド 経済の変遷に 関しては 

第 2 章を参照 ) 。 70 年代の終わりには、 インドは長期に 渡る経済停滞と 閉鎖的な国内市場中 

心の開発システムにより、 世界市場から 大きく取り残されることになった。 

一方、 この時期、 遠く東アジアでは 輸出志向型工業化を 選択した台湾、 韓国、 香港、 シン 

ガポールの東アジア NIES 諸国が飛躍的な 経済発展を遂げていた。 1980 年代に入るとその 発 

展はインドにも 大きく影響を 与え、 これまでの閉鎖的な 輸入代替工業化政策から 脱却し 、 

規制緩和を基調とした 経済自由化への 政策転換が様々な 方面から叫ばれるよさになった。 

しかし 80 年代はまだ規制緩和、 外資導入は段階的であ った 8 。 
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1980 年代未からインドの 政権 はめまぐるしく 変わり、 内政と経済が 不安定な中、 90 年 8 

月 、 湾岸危機が勃発した。 中東への出稼ぎ 労働者が多いインドはその 影響を大きく 受け、 

彼らからの送金、 輸入原油価格の 上昇、 輸出の減少などによりほぼ 29 億ドルの損失を 被っ 

たと言われている。 その結果、 91 年 1 月には、 外貨準備金はわずか 二週間の輸入決済分に 

相当する 140 億ルピー ( 約 7 億ドル ) にまで落ち込んだ。 インド政府は 9t 年 1 月 19 日、 

1 岬から 333.4 億ルピー ( 約 18 億ドル ) の緊急融資を 受けなんとかこの 危機を乗り切るこ 

とが出来たが、 経済再建の見通しが 立たない内に 5 月 21 日、 ラジブ・ガンジー 首相が暗殺 

されたのであ る。 インドの対覚債務残高は 3 月時点で 700 億ドル、 ブラジル、 メキシコに 

次ぐ世界第三位の 債務国となっていた。 首相暗殺による 不安定化により 1 ℡の追加 融 

困難となり、 インドは独立以来最悪の 政治経済的危機を 迎えた。 

1991 年 6 月、 総選挙で善戦した 国民会議派の ナラ シム ハ ・ラオ (P.V. Narasi ㎞ a Rao) 政 

権 の下、 マンモハン・シン 蔵 相が中心となって、 これまでの国家指令型混合経済から 構造 

改革、 経済自由化を 目指す政策へと 本格的な方向転換を 果たすことになった。 表 1-1 を 見 

ても分かるよさに、 この経済改革以降、 90 年代を通してインドの GNP は 5% からがよそ 

8% の経済成長を 続け、 一人当たりの 国民純生産も 1991 年度のマイナス 成長から以降一転 

し、 5% 前後の成長を 続けている。 90 年代後半に入るとインド 人民党 (BJP) 政権 の下、 国産 

化 ・輸入代替工業化政策からの 離脱と経済自由化・ 民営化を推し 進めた。 また IT 技術者 養 

成 に国家を挙げて 取り組んでいる。 物価上昇率も 平均して 5% 内に抑えられ、 2000 年以降 

には経常収支の 黒字化も達成された。 

21 世紀の現在、 インド人技術者は 英語 力 が高く数学をはじめ 高い高等教育レベルを 誇り、 

一方で先進国の 技術者と比較して 安い賃金で雇用できるため、 欧米メーカーからも 引く手 

あ またの状況であ る。 

しかしカースト 制度など旧来からの 身分制度も未だ 残るインド社会で、 IT 産業に代表さ 

れる規制緩和、 経済自由化が 貧富の格差、 農村部と都市部との 地域間格差にどのように 影 

響 を及ぼすか。 注目しなくてはならない 問題は数多い。 

2004 年になって 90 年代からのインドの 方向性に変化が 現れた。 04 年 4 月から 5 月にかけ 

て 実施されたインド 第 14 回下院議員総選挙の 結果、 90 年代の経済自由化路線を 推し進めて 

きたインド人民党 (BJP) が敗北し、 国民会議派が 第一党に返り 咲いたのであ る。 またインド 

共産党など左派勢力も 軒並み拡大した。 会議派は 14 の連立政党と 共に統一進歩連盟 (United 

Progressive  Alliance) を結成し、 マンモハン・シン 首相が就任した。 UPA  政権 は、 これま 

での経済自由化、 民営化がもたらした 貧富の格差、 地域間格差拡大にの 是正に乗り出し、 

農村・貧困・ 雇用対策への 取り組みを優先的に 取り上げる方針を 明確に示した。 

新政権 がこれらの課題にどう 取り組むか、 その結果インドはどこへ 向かっていくのか。 今 

後の評価を待たねばならない。 
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第 4 節 論文の構成 

第 1 章において、 インドの教育を 考察する上でその 前提となる「開発と 教育」に関する 代 

表 的な経済学理論をサーベイ し 、 考察を加える。 また発展途上国の 教育に見られる 特徴を 

挙げ、 インドの初等教育を 考察する上での 一つの視点を 提供したい。 

次に第 2 章において、 主に 1996 年に教育指標の 劣っている 5 州を対象に実施された PR0BE 

調査を元に、 インドの教育が 抱える問題を 分析する。 前半部分では、 学校生活、 学校経営 

に 関わる諸問題を 具体的に検証する。 後半部分では、 インド特有の 社会構造との 関わりの 

中で教育がどう 影響されているか、 指定力 一 スト・指定部族、 ジュンダ一の 問題を分析す 

る 。 インド社会においてこれらの 多様性はいまだ 影 は 大きく、 特に貧窮した 農村部に暮 

らす人々の意識や 生活への影響は 計り知れない。 教育現場で多くの 問題を抱える 初等学校 

ほ、 多くがこのような 貧しい農村に 存在する学校なのであ る。 

第 3 章では、 インドの教育制度の 発展過程を歴史的に 考察し、 そこに各時代に 存在する ィ 

ンド の「二重性」を 指摘したい。 ガンジ一に大きな 影響を受けた 英国植民地期の 教育思想、 

から 1950 年代のガンジー 主義からの転換、 60 年代の教育改革を 経て、 70 年代における イ 

ンディラ・ガンジ 一の強権 政治とガンジー 主義の復権 までを、 その時代の変遷と 特徴を踏 

まえて分析する。 さらに 90 年代以降の経済自由化政策における 都市部の現状を 紹介する。 

第 4 章では、 教育制度改革への 国内的財政アプローチを 分析する。 まず中央政府、 州政府、 

そして都市、 農村の基礎自治体など、 インドの自治の 仕組みを確認する。 政府の役割の 一 

つであ る教育について 考察するとき、 まず前提としてどのレベルの 政府が中心となって 教 

育 に取り組むべきかを 確認、 しなくてはならない。 次にインドの 中央政府、 州政府の財政に 

みられる特徴を 検証する。 近年、 各州の自治的権 限の拡大を求める 要求が大きくなって い 

る 。 中央政府、 州政府の財源にみる 特徴、 そして中央・ 州政府間の財政再配分制度、 各州 

間の財政格差などの 特徴をまとめる。 また欧米先進国、 他の途上国との 比較において、 イ 

ンド の財政にどのような 特徴があ るかを明らかにする。 さらに第 4 章第 4 節では、 識字率 

の 向上や初等教育に 対する財政支出の 面からインド 各州の多様性、 格差の大きさを 検証す 

る 。 インドの財政制度を 考える場合、 従来の研究ではインド 社会の抱える 多様性を十分に 

考慮しているものは 少なく、 また従来のインドの 地方財政研究においてもその 前提となる 

インド社会の 実状の把握において 十分の認識に 基づいてなされたものは 極めて少ない。 ( 但 

し 、 根本・金子，仁科・ 青木 (1994) のよ う 1 こ 、 インドの実態に 則した極めて 詳細な研究 

もあ る。 ) そのような問題意識の 上にインドの 識字率の現状と 社会サービス、 教育サービス 

への比重にどのような 特徴がみられるかを 検証する。 

第 5 章では、 前章までの分析を 元に、 教育制度改革への 国際的財政アプローチとして、 日 

本の ODA 政策を分析する。 現在のインドの 教育の実状に 対して日本の 対インド ODA の現実 

から乖離した 側面に焦点を 当て、 今後の対インド ODA の向かうべき 指針を提言したい。 、 

最後に、 終章で結論と 今後の研究課題を 述べる。 
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分的階層関係をもっ 集団、 あ るいはその社会関係を いう 。 カーストの内容と 機能、 社会的影響は 歴史的に 

変化があ るが、 概していうなら ぱ 、 その特徴は通 婚 範囲や飲食・ 祭儀をともにする 限界が規制され、 伝統 

的に一定の職業を 世襲的にもち 続け、 社会的交際関係にも 一定の限界を 保つ家族集団構成であ り、 現実に 

は 姓や種族・地域・ 職業などによって 区別されてきた。 その主なものとして、 1) 大工、 鍛冶屋、 床屋な 

どの職能集団、 2) 分業の発展によって 新たに形成された 職能集団 ( 例 ，裁縫師カーストから 分離した 染 

物産カースト ) 、 3) 階層分化から 生まれたく階級的 ノ ( 例 ・カースト農民 から上昇した 領主的 階 

4) 改宗などによって 発生した宗派的カースト ( 例 ・イスラム教徒の 諸カースト、 シク教徒 ) 、 5) 被差男 @J 

によって発生した 不可触民、 などに分けられる。 

カースト体制を 存続させる大きな 要因となってきた 点、 として、 カースト成立の 一 要因ときれる 職業が分 

業と世襲の維持によって 成されてきたことが 重要であ ろう。 農業カースト、 商人力 一 ストなどと大別され 

るとうに、 カーストと伝統的職業の 理念が深い相互規制関係で 考えられてきた。 今日では、 慣習面では 強 

固 にその機能をもち 続けているとしても、 近代的諸関係とくに 資本制経済が 導入された結果、 その影響は 

特に都市部を 中心にカーストの 規制は急速に 崩れっ っ あ る。 しかし農村部ではなおその 影 

ており、 不可触民に対する 差別問題も多く、 インド人社会近代化を 抑制する最も 大きな問題となっている 

といえよ う ( 小谷「カースト」 F 経済学辞典 コ 大月書店、 荒「カースト J F 経済学辞典 コ 岩波妻后 ) 。 

2 ケ ヴィン・ベイルズ (2002)  は 、 「 務 奴隷」という 言葉を用いてインドの 児童労働の過酷な 現状を描 

いている。 

8 ジニ係数とは、 所得格差を表す 係数であ り、 格差が小さいほど 0 に近い値になり、 格差が大きいほど 

1 に近い値になる。 インドのジニ 係数は、 UNDP の 7 人間開発報告 コの 最新版 ( 発行は 9 月頃 のため、 本 

論文執筆時点での 最新版は 2005 年版であ る ) によれ ば 、 0 ・ 325 (1999 年 ) であ り、 その数値はブラジルの 

0 ． 593 (2001 年 ) や中国の 0 ・ 佃 7 (2001 年 ) よりも低いは NDPZ005) 。 その意味では、 インドは所得 格 

差が小さく、 人々は「平等に」貧しいとも 言える。 ただし、 国際機関に報告されたⅨ M 係数だけをみて、 

不平等の度合いを 判定することには、 慎重であ るべきだろう。 たとえば日本のジ ニ 係数 は 、 海外に発表し 

ている数字としては、 0 ・ 249 (1993 年 ) であ るので ( 同上書 ) 、 これをみる限り 日本は非常に 平等な社会で 

あ る。 しかし日本国内には 長い論争があ り、 論者によって 計算 値 が異なっている。 厚生労働省は、 0 ・ 25 で 

はなく、 その倍もあ る 0 ・ 5 以上の数値を 採用しており、 これを支持する 学者として楠木倭語がいる。 谷沢 

弘毅の整理によれ ば (1999,47) 、 少なくとも 6 つの研究者ないし 研究グループが 、 6 つの異なった GIN 

1 係数の推計を 発表してきた。 たとえば、 溝口敏行・寺崎康博の 研究では、 1990 年の GINI 係数が 0 ・ 372 

となっている。 このような状況に 鑑みると、 インドについても 国連へ報告された 0 ・ 325 が現実を適切に 反 

映した数値か 否かほついては、 疑問の余地があ る。 この点についてのインド 国内での論争の 有無を確認す 

る作業を含めた 詳細な検討は、 今後の課題とした い 。 

。 近藤則夫 (2000) は、 1980 年代後半から 90 年代中盤にかけて、 構造調整と経済自由化の 影 

平均 3.4% の成長があ ったにも関わらず、 所得分配の不平等性を 考慮に入れると、 相対的に少数の 中・高 

所得者、 近代組織部門で 経済成長の成果を 容易に享受できる 層のみが裕福になった、 と指摘している。 

5 アメリカ合衆国の 紙幣の中にも、 ラテン語で EPlu 「 ibusUnum"( 英語で OneoutofMany 「多様性 

の中の統一」 ) の標語が見られる。 アメリカ合衆国の 場合、 移民国家としての 民族の多様性や 連邦国家とし 

  8- 



ての州の多様性の 下で国家としての 統一を表す言葉であ るが、 インドの場合、 民族や州の多様性のみなら 

ず 言語やカーストの 多様性も含んでいる。 ムガール帝国や 更には古代インド 文明から存在するインドの 多 

様性は、 建国 240 年ほどの歴史の 浅いアメリカ 合衆国のそれとは 異なるものであ る。 

6 Red 曲 ， Neelaveni, Moo 比 hy (2002) は、 インド各州の 将来の開発イニシアチブは 教育開発に焦点を 

絞るべきであ り、 特に社会開発が 劣っている州では 基礎教育に大きな 役割を果たすべきであ ると主張して 

いる。 

，インドの G  D  P  は 2003 年統計で 6006 億 3700  万ドルであ り、 一人当たり G  D  P  は 665  ドルであ る。 

2003 年の財，サービスの 輸入 商は 923 億ドル、 輸出 商は 81Q 億ドルであ る (WorldB 皿 Jk2005)  。 

8 1982 年 10 月、 日本の鈴木自動車工業がマルチ・ ウドョバ社 との合弁契約を 結び、 長い間外 
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第 1 章 「開発と教育」に 関する理論的考察 
開発と教育との 関係性を考える 際に、 その前提として「教育をどうとらえるか」という 

視点が重要であ る。 この視点の違いによって、 社会のあ り方が大きく 変わってしまうから 

であ る。 すな む ち、 「教育と開発」というテーマへの 接近方法として、 大別して次の 二つの 

視角が存在する。 

第一に、 国民経済の発展の 一翼を担 う 主要因としての 側面に着目するという 視角であ る。 

一国の国民をその 国家が経済発展する 上で必要なあ る種の「資本」 ( 人的資本 ) と考え、 教 

育 に投資することで 国民の知識、 能力、 技術開発力を 養い、 それを通して 経済発展へと 導 

くという、 「人的資本」の 見地に立った 考えであ る。 近年では「内生的成長論」や「成長会 

計論 」において再び「開発と 教育」のテーマが 注目されるよ う になっている。 

第二に、 社会の中での 福祉，人間教育としての 側面から論じる 視角であ る。 近代民主主義 

社会における 教育に課せられた 規範的な役割ないし 目標は、 国民統合の達成、 平等概念の 

普及、 人格的・肉体的発達の 保障の三機能であ る。 これら 3 つの目標が、 相互に調和的な 

関係を保ちつつ 作用しあ って達成されたときに、 経済と市民社会は、 理想的な発展経路を 

歩んでいると 考えることができる。 

このように、 教育制度にはいわば 二重の機能が 求められるわけであ るが、 この点は国家の 

本質の _ 重 性の問題とも 関係している。 次節では、 前者の視角を 重視する諸学説を「人的 

資本論」、 後者を重視する 立場を「人間発達論」と 総称して、 整理した。 

第 ェ部 教育の経済理論 

古くは 1 8 世紀のアダム・スミス、 1 9 世紀では F. リスト、 1 9 世紀から 20 世紀に 

かけては ア化 フレッド・マーシャルが、 教育あ るいは健康が 生産性に大きな 影響を及ぼす 

と 述べている 。 なお欧州の啓蒙時代の 思想家として 教育論と不可分なのが J. J. ルソー 

で、 その代表作の 上っにニエミールコがあ るが、 この歴史的名著の 検討は以下では 行わな 

い 9   

A    スミスは、 下国富論 コ (The  Wealth  of  Nations)  の中で、 教育効果に言及している。 

そのうちの一 つ をみておこう。 策士 編 第 2 章の「分業を 生む原理について」において、 「さ 

まざまな人の 生まれっきの 才能の違いは、 実際には、 われわれが意識しているよりもはる 

かに小さいのであ り、 成人したときに、 さまざまな職業の 人たちを隔てるとうにみえる 大 

きな資質の十日 違も 、 分業の原因であ るよりは、 むしろ結果であ る場合が多い (Sm 土 th 1776, 

28) 。 」と述べている ( 以下、 引用もとの ぺ ージ数は原典 ( グラスビー 版 ) より。 但し 、 翻 

訳は岩波書店 版 による ) 。 さらに、 「たとえ ぼ 、 学者と普通の 路上の運び屋とのあ い だのよ 

うに、 もっとも似ていない 性格のあ いだの相違も 、 生まれつきによるよりはむしろ 習性、 

風習、 教育によるよ う に思われる。 」と述べており、 最後に「人間のあ いだでは、 もっとも 
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似たところのない 資質こそたがいに 有用なのであ って 、 彼らのそれぞれの 才能のさまざま 

な生産物が、 取引し、 交易し、 交換するという 一般的性向によって、 いわば共同財産にな 

@ そこからだれもが 他人の才能の 生産物のうち 自分の必要とするどの 部分でも、 買 うこ 

とができるのであ る (Smith 1776, 28-29) 。 」と記している。 

すな む ち、 スミスは人間が 本来持っている 資質の相違には 教育が大きく 作用しており、 

その相異なる 資質は個人の 分業や経済活動を 有効に作用するための 重要な必要条件であ る 

としている。 

さらにスミスは 第 5 編第 1 章で、 上のような教育の 重要性に鑑み、 公共が国民の 教育に 

ついて配慮するべきか 否か、 あ るいはいくらかの 配慮が必要だとするなら 教育のどの部門 

にどの程度配慮するべきかを 記している。 「一般民出の 教育はおそらく、 文明化した商業社 

余 では、 あ る程度の身分や 財産のあ る人びとの教育よりも、 公共の配慮を 必要とするだろ 

う (Smith 1776, 784) 」と記した上で、 「どの文明社会でも、 一般民衆は、 いくらかの身分 

や 財産のあ る人びとほどには 教育を受けていないけれども、 それにもかかわらず、 読み、 

書き、 計算という、 教育のもっとも 基本的な部分は、 生涯のきわめてはや い 時期に身につ 

げることができるから、 最低の職業をやがて 仕込まれるはずの 人ぴ とでさえ、 そうした 職 

業は つくまえに、 それらのものを 取得する時間はあ る。 公共はきわめてわずかな 経費で、 

国民のほとんどすべてにたいして、 教育のそれらもっとも 基本的な部分を 取得する必要を 

助長し、 奨励 し 、 さらには義務づけることさえ、 できるのであ る。 」と記し、 身分や財産に 

恵まれた人びとだけでなく、 一般民衆に対して 公教育を普及させそれを 義務付けることの 

重要性を説いている (5m 血 h 1776, 785) 。 

R. マルサスは 1798 年に出版したⅡ初版 ) 人口の原論』 ひね める p 人口論 或 におい 

て、 人口成長と経済との 関連に言及して、 下層諸階級の 状態の決定的改善を 主張している。 

彼は著作の中で「おおきな 知性のはたらきが、 人間にたいして、 この ( 両性間の ) 情念 ( 二 

感覚的快楽 ) の支配を減少させるかたむきがあ ることをわたくしほかとめたいとおも う か 

ら、 そ うみ とめるとして、 人口にはっきりと 影 するにたりるほどの 何らかの差が 生じる 

ようになるには、 そのまえに人類の 大多数が現在のもっともかがやかしい 人物以上に、 い 

ちじるしく進歩しなければならないことはあ きらかであ る。 」と主張した (Malthus 1798, 

217) 。 つまり、 彼は等比級数的に 増大する人口と 等差数列的に 増大する生活資料との 乖離 

を 考察し、 生活水準を引き 上げ、 貧困を解消する 手段として、 下層労働者の 進歩、 つまり 

教育を普及させることを 挙げている ( 同上書 pp.277-278) 。 教育を通じて 労働者に時間をか 

けて技能を習得させることで、 労働者の結婚や 世帯形成を遅らせることを 狙いとしたので 
あ る。 

しかし、 彼らは教育投資の 問題を経済成長論のモデルとして 経済学の内部に 取り込んだわ 

けではなかった。 経済成長の原動力として 教育と開発の 関係に着目したのはシュルツ 

(TheodoreW. Schultz) であ り、 その手法を広く 拡大させたのはべ ッ カ ー (GaryS. Becker) 

であ る。 
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く 人的資本論 ノ 

、 ンュハ ツは伝統的経済学において 生産の三要素とされる、 土地 ( 自然資源 ) 、 労働、 資本 

を 投入因数とする 生産関数だけでは、 経済成長を十分に 説明できないとして、 その他の要 

因を模索した。 彼は知識や技能を 修得するために 教育へ投資し、 生産能力向上、 経済成長 

へ 結び付ける「人的資本への 投資」に着目したのであ る， 0 。 

シュル ツ は各個人間の 稼 得 所得の差について、 その相違は「教育と 健康の相違」であ ると 

考えた。 つまり、 人的資本 ( 教育と健康 ) への投資額の 相違が、 各個人の労働生産性の 相 

違 となり、 所得の相違に 結びっくのであ る。 それまでの経済学では 単純な肉体労働のみを 

労働の形態として 想、 定していたのに 対し、 彼は「労働の 質」に着目した。 自らに投資する 

ことで自らの 選択の幅を広げることが 可能になり、 逆に人的資本の 成長がない者は 肉体労 

働の貧困だけが 残り、 満足のいく生活を 営めるものは 財産所得のあ る者だけになる。 

人的「資本」という 概念を用いる 以上、 「資本」としての 側面に関して 若干の考察を 加え 

なくてはいけない。 一般の物的資本の 場合、 まず投資をし、 その後そこからの 利益を回収 

することになる。 人的資本の場合、 高校・大学に 進学して勉強をしたり、 専門学校・技術 

学校で職業技術を 学んだり、 職場で訓練や 研修を受けることなどが 投資と考えられる。 高 

校 ・大学ならば 入学金・授業料を 支払わなくてはいけないし、 専門学校・技術学校も 同様 

であ る。 職場での訓練や 研修にも、 個人や企業からの 費用が支払われる。 また高校・大学・ 

各種学校に通学する 間は働けないので、 その間にもし 働いていれば 支払われたであ ろう 給 

料も投資したと 考えられる。 

人的投資も投資という 経済行為であ る以上、 その収益の回収が 実現されねばならない。 そ 

れは、 投資しない場合に 比して高い水準の 給与・報酬の 受取りや、 資格，技能等への 特別 

手当という形態をとる。 

教育を受けた 労働者は教育を 受けていない 労働者と比較して、 就学期間中は、 その教育費 

冊分だけ所得が 低いということになる。 しかし時間が 経過して就職すると、 教育を受けた 

労働者は教育を 受けていない 労働者と比較して、 給料。 特別手当ての 公 だけ所得が高くな 

る 。 つまり、 両者の関係は 教育享受期間と 労働期間との 間で逆転するのであ る。 この現象 

ほ 、 発展途上国の 特に農村の子どもたちが 学校に通わずに 労働するという 事実も説明でき 

る 。 彼らが学校に 通 う ということは、 その時間だけ 労働すると得られるはずの 所得をあ き 

らめることでもあ るのだ。 

く 教育の外部経済効果 ノ 

教育の経済に 与える側面として、 前述した人的資本としての 面に加えて、 その外部経済効 

果も重要であ る。 

教育を与えることは 一個人の知識・ 能力を高めるだけでなく、 個人が得た知識を 仕事を通 

じて周囲に伝播させ、 集団、 組織、 社会全体の知識・ 能力を向上させることにもっながる。 

社会全体が同じ 知識・能力・ 技術を共有することが、 コミュニケーションやチームワーク 

の 向上にっががり、 最終的に社会全体の 生産効率の向上に 発展するのであ る。 
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図 2  人的投資と所得 

所 
ヰ目 寸 

教育を受けた 労働者   

  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
    

第 工期 第 2 期 

出所 ) アジア経済研究所・ 朽木・野上・ 山形編 

T テキストブック 開発経済学 刀有 斐閣、 1997 年、 p.65 

原典出所 ) 小池和男『仕事の 経済学』東洋経済新報社、 1991 年、 p.80 

く シグナリンバ 理論 ノ 

人的資本論とならぶ 教育の経済学的アプローチとして、 Spence(1973,M によって提唱された 

「シバナリンバ (signaling) 理論」があ る， 、 。 人的資本論では 教育を個人の 能力を向上させ 

る 手段として捉えていた。 シグナリンバ 理論では、 逆に個人の能力は 教育を受ける 前に 既 

に 決定されており、 教育を受けることはその 個人の能力を「シバナル」として 他人に知ら 

しめることであ るとみなす。 中卒、 高卒、 大卒という学歴の「 縦 」のシバナリンバ 機能も 

もちろん存在するが、 我が国の場合、 高校の進学率がほぼ 100% を示し、 大学進学率も 上昇 

しており、 このような側面でのシグナリンバ 機能は比較的弱い。 むしろ我が国の 場合、 同 

じ 大卒でもどこの 大学を卒業したかという 学歴の「 横 」のシバナリンバ 機能が、 その側面 

を 表していると 思われる。 

人的資本論、 シグナリンバ 理論は相反するアプローチを 取っているが、 教育を個人への 投 

資 とみなす点において 共通している。 しかし教育にほ 一方で福祉としての 側面、 人間とし 

て 望ましい生存・ 発達としての 側面も存在する。 次節ではその 側面に着目して 考察を進め 

る 。 

次に、 社会の中での 福祉，人間教育としての 側面から教育を 論じる視角があ る。 ここでは 
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教育は、 医療、 福祉、 保育なども含めた 人間的生存と 発達を保障し、 その意味でも 教育制 

度は公共財の 一 っとして整備することが 望ましい。 

く アマルテオア・センの「潜在能力」アプローチ ン 

1998 年のノーベル 経済学賞を受賞したアマルティア。 セン ( ㎞ artyaSen) は、 人間が生き 

ていく際の質そのものを 考慮して人間の 福祉と自由を 評価する「潜在能力」アプローチを 

論じている。 発展途上国の 開発、 教育を論じる 上で、 近年最も注目されていると 思われる 

彼の人間開発論をここで 概説する。 

彼はまず「平等」という 概念に着目した。 「人間の平等」とは 果たしてどのような 意味を 

示すものなのだろうか。 人間というものはそもそも 多様なものであ り、 平等を判断する 時 

の変数 ( 例えば、 所得、 富、 幸福、 自由、 機会、 権 利など ) も複数存在する。 あ る変数が 

平等になると、 別の変数が不平等になってしまう。 では人間の多様性を 前提として、 「何が」 

平等であ るべきなのだろうか。 そこで セン は 、 人びとが持っ「潜在能力」の 平等こそが重 

要であ る、 としたのであ る。 ここでい う 「潜在能力」とは、 人が選択できる 様々な「機能」 

0 組み合わせを 意味している。 また「機能」とは、 「十分な栄養を 得ている」「避けられる 

病気にかからな い 」という最も 基本的なものから、 「自尊心を持っ」「社会生活に 参加する」 

という非常に 複雑かつ洗練されたものまで 含まれる。 このような個人の 福祉を「達成され 

た 機能」ではなく、 「達成するための 自由」で評価しょうというのが、 センの「潜在能力ア 

プローチ」の 考え方であ る。 

個人の福祉を 潜在能力で捉えることの 妥当性は 、 次の二つの相互に 関連した考え 方から 生 

まれている。 

一 つは、 「もし『達成された 機能 コが 人の福祉を構成しているとすると、 潜在能力 ( す ね 

ね ち、 あ る個人が選択可能な 機能のすべての 組合せ ) は 、 T 福祉を達成するための 自由 ( あ 

るいは機会 ) 」を構成している ( セン 1999,60) 山 という考え方であ る。 すな む ち、 潜在能力 

は 、 あ る個人が福祉を 達成するための 手段 ( 自由 ) をいくら持っているかを 示すものであ 

る 。 しかし、 それは手段にすぎないというだけでなく、 「自由」というものが 本質的に重要 

であ るとみなすこともできる。 

もう一つは、 「選択することそれ 自体が 、 生きる上で重要な 一部分であ る」という考え 方 

であ る。 重要な選択肢から 真の選択を行 う という人生はょり 豊かなものであ るとみなされ 

る 。 あ る特定のタイプの 潜在能力は、 「達成された 成果」であ る福祉に直接結びっく。 選択 

の 自由は 、 人の生活の質や 福祉にとって 直接重要なものであ る。 

「潜在能力」に 含まれる「機能」は 、 単に実現されたものではなく、 潜在的に実現可能な 

ものも含まれる。 何をすることが 可能かを示しているために、 それは人々の 自由の程度を 

示す指標でもあ る。 この「潜在能力」の 機能の拡大こそ、 発展というものの 究極的目標で 

あ り、 それ性同時に 自由の拡大を 意味している。 

発展途上国の 開発と教育 ( 人間開発 ) に関して、 センの「潜在能力アプローチ」は 21 世 

紀の国際開発協力において 新しい基本理念となりつつあ る。 
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く 人的資本論批判 ノ 

資本主義社会の 下では、 教育は個人さらには 社会全体の生産力の 増大、 所得の増大を 担 う 

側面を持っ。 分業化が進んだ 資本主義社会においては、 教育に よ る能力の向上はさらに 生 

産 活動の効率化を 生むであ ろう。 しかし、 教育には分業化を 促進させる機能のみではなく、 

同時に分業化によって 生み出される 弊害を克服する 機能も存在する。 個人はそれまで 一人 

で 様々な作業を 行っていたのに 対し、 分業化が進むことで 単一作業に専念することになる。 

更に機械化が 進むにつれ、 それまでの個人の 作業も多くが 機械に置き換わり、 個人が行う 

仕事はより単純化される。 個人の仕事の 単純化が、 分業化の進行によって 個人の判断力の 

低下に結びっくことが 考えられ、 社会の危機、 困難から市民社会の 崩壊へと結びっく。 こ 

のような事態を 克服するためにも、 国家財政からの 支出に基づく 公教育が極めて 重要な役 

割 を担 う ものと位置づけられる。 以上のように、 教育には資本主義社会の「生産力として 

の 教育」としての 側面と、 資本主義社会の 中での弊害から 引き起こる「発達障害の 克服と 

しての教育」としての 側面の二面性が 存在するのであ る。 

人的資本論の 概念に従って 教育を通じて 労働力に投資するようになると、 現代の経済界に 

はそれを担 う 人材を独占しょうとする 欲求がみられるようになる。 しかし、 彼らの教育費 

用 負担をそうした 企業が担 う わけでほない。 その教育費は 国家や家計にまかせて、 基本的 

に 経済界は若干高 い 金銭的評価 ( 賃金や報酬 ) によって人材を 確保するにすぎないのであ 

る。 

他方、 労働者の側から 分析すると、 彼らが新しい、 より高度の技能を 修得することは、 彼 

ら自身の労働力としての 価値を高めることになり、 更には高収入にもっながる。 それは 彼 

らにとっての 更なる上昇志向を 生み出す。 このようなサイクルは 、 言い換えれば 新しい 技 

能を修得しなけれ ば 生存手段の確保すら 危うくなることをも 意味しており、 教育は社会の 

中での激しい 生存競争の焦点として 位置づげられることになる。 

このように教育法投資であ り、 将来社会の子どもの 安心へと安全への 保険であ るという 認、 

識 が深まる中、 過熱する教育需要に 対して学習塾・ 予備校をほじめとする 教育サービス 産 

業が繁栄する。 教育は公教育の 範囲にとどまらず、 私立学校、 学習塾、 受験予備校、 お 稽 

古事から各種資格取得のための 専門学校まで 広がる。 スポーツ、 健康、 趣味、 生きがいな 

ど、 本来、 個人の生活をより 豊かにするという 教育の一側面を 蔑ろにし、 わが子の将来に 

備えた投資としての 教育、 つまり受験や 就職のための 教育の側面だけが 重みを増していく。 

教育の受益者負担という 観念が広まる 中で、 労働力商品の 価値評価という 視点から労働 能 

力めより高い 評価の追求にのみ 関心は集中される。 そこでは企業の 利潤生産に貢献する 能 

力に評価が限定され、 個人の人格的発達やその 潜在力を評価することを 置き去りにする。 

人間評価の狭さや 一面性、 歪みが生じることは 避けられない、 20 

家計において 教育費の比重は 重くなる一方であ り、 家計は硬直化し、 家族としての 発達は 

圧迫される。 家計における 教育投資の比重が 重くなると、 当然の帰結として 家計における 

所得格差が教育の 享受にも大きく 影響してくる。 所得が高い家庭に 生まれた子どもは 幼少 
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時からより多くの 教育を享受する 機会に恵まれ、 一方で所得が 低い家庭に生まれた 子ども 

は 生涯にわたって 公教育を受ける 機会を得るのみとなり、 高等教育に進学する 機会も損な 

われることにっながるであ ろう。 教育の機会均等という 理想からは遠くなり、 この現状が 

続くと高所得層と 中低所得層の 分断化、 各階層の世代に 渡る硬直化が 進むことが懸俳され 

る 。 

第 2 節 発展途上国の 教育 

2 一 1    発展途上国の 教育の特徴 

途上国の教育には、 先進国のそれとは 異なる途上国特有の 問題が存在する。 

とくに、 近代国家として 国 づくりの途上にあ るということを 認識しなくてはならない。 そ 

の 側面から教育の 果たす機能を 挙げると、 自ずと先進国とは 異なる課題が 見えてくるだ る 

ぅ 。 教育の機能は、 一般的に次の 三点が考えられる ( 豊田 1987) 。 

第一に、 基礎教育、 つまり読み書き 算術によって、 国民の基礎的能力を 養成する必要性が 

高 い ( 庶民教育 ) 。 

者や中堅幹部を 育成する教育体制の 機能があ る ( 指導 層 教育 ) 。 

第三に、 公民教育、 つまり統一国民国家としての 国民意識の育成の 機能があ る ( 国民教育 ) 。 

それぞれの側面から、 途上国の教育が 抱える問題点を 挙げると次のようになる。 

第一の側面、 基礎教育における 問題点、 として、 中途退学 ( ドロップアウト ) の多さがあ る。 

多くの途上国では 初等教育をはじめとする 基礎教育のレベルで、 中途退学する 子どもが後 

を絶たない。 貧困により働き 手を欲する途上国の 家庭では、 子どもも貴重な 労働力の一端 

を 担 う 現実があ る。 家事労働のみでなく、 中には極めて 危険で劣悪な 環境の中、 幼くして 

違法児童労働へと 駆り出される 子どもたちも 多い。 本論文でもインドの 事例を挙げたよう 

に 、 学校内における 食事支援など 様々なインセンティブを 通して、 途上国の中途退学率を 

引き下げる政策が 行われている。 

第二に、 教育体制について、 初等・中等・ 高等教育からなる 教育体制のピラミッドの 問題 

があ る。 途上国では、 劣悪な初等教育の 現場と比較して、 高等教育ないし 中等教育は充実 

した教育環境にあ ることが多い。 教育ピラミッドの 上層だけがその 体制を整えたというこ 

とは、 高等教育に関して 都市を中心とする 富裕階層の圧力が 強かったということであ る。 

高等教育は高級官僚を 初めとした国家エリート 養成機関でもあ り、 富裕層は自分たちの 子 

どもに高等教育を 受けさせることによって 出世のパスポートを 得させようとする。 途上国 

において、 大学を創設することはそれ 自体が国の威信に 関わるものであ り、 そこへ就学生 

を 送るのは都市ないし 農村の富裕クラスであ る。 このように大学へ 進学する師弟は 増加の 

一途を辿ることになる。 このような教育体制は、 脆弱な初等教育の 上に築かれているとい 

ぅ 現実を忘れてはならない。 

第三に、 公民教育について、 独立以来の為政者の 努力にも関わらず、 統一国家としての 国 

， 1 伊 



民意識は十分成熟していない 国も多く見られる。 例えばマレーシアでは、 マレ一人と華人 

との間に言語、 信条、 宗教において 統一意識を育てる 大きな壁があ る。 アプリカ諸国の 状 

況は さらに困難であ り、 ナイジェリアの 々 ボ 、 ヨルバ、 フラ二などの 部族間には言語、 信 

仰において対立が 生じている。 

2 一 2  教育と所得の 関係 

ここで途上国における 教育と所得の 関係について、 留意しなくてはならない 問題があ る。 

す な む ち、 両者の間の因果関係に 関わる問題であ り、 それらは大きく 分けて二つの 仮説が 

あ ると考えられる。 

第 1 に 、 所得の低さの 原因を教育レベルの 低さに求める 立場であ る。 低い教育レベルが 子 

どもたちの能力を 限定し、 そのことで職業選択の 幅を狭め、 将来的に低い 所得に留まら ざ 

るを得ない状況にしてしまう。 A. センの「潜在能力」アプローチはこちらの 立場に立って 

インドの貧困を 考察している。 低レベルの所得を 向上させるために 教育を充実させ、 貧困 

層の「潜在能力」の 向上によって、 個人所得の増大、 しいては国民所得の 増大に、 つなげ 

るという考え 方であ る。 

第 26 こは、 教育レベルの 低さの原因をその 低い所得に求める 立場であ る C 上 と逆 ) 。 その 

場合、 まず政策によって 貧困層の所得を 拡大させることが 先決であ る。 所得の拡大が 第一 

の目的であ り、 教育への開発援助・ 国際協力 (ODA 含め ) に限らず、 産業インフラ 整備 
を 主体とした支援でも、 最終的に経済が 成長すればその 果実が教育分野の 充実にもまわる 

と 考えられる。 所得の拡大が 最優先課題とされ、 その結果、 人々がより高い 教育を望むよ 

うになると、 想定される。 

現在のインド 社会において、 どちらの因果関係が 正しいといえるか。 二つの仮説の 正否の 

判断はきわめて 難しく、 本論文で明確な 結論を出すまでには 至っていない。 但しこの仮説 

に 関しては、 次の 3 点が重要であ る。 第 1 に 、 この問題は国民経済レベルだけで 論じるの 

ではなく、 都市・農村といった 地域経済レベルに 降りて考察する 必要があ る。 農村では、 

教育が向上すると、 農家の子弟の 学歴が上昇する。 すると、 よ り高 い 教育を受けるために、 

あ るいはより高度な 内容の職を得るために、 子どもは離村して 都市へ移動するだろう。 す 

ると農村は、 高齢化・過疎化して、 疲弊する。 仮にく教育充実 づ 所得向上 ノ という因果関 

係 が先に成立するとしても、 この場合農村の 所得については、 結果は逆になるのであ る。 

第 2 に 、 州によって事情が 異なるということであ る。 表 4. はと表 4.14( いずれも第 4 章 ) 

を 比較すると、 ケララ州は識字率が 高く、 またその伸びも 高く、 川内総生産の 伸びも高い。 

しかし、 ハリヤーナ州は 所得が高いが、 識字率は 67.9% と低迷している。 ビハー ル州 ( 最 

賀州 ) は、 所得も識字率も 低い。 同州では識字率の 上昇率そのものは 高いがは 991 午から 

2001 年までに 38% から 47% へと上昇 ) 、 所得の増大はそれほど 顕著ではない。 州ごとの詳 
細な検討が今後必要であ る。 

第 3 に、 この因果関係を 問 う ことの意義を 再検討する必要があ る。 本稿では、 教育の目 
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的は所得の向上ではなく、 人間の「自由」の 増大であ るという A, センの考え方を 尊重し 

ている ( センのアプローチと 百パーセント 一致しているというわけではなく、 筆者の考え 

方とセン の方法の間にあ る若干の「距離感」については、 本論文の結論部分 [Pp.122-123 コ 

を 参照されたい ) 。 本稿は、 教育現場のニーズの 視点から、 インドの教育政策や 対インド教 

育 oDA を批判しているわけだが、 経済成長との 関係から ( す なむち経済成長に 結実して 

いないからという 理由で ) 教育政策を批判しているのではなく、 人間開発の視点からの 批 

判 であ る。 

2 一 3  インドの初等教育を 考える一視点、 

日本では、 「ゆとり」「個性」の 重視を調って 義務教育段階の 完全週休二日制を 実施し、 授 

業 時間、 カリキュラムを 減少させた。 このような改革は 教育分野だけでなく 広く他の分野 

を 与えることは 明らかであ る。 一例として、 「ゆとり教育」によって 子どもたちの 

学力低下を引き 起こし、 将来、 フリーター やニートの 増加につながるという 懸念もあ る。 

新自由主義の 潮流や長期の 不況とも関係して 日本人の所得格差を 拡大、 固定化させ、 将来 

に 渡って社会を 階級化させるとの 懸念も、 一部の識者によって 表明されている ( 佐藤 

2000)  o 

現在、 日本の社会がおかれているこの 状況を念頭において、 インド社会の 抱える現実に 目 

を 移そ う 。 1990 年代末から 2000 年代にかけて、 インドは情報技術者 (1T 省 ) を設け、 「 2 

上世紀の I T 大国」を目指し 国家を挙げて TT 技術者育成に 力を入れている。 

約 1 0 億人の民が暮らすインドにおいて、 初等教育を受けられず 文字も読めない 子どもた 

ちの数は、 将来 I ,H 技術を身につける 子どもの数をはるかに 凌いでいろ。 インドも、 上位 

階層でほ幼少時から 私立学校に通わせて 英語や数学の 力 を身につけさせエリート 教育を施 

し、 厳しい受験競争に 晒される。 インドの発展を 担 う といわれる I T 技術者も、 教育にお 

いては幼少期から 私立学校でエリート 教育を受けてきた 者が大部分を 占める。 カースト 制 

度 という身分，階級制度を 有するインド 社会では、 既に上位カーストと 下位カーストとの 

間で大きな格差が 存在する。 日本の教育改革の 例をもとに考察しても、 このようなカース 

ト 間の教育格差は 経済格差をさらに 拡大させ固定化させることになるだろう。 

国民福祉の向上という 視点であ れ、 人的資本の観点からであ れ、 あ る国民経済の 潜在力 は 

一部のエリート 層 だけで構成されるものではない。 インドのような 人口大国では、 少数 ェ 

リートの潜在力のみに 頼って国民全体の 福祉向上を図ることは 不可能であ る。 中間層と 貧 

困 層も含めた国民全体の 能力向上が、 この国の経済・ 社会発展に不可欠であ る。 現状を考 

慮 すると、 均等な経済・ 社会発展のためにも、 低 カースト層に 代表される貧困層の 教育を 

充実させより 浸透させることが、 2 t 世紀のインドの 発展に最重要の 課題といえるであ ろ 

  

9 『エミールコは、 中世の宗教的教義や 近代市民社会勃興期の 世俗的な利害にとらわれた 人間をいかに 

解放して、 「自然状態」に 帰すかという 問題意識から 書かれた教育論であ った。 自然と社会との 対立にお 
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ける自然の優位について、 ルソー (1712 年生、 78 年没 ) は 、 彼の考えを教育論においてつらぬき、 それ 

を 全面的に展開して、 新しい人間形成を 説いている。 社会と自然についての 彼の思想は 、 『エミールロ よ 

りも前に書かれた F 人間不平等起源論』 (1755 年刊行、 著者 43 歳 ) に遡ることができる。 これは、 フラ 

シ スの学術界の 懸賞論文コンテスト ( 課題テーマは「人々の 間における不平等の 起源は何であ るか。 それ 

は自然法によって 是認されるか」 ) への応募作として、 執筆された論文であ った。 ルソーは、 不平等は「 自 

然に 」存在するのでほなく、 「社会が生み 出した」と論じたが、 これは当時のフランスの 学界が期待した 

結論と 180 度異なっていた。 結果的に彼は 受 を 逃したが。 いずれにせよ、 人間らしい生き 方を既存社会 

の批判の観点から 論じた点は、 今日継承されてよいであ ろう。 しかしこれらの 著作では、 われわれの関心 

事であ る、 資本蓄積と教育の 関連は追及されておらず、 この点は、 今日ルソ一の 思想を読み返す 際に留意 

すべき点の 1 っ であ ろう。 

10 人的資本論に 関して、 P 「 htchett は 一般的に相関関係が 証明できないと 論じている (2001) 。 教育投 

資 が成長に結びつかない 理由として、 彼は次の三点を 挙げている。 第一に、 制度が不十分なために 教育投 

資が経済成長に 結びつかない 点、 第二に、 教育を受けた 人材への需要が 少ない時、 供給の拡大は 教育への 

限界収益を急速に 低下させる点、 第三に、 途上国の教育サービスの 質が悪く、 人的 本 形成には結びっ い 

ていない点であ る。 

11 人的資本論、 シグナリンバ 理論の相違点、 と共通点に関してほ、 小塩 (2003a) が詳しい。 

12 宇沢弘文は、 その著書㏄ 998) の中で、 人的資本論とそれに 基づいたゲイリー・ベッカ 一の教育経 

済学の考え方を 以下のように 批判している。 

「教育のもっとも 大切な機能は、 一人一人の子どものもっている、 インネイトな 能力の蕾を大事に 育て 

て、 みごとな花に 開花させることです。 子どもたちのもっている、 この蕾はじつに 繊細な、 こわれやすい 

ものです。 しかも、 子どものときに 適当な判断を 与えて、 蕾が大きくなるよ う にしなければなりません。 

あ る程度、 子どもが成長しまうと 蕾はし ほ んでしまって、 どんな刺激を 与えても、 駄目になってしまうも 

のです。 ( 中略 ) 教育の機能を 上のように理解するとき、 ヒューマン・キャピタルの 概念にもとづくゲイリ 

一 ・ベイカ一の 教育経済学の 考え方は極めて 非人間的、 反社会的であ ると言わざるを 得 ません。 」 ( 宇沢 

1998  73 一 74) 
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第 2 章 インドの教育問題の 現状と課題 

第 Ⅰ 節 インドの教育 

ェ 一丁 教育指標 

あ る国の教育水準を 示す代表的指標には、 基礎教育の普及率、 識字率、 初等教育機関や 

高等教育機関への 進学率、 基礎的な計算能力水準などがあ る。 就学率、 ドロップアクト し 

た 生徒数の割合なども、 その国の教育がおかれている 現状を示す指標であ る。 

このうち、 最も代表的であ りその国の基礎的な 教育を示すと 考えられる指標が、 識字率 

であ る。 日本の歴史を 振り返っても、 江戸時代から 庶民の間では 基礎教育としての「読み・ 

書き・そろばん」が 重んじられ、 そこで培われた 基礎学力が明治以降の 工業化を推し 進め 

た 。 第二次大戦後の 高度経済成長も 基礎教育を重視する 伝統が根底にあ る。 一国の経済発 

展は ついて、 基礎教育の普及が 武器となることは 間違いなく、 発展途上国において 基礎 教 

育の普及と識字率の 上昇は国民的課題であ る。 

先進国が行 う 教育と比較して、 発展途上国の 教育体制は財政面と 人材面で著しく 賀しく、 

例えば教育施設 ( 教室や運動場 ) は極めて劣悪な 環境下にあ る場合が多い。 多額な債務を 

抱える多くの 途上国が基礎教育普及のためにどのような 財政的手段を 用いていくかが、 政 

府の重要な課題であ る。 特に初等教育に 関しては、 住民にとってょり 身近な存在であ る 地 

方 政府の果たす 役割が大きい。 

Ⅰ 一 2  インドの識字率の 現状 

1947 年のインド独立以降、 最初の全国的な 国勢調査が 51 年に行われている。 当時の識 

字 率は 18.33%  ( 男子 27.16% 、 女子 8.86%) であ った ( 表 2-1 参照 ) 。 以降、 10 年おきに 

行われた国勢調査で 男子、 女子ともに識字率は 上昇したものの、 最新の 2001 年調査におい 

ても 65.38% にとどまっている。 つまりインド 国民の約三分の 一が未だに文字が 読めない 

状況にあ る。 

次にこのインドの 識字率は 、 他の途上国と 比較してどのような 特徴が見られるのか、 表 

2-2 の 1997 年の世界銀行のデータを 用いて考察する。 

結論として、 南アジア諸国は 全体として識字率が 低い。 インドが 52% という数値を 示す 

中 、 バンバラ ヂ シュ、 パキスタンが 同じ 38% 、 ネパールは更に 低く 27% であ る。 他方イン 

ドの 隣国スリランカが 90% 、 インド同様多くの 人口・言語を 抱える中国が 81% という高い 

数値を示している。 全ての発展途上国が 低い識字率を 示しているとは 必ずしも言えない。 
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表 2-1  インドの識字率 (1951 年 -2001 年 )  ( 単位 : %) 

調査 年 全体の識字率 男子識字率 女子識字率 

1951 年 18. 33 27. 16 8,86 

1961  年 28.31 40.40 15. 34 

1971 年 34.45 45.95 21.97 

1981 年 43.56 56.37 29. 75 

1991 年 52.21 64. 13 39.29 

2001 年 65,38 75. 85 54. 16 

出所 ) C 飢 SUS o ヂ血丑 a, 200J 

表 2 吃 南アジア各国および 中国の識字率比較 ( 学位 : %) 

インド バンバラ パキスタ ネパール スリラン 中国 

デシュ 、 ノ カ 

識字率 52 38 38 27 90 81 

出所 )  The  World  Bank Woo ダ互り evelo 仰 e 円さ Reep ㏄ t  J 卯ア 

1947 午に独立したインドと 49 年に建国された 中国は、 どちらも同時期に 近代独立国家 

としてスタートした。 また両国ともアジアで 10 億以上もの人口を 抱える大陸国家であ g 

言語も地域によって 大きく異なるという 共通，性を有している。 つまり両者は 人口、 言語な 

どに関して抱える 国内の緊張要因は 極めて類似している。 

中国は建国当初、 識字率は全人口のお ょそ 1 割に達するに 過ぎなかった。 建国以降、 中 

国政府は就学率を 上昇させ、 教育を発展させることに 大きな力を注いだ。 その結果、 教育 

資本量は大幅に 増加し、 建国約 50 年が経過した 現在は、 80% を超える識字率を 有してい 

る 。 初等教育の普及が、 「社会主義市場経済」の 下、 飛躍的な経済発展を 遂げている現在の 

中国社会の人的資本形成に 、 大きく寄与したといえる。 

一方でインドの 現実はどうか。 

独立以前の 1938 年、 ガンジーは教育に 関する理想、 として (1) 国家規模の 7 年間の無料 

義務教育、 (2) 中間的な道具であ るべき母国語の 普及、 (3) 児童環境に関する 生産的 労 

働、 の 三つ き 掲げていた。 これらのスキームは、 当時の国民会議派も 受け入れている 

(J ， C ・ Aggarwal@ 1992)o 

しかし現実を 見てみると、 独立から 50 年を過ぎた現在でもインドにおいて 無料義務 教 

育 はごく一部で 普及したに過ぎず、 保護者に対して 子供の就学を 罰則付きで義務づけてい 

るわけではない。 またインドでは 住民登録が整備されていないこともあ って、 「就学」は 保 

護 者の自己申告に 頼っているのが 現状であ る。 州政府が無料義務教育の 実現を怠っている 

ことに対して 中央政府も関与せず、 政府も各家庭で 家計のために 児童が不法労働を 行 うこ 
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とを暗黙に認めている 事例も紹介されている 18 (We 土 ner lg91) 。 

表 2-3 2001 年インド州別識字率 ( 単位 : %) 

リ 、 l 、 l 名 識字率 男 ， 性 女 ， 性 

ケララ 90.9 94. 2 87. 7 

ミ ゾラム QQ00.8 90.7 86. 7 

ゴア 82. 0 88. 4 75. 4 

マハラシュト ラ 76. 9 86. 0 67. 0 

ヒ マーチャル・プラディーシュ 76. 5 85. 3 67. 4 

タミル・ ナドヴ 73. 5 82.4 64.4 

トリプ ラ 73. 2 81. 0 64. 9 

ウッタランチャル 71. 6 83. 3 59. 6 

マニフ ル 70. 5 80. 3 60. 5 

パンジャブ 69. 7 75. 2 63.4 

グジャラート 69. 1 79. 7 57.8 

シッキム 68.8 76. 0 60.4 

西 ベンガル 68. 6 77. 0 59.6 

ハ リヤー ナ 67.9 78. 5 55. 7 

力 ルナータカ 66.6 76. 1 56. 9 

ナ ガランド 66.6 71. 2 61. 5 

マ ソディヤ・プラ ヂイー シュ 63. 7 76- 1 50. 3 

アッサム 63. 3 71.3 54.6 

オリッサ 63, 1 75. 3 50. 5 

メガラ サ 62.6 65.4 59.6   
アンドラ・プラディーシュ 60. 5 70. 3 50.4 

ラジャスターン 60.4 75.7 43.9 

ウッタル・プラディーシュ 56. 3 68.8 42. 2 

ジャン ム ・カシミール 55. 5 65.6 43.0 

アルナチャル・プラディーシュ 54. 3 63. 8 43. 5 

ビハール 47. 0 59. 7 33. 1 

出所 )  Census  of  India の 肝 Cee 旧 sus  o ヂよ コ刀 按 

http://www ， censusindia ・ net/t_00_006.@html 

表 2-3 はインドの各州の 識字率を、 全体、 男子、 女子についてまとめたものであ る。 

インド全体の 識字率は 50% を若干上回る 程度だが、 25 州間の格差は 大きい。 ケラ ラ の 
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よ う に全体で 90% という高い識字率を 示している州もあ れば、 下位のビハールなどの 識字 

率は 5 割にも満たない。 

男女別の識字率を 比較しても、 男子に比較して 女子の識字率が 極めて低い、 。 。 特に下位 

の ビハールの女子識字率は 30% をわずかに超えるのみであ り、 これらの州においては 文字 

の読める女性は 3 人に 1 人に満たないという 極めて厳しい 現実が存在している、 識字率の 

男女差にみられる 問題は、 本章の第 4 節でインドの 初等教育政策やその 現実を考えていく 

中で再度触れる 予定であ る " 

この各州の識字率データの 示す特徴として、 識字率上位 の ケララ、 同 6 位のタミル・ ナ 

ドヴ などインド 最 南部の州の識字率が 高い傾向が見られる。 ゴアのように 旧 ポルトガルの 

統治下にあ った州も、 比較的高い数値を 示している。 逆に て ソディヤ・プラディーシュ、 

ウッタル・プラディーシュ、 ラジャスターン、 ビハールなどいわぬ る ガンジス川流域の「ヒ 

ンディー・ ベルト」と呼ばれる 地域を中心とした 州が、 識字率ランクにおいて 下位におか 

れている。 

第 2 節 学校生活で生じる 諸問題 

発展途上国の 教育、 特に初等教育に 関して先進国のそれと 比較すると、 教員、 事務 ス 

タッフなどの 人的インフラ、 教室を始めとする 学校施設、 教科書や文具などの 学習教材な 

ど 多くの面で格差があ ることが窺える。 とりわけ農村地域の 小規模な学校では、 粗末な学 

校施設とモンスーンや 地震、 津波などの自然災害の 影響が相まって、 授業が長期間機能し 

なくなることも 珍しいことではない 1s 。 先進国とは大きく 異なる途上国の 教育の現状とそ 

の特徴を分析することで、 インド独自の 教育ニーズ と 政策課題を明らかにすることが 重要 

であ る。 

本章でほ、 PROBE(PublicReport  On  BasicEducation) 調査を検討する。 PROBE 調査とは、 

1996 年 9 月から 12 月にかけてビハール、 マ ソディヤ・プラディーシュ、 ラジャスター 、 ノ、 ウ 

、 ソ タル・プラディーシュ、 そして ヒ マーチャル・プラ ヂイー シュの 234 の任意に選ばれた 村 

内の全学校施設、 1,376 世帯の家計サンプルを 調査したものであ る。 これらの州は ヒ マーチ 
マ ル・プラディーシュを 除き、 インドの初等教育において 最も劣悪なパフオーマンスを 示 

している州であ る。 PROBE 調査は、 従来の政府発行の 教育レポートと 異なり、 農村地域の広 

範囲なフィールドワークの 結果で成り立っている。 そのため、 農村の初等教育現場の 実態 

に 即した形で報告されている ( 従来の政府統計と PROBE 調査を比較すると、 前者の限界が 明 

白であ る ) 、 6 。 PROBE 調査に「個人的に 参加した」と 述べているドレーゼによれば、 同調 

査の前にも、 政府調査とは 異なる類似の 調査が実施されてきたよ う であ る。 ドレーゼは、 

Duraisamy,  Kingdon,  Labenne,  Jayachan 廿 an,  Sipahimalani といった研究者の 名前と業績 

を 挙げている。 いずれも、 1990 年代後半に実施されている (Dreze,Jean  and  Geeta  Geandhi 

Kingdon@ 1999@ 1-2)1¥ 

勉 3- 



2 一ェ 通学距離 

インドの農村の 初等学校の抱える 問題として、 通学距離の問題が 挙げられる。 また学校 

までの距離が 遠いと言えない 地域でも、 道路インフラの 未 整備のため雨季や 冬季において 

通学が困難になる 地域も多い。 すなむち自然的地理的距離に 加えて、 「経済的」距離が 大き 

いといえる。 主に遠隔地の 村から通 う 子どもたちの 中で、 初等学校の欠席という 問題が生 

じやすい現状があ る。 大半の子どもたちが 就学・通学経験をもっていないという 村が実際 

に存在する状況も 、 決して驚くべきことではない。 

PROBE 調査では、 対象となった 多くの農村住民は 初等学校に関する 限り、 比較的通学し 

やすい距離に 暮らしている。 そこでは村民の 71% が後期初等教育を 受けていない。 その理 

由として、 両親が彼らの 娘を村外の学校へ 通わせたがらないという 事例が見られた。 多く 

の 村では、 特に女子が 5 年生以降の後期初等教育を 受けずに退学してしまうのであ る。 

2 一 2  学校施設 

インドの学校施設は 表 2-4 で見られるよさに、 1980 年代半 は から 10 年間において 改善 

している。 1986 年の第 5 回全インド教育調査によると、 PROBE 調査の対象外の 初等学校の 

う ち、 その半数以下が 利用可能な黒板を 設置していなかった。 対照的に 1996 年の PR0BE 

調査では、 初等学校の 74% は各教室に機能的な 黒板を設けている。 同様に、 これらの州の 
中 でただ一人の 教員しか勤務しない 学校の割合は、 1986 年の 27% から 1996 年には 12% へ 

と 減少しているのであ る。 

表 2-4  PROBE5 州の初等学校施設の 現状 (1986 一 96  年の比較 ) 

    調査 午 l%  l 
利用可能な黒板があ る 学 ， 校 1986 年 42 

1996 年 74 

利用可能な運動場があ る 学 1986 年 37 

校 
  

  1996 年   48 

粗末な建築やテント、 もしく 1986 年 29 

は屋外で授業が 行われて ぃ 1996 年 9 

る 学校 

唯一人の教員しか 勤務して 1986 年 27 

いない学校 1996 年 12 

出所 )  PR0BE  team  月ぬ J ゴ ビ Rep 甘 f  o 血ぬ ちゴ C  E はひ ca ね ㏄ 血血 dfa,  p,39 

学校施設は不 - ト 分であ るといえ、 義務教育の必要性に 対して、 さらに公的基準に 対して 
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も 評価を与えられるものであ る。 

最初に公的基準を 考慮してみる。 1987 ～ 1988 年に行われた「黒板作戦」 (Operation 

Blackboard) プロジェクトの 目標は 、 全ての初等学校に 最低限二つの 教室と二人の 教員、 

そして黒板、 地図、 図書室など教育・ 学習に不可欠な 教材の設置を 保証することであ った。 

1996 年の PROBE 調査対象 校 のうち、 この水準を満たしているものは 皆無であ り、 極めて 深 

刻 な問題となっている。 対象となった 村の初等学校のうち 58% しか 2 つの教室を設置して 

いない。 12% の学校はわずか 一人の教員しか 勤務していない。 図書室があ る学校は 23% 、 

地図や図表があ る学校は 41% 、 教材を利用できる 学校は 33%/M にすぎず、 全ての部門で 全体 

の 半数以下の数値であ る。 

表 2-5 は初等教育の 完全義務化が 達成され、 6 一 10 才の子どもたち 全員が初等学校に 入 

学したと仮定した 場合の、 教室当たり、 教員当たりの 生徒数であ る。 PROBE の 5 州におい 

て教室一 つ 当たりの生徒数は 113 人、 教員一人当たりの 生徒数は 68 人となると考えられて 

いろ。 教員一人当たり 生徒数の公的基準は 40 人であ ることを考えると、 インドの初等教育 

完全義務化を 念頭においた 場合、 教員、 教室、 教材の不足など 事態は極めて 深刻な状況に 

あ ることが理解できる。 

表 2-5  PROBE の農村の 6-10 才の子どもたちが、 全員小学校に 通学した場合、 

一教室当たり、 一教員当たりの 生徒数の推計 

一 教室当たりの 生徒数 一教員当たりの 生徒数 

ビ ハト ノン 133 65 

マッヂィヤ ・プラディーシュ 127 57 

ラジャスターン 80 78 

ウッタル、 プラディーシュ 120 71 

PROBE  全体 113 68 

注 ) インド政府が 目標とする一教員当たり 生徒数は 40 人であ る 

出所 )  PROBE  team Pu ぬ月 c  Report  沖鹿 sic  皿 ㎎ 尭ゴ on  血丘ぬ ・ a,  p.40 

PROBE 調査で対象とした 162 の公立初等学校のうち、 主に下記のような 傾向が見られる。 

1  6 校が全く校舎を 持たず、 オープン・スペースで 授業を行っている。 

2  自前の校舎を 持たない学校が 多数あ る。 代わりに賃貸した 部屋を使用して 授業を行 

っている。 しかし他者がそこを 使用することが 多く、 授業が出来なくなることも 多い。 

3  教室を二 つ 持っ学校は 58%M に過ぎない。 

4  60% の学校で屋根が 破損し水漏れが 生じている。 雨の日には、 混乱を招くことにな @ 

モンスーンの 時期には何週間も 授業を妨げる。 

5  大部分の学校は 修理・修復の 必要があ る。 

6  調査員の観察や 必要な修繕をまとめた ヂ一タ から判断すると、 少なくとも 51 の学校 
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は 改めて新築する 必要があ る。 

上のように学校が 荒廃した一つの 理由として、 多くの学校の 杜撰な建築基準があ る。 比 

較的 新しい校舎でさえ、 その床や屋根は 穴だらけであ る。 1986 年以降に建築された 校舎の 

中 で、 その 46% は屋根の修理を 必要としており、 58% は床の修理をする 必要があ る。 また 

73% はその他の主な 修理が必要であ る。 これは決して 災害や事故が 原因などではなく、 建 

築 担当者の金銭的問題やメンテナンスの 欠陥から生じている。 

表 2-6 は PROBE 調査の対象となった 学校施設について、 各設備における 現状の詳細を 示 

したものであ る。 左から、 利用可能でかつ 機能しているもの、 利用可能だが 上手 く 機能し 

ていないもの、 全く役に立たないものの 三つに分け、 全体に占める 割合をパーセンテージ 

で 示した。 全ての教室に 黒板が設置され、 それが利用可能で 充分機能している 学校は 70% 

を 超える。 運動場があ る学校は 48% 、 飲料水は 41% 、 以下地図，図表、 教材、 玩具、 図書 

室 、 楽器の順で割合は 減っていく。 一番 下 に示されたトイレの 有無に至っては 利用可能で 

機能的なものが 完備されている 学校は全体の 1 割にすぎず、 84% もの学校は全く 役に立た 

ない、 備えられていないことが 分かる。 

このような学校施設の 現状は 、 子どもの環境面だけでなく 実際の教育活動にも 影 

える。 例えば、 飲料水は単に 飲み水や洗濯に 利用するだけでなく、 手を洗 う 習慣を付ける 

など子どもたちに 衛生教育をする 上でも有効であ る。 多くの子どもたちがいる 中でトイレ 

の 有無も問題であ る。 特に学校校舎のないオープン・スペースで 授業を行っている 場合、 

不便なだけでなく 学校周辺が極めて 非衛生的になる。 満足なトイレ 設備が無いことは 女子 

生徒の登校にも 影響を与え、 女性教員も多大な 苦痛を味わう。 この現状は女性教員が 貧窮 

した農村の学校に 赴任を拒む要因にもなり、 女子の教育機会減少や 識字率低下につながっ 

ている。 
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表 2 づ PR0BE 調査対象となった 農村の学校施設の 実態 (%) 

利用可能であ り、 か 利用可能だが、 機能 利用不可能な 学校 

つ 機能している 学校 していない学校 

全教室に黒板があ る 74 9 17 

運動場があ る 48 8 44 

飲料水があ る 41 5 54 

地図や図表があ る 41 15 44 

教材があ る 33 12 55 

玩具があ る 25 14 61 

図書室があ る 23 5 72 

楽器があ る 15 16 69 

トイレがあ る 11 5 84 

注 ) 上記の施設が 全くない学校が 全体の 6% 存在する 

出所 )  PR0BE  team  RU あ J ゴ c  押印 は亡 ㎝ 協 s ゴ c  E はは cB 亡ゴ Q 何 %  血ぬ ， B,  p.42 

2 一 3  学校校舎の利用 

PROBE 調査に参加した 初等学校のうち、 79% は学校授業以覚の 目的で利用されている。 多 

くは選挙時の 投票所、 保健プロバラムなど、 社会的価値のあ るものであ る。 これらの活動 

ほ 子どもたちの 教育にも貢献している。 

一方で 30% は非教育目的で 利用されている。 主にパンチャー ヤト ・ミーティンバや 私的 

目的のためであ る。 また調査した 5 つの学校では、 校舎 は その学校教員の 住居として使用 

されていた。 倉庫、 察の キャンプ場 、 らくだ小屋などとして 利用されていたケースも あ 

り、 コミュニティの 公衆便所として 利用されていた 報告もあ った。 しかし全体として、 学 

校 校舎の本来と 異なる利用方法は、 地域住民に共用されてはいない。 その要因として、 賛 

窮した農村の 中に役に立っ 施設が少ないことがあ げられる。 

2 一 4  学校施設のメンテナンスの 問題 

現存施設の利用とそのメンテナンスが 極めて劣悪なことも 問題であ る。 施設が設置され 

た 当初は、 上手 く 維持され頻繁に 利用されることが 期待されていた。 しかし実際にほ 、 そ 

のための努力はほとんど 成されていない。 具体的に次のような 事例が見られた。 

ェ 教室は物置のようになり、 極めて劣悪であ る。 学校周辺は汚れ、 不快な環境にあ る。 

( ラジャスターンの ) 数枚のみが比較的きれいな 状態を維持していた。 

2  教室は与えられるが、 多くは未使用のままであ る。 多くの教室があ る学校でも、 子 

どもたちはその 中の 一、 ニの 教室に詰め込まれ、 他は使われていないか、 倉庫、 住居など   

他の目的で使われている。 

  

27- 



校舎利用やメンテナンスの 問題は、 新設された多くのインフラストラクチャーを 無駄に 

してきた。 良い機材や教育支援をで 学校の環境を 向上させることは 困難になっている。 

物品を与えることが、 学校の快適かつ 魅力的な雰囲気作りに 役立っていない。 進取的な 

学校は、 校舎を清潔に 保っ、 壁に色彩豊かなポスターや 地図を掛ける、 周辺で花を育てる 

など、 簡単な手段で 学校の環境改善を 実施しているが、 多くの学校はこのような 努力を怠、 

っているのが 現状であ る。 

2 一 5  生徒・教員比率 

インドの農村における 現在の教員資源は、 初等教育義務化という 公の目標と関係があ る。 

PROBE 調査の農村全体の 教員 源を考察する。 ここで公立学校の「生徒・ 教員比率」 

(Pupil-Teacher  rat エ os)  という概念を 用いよう。 公立学校の「生徒・ 教員比率」 

(PuD ぇ l ゴ eacher  ra Ⅱ os) とは、 初等段階で認められた 教員に対して 入学した子どもたちの 

割合と定義する。 もう一つの有効な 概念として、 「子ども・教員比率」 (Child-Teacherratios) 

があ る。 これは初等教育の 公立学校の教員数で 分けた 6 ～ 10 才の子どもたちの 数と定義し 

たものであ る。 「生徒・教員比率」と「子ども・ 教員比率」の 主な違 いは 、 前者は実際に 学 

校 に通学している 子どものみを 対象とし、 後者 は 通学している 子どもたちだけでなく 学校 

を退学した子どもを 含んだ数を用いていることであ る。 このように「子ども・ 教員比率」 

は 教員資源が潜在的な 子どもの数と 比較してどのくらい 存在するか、 を示すものと い える。 

表 2-7 で示す よう に、 PROBE 調査の対象 村 において、 生徒・教員比率は 50 、 そして子ど 

も・教員比率は 68 であ る。 すな む ち 、 全ての子どもたちが 通学すると教員は 平均して一人 

当たり 68 人の生徒を指導することになる。 もちろん、 これらの生徒は 学年が異なり、 一人 

の 教員が全員を 指導するのは 事実上不可能であ り、 教育水準の維持は 極めて困難であ る。 
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表 2-7  子どもと教員の 比率 

(A) 公立初等学校教員数 609 

(B) 公立初等学校への 実際の入学教 30273 

(0)6- 10 才の子どもの 数 41431 

実際に入学している 子ども・教員比率 (B/A)  50 

(Pupil 一 TeacheT  ra 上土 0) 

子ども全体・ 教員比率 (c/A) 68 

(Ch 土 ld 一 Teache 丁丁 atlo) 

出所 )  PR0BE  team  用 援わ化 epo グ亡 ㎝ 脇 s ゴ c  AdUca ㎡㎝ 血血ぬ ・ a,  p.44 

「生徒・教員比率」「子ども・ 教員比率」の 高い数値を考えると、 学校間、 村落間で著し 

い教員数格差を 招くことになる。 原則的に教員ポストは 実際の入学者に 基づいて認可され 

るが、 公の規準はその 原則通りにはなっていない。 教員ポストは 一般に立地条件の 魅力に 

乏しい学校では 時に空白になっており、 村落間の生徒・ 教員比率格差強めている。 PR0BE 

調査対象の村落でも、 生徒・教員比率は 9 から 172 まで広がっている。 162 の公立小学校の 

内 、 26 の学校が 75 以上の生徒・ 教員比率を示している。 

2 一 6  教員が唯一人の 学校 

教員不足の問題は、 ただ一人の教員しか 勤務していない 学校の増加にっながる。 公には 

存在しないのだが、 現実にはこの 現状は次第に 拡大している。 PROBE 調査対象の学校のうち、 

12% はただ一人の 教員しか勤務していない。 他の 21% の学校は、 調査時期に限り 一人の教 

員しか勤務していなかった。 初等学校の 3 分の 1 ( 全学校の内、 53 校 ) が調査当日、 唯一 

人の教員しかいなかったのであ る。 これら 53 校のうち、 45 校は 50 人以上の生徒が 入学予 

定の学校であ り、 その半数以上 は 実際に調査時に 50 人以上の子どもたちが 登校していた。 

一人の教員が 5 つのクラスを 共に教え、 時に 100 人以上もの生徒を 指導する。 果たして 

ど う やって生徒たちと 関わるのだろうか。 以下にその具体例を 紹介する。 

ュ 一度に一つのクラスを 授業する 

マ ソディヤ・プラ ヂイー シュの ソタ ヴァ村では、 22 才の実習教員が 146 人もの入学者全 

てを指導する。 彼には事前研修もなければ、 実習中の研修もない。 彼の方法は一度に 一ク 

ラスだけを教え、 残りは生徒たち 自身の自習に 任せてしまう。 

2  複数の学年を 授業する 

ビハールのチャ ピヤ ・ブジューバ 村の教員は一度に 二つのクラスの 授業を行 う 。 他の ク 

ラスの生徒は 、 離れた教室にいて 互いに雑談しているだけであ る。 
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3  生徒同士で教え ろう 

ウッタル・プラディーシュの シユ ダ村の教員は、 自身の方法でとても 上手 く 授業を行っ 

ていた。 彼は子どもたちをバループ 分けし、 Ⅰ早生 は 4 年生と、 2 年生が 5 年生と共に座 

ることで年長者が 年少者を助けるシステムを 作っていた。 しかし、 現実に多くの 知識を持 

っ 子どもはいないので、 この方法は教育指導が 有効に作用しているとは 思われない。 

4  全員を一度に 授業する 

ウッタル・プラディーシュのシュンダープル 村では、 135 人もの子どもたちが、 教員によ 

って数列に並ばされて 授業を行っていた。 ケ シャプル村の 教員は 、 子どもたちを 勉強に集 

申 させるため書き 取り作業を行わせていた。 

5  自発的な学校退学への 選択 

残俳なことだが、 どの学校にも 最も共通した 状況であ る。 ウッタル・プラ ヂイー シュの 

コドリ村では、 子どもたちが 教室内で雑談している 間、 教員は離れたところから 眺めるだ 

けであ った。 一人の教員しか 勤務していない 53 の学校のうち、 実に 30 の学校で、 実際に 

教育活動を続けている 様子は見られなかった。 

唯一人の教員が 、 様々な年齢の 多くの生徒たちを 指導するならば、 授業学習の活動は 最 

小 限のものになる。 子どもたちの 学習達成だけでなく、 教員のモラルや 労働文化までが 犠 

牲になるだろう。 これらの問題は、 程度の差こそあ れ、 複数の教員が 勤務する学校にも 共 

通して存在している。 複数の教員がいる 学校でも、 7Q%M 以上が一人の 教員で複数学年を 指 

尊 しているのが 現状であ る。 一人の教員が 各々 一 学年を教えている 理想的な学校などはほ 

とんど存在しない。 

2 一 7  効果的な授業 

教員不足という 問題は 、 短い業務時間によって 深刻化している。 PROBE 調査対象の神々の 

平均的な公立学校 は 、 長期休校により 一年におよそ 12 週間休みになるし、 さらに土曜、 日 

曜 のために残りの 40 週の内、 60 日が休みになる。 潜在的な教員出勤日数は 220 日間となる 

のだが、 20 日間前後は他の 休日や学校を 離れるために 出勤できず、 さらに 20 日間ほどは 雨 

季の間、 学校が閉鎖されてしまう。 また 12 日間前後、 国勢調査や選挙などに 関連した「 非 

教育業務」に 費やされ、 お ょそ 9 日間は給料の 徴収、 別の 9 日間前後は食糧配給や 無償 教 

秘書支給など 教育インセンティブの 徴収・分配に 費やされる。 この試算は少な 目に見積も 

った 結果であ る。 この時点で出勤日数は 、 既に一年につき 150 日に減少していることにな 

る 。 

実際の出勤日数 150 日間の教員の 業務について 検証する。 

150 日間の中で、 教員は学校で 6 時間を費やすことになっている。 しかし教員の 遅刻早退、 

突然の長期欠席などは、 多くの学校で 日常化している。 学校が昼休みの 後、 子どもたちを 
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再 招集できない 事例も多い。 保護者の証言や 視察や調査データから 判断して、 平均的な教 

員は 一日の内、 学校で 4 時間程度しか 過ごさない 

最後に、 教員はその 4 時間の勤務中、 何をしているのか。 この問題は、 次節で議論する。 

PROBE 調査員がサンプルとなった 学校に到着したとき、 ほぼ半数の教員が 授業活動に従事し 

ていた。 更に年間 150 日、 1 日につき 2 時間効果的な 授業時間は減少している。 50 人の子 

どもたちの間でこの 時間を分割した 時、 一教員が 1 年間で工 日 Ⅰ生徒に向ける 注意はお ょ 

そ Ⅰ分程度に過ぎない。 

平均的日常において、 学校間で教員 源や業務に関する 高 い 変数を与えた 場合、 多くの 

学校は水準を 大きく下回っている。 教員の出勤形態によって、 教育投入 が 極端に低くな 

る 。 例えば、 ラジャスターンの ス ロティ村では、 あ る教員は遅く ( 午後 1 時 ) に出勤し 、 

中には週一で 出勤するもの、 全く出勤しない 教員までいる。 ビハールの ビサ リヤ村では、 

校長が一時期、 何週間も姿を 見せず、 保護者達が月 300 ル ピ 一の給与で彼に 代わって既に 

退職した元教員を 任命していた。 これらは極端な 事例ではなく、 多くの教員が 様々な形で 

長期欠勤を続けている。 2 人の教員が勤務する 学校では、 教員が出勤中に 交代することも 

あ る。 PROBE 調査対象 校 03 分の 1 は、 調査員の訪問 時 、 校長が不在であ った。 

2 一 8  教育活動のパターン 

PROBE 調査の目的の 一 つは 、 教室内の「プロセス」に 関して調査することであ る ( 「プロ 

セス」とは、 教育の過程という 意味であ る ) 。 そのため、 サンプルとなった 学校への訪問は 

告知されないし、 調査員は到着時の 活動パターンに 関して詳細に 記述する。 例えぼ 、 クラ 

ス の子どもたちがどこに 座っているか、 子どもたちはどういう 方法で勉強を 続けているか、 

教員は何をしているか、 周囲には他に 誰がいるのか、 などに関してであ る。 

これらの記述は、 教育活動レベルが 低い学校に重点を 置いて調査したいという 意図をよ 

り 明確に示している。 初めて訪問した 学校の半分は、 調査員が到着したとき、 全く教育活 

動 が行われていなかった。 

調査員が前節の 様な記述をしているのは、 次の三つの条件下においてであ った。 最初に 、 

調査当日に閉鎖されていた 学校は考慮していない。 第二に、 調査員の訪問は 学校活動の ピ 

一ク でもあ る朝遅くに行われた。 第三に、 「教育活動」という 用語はここでは 広義で捉え も 

れており、 例えば子どもたちに 大きな声で本を 読ませ、 書き取り指導するなど 比較的受動 

的な方法も含んでいる。 

これらの条件下での 記述と考えるならば、 教育現場における 状況の深刻さが 理解できる。 

現在、 教員が唯一人しか 勤務していない 学校 ( 調査した初等学校の 3 分の 1) では、 教育 

活動の不足している。 この場合、 教員は ( あ くまでも建て 前の ) 教室内の秩序維持、 トラ 

ブル回避が優先となる。 教員が唯工人の 学校 53 校中で、 30 校は全く教育活動をしていない。 
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他 023 校でさえ、 教育活動は最小限に 留まっている。 

調査員の到着時、 複数の教員がいる 学校のうち、 およそ半数が 最低一人教育活動に 従事 

していた。 他の教員について、 あ る者は非教育活動に 従事し、 あ る者は大まかな 学校業務 

に 関係し、 またあ る者はただの 気晴らし ( 読書やう れさ 話など ) をするだけだった。 

2 一 9  教育活動の特徴 

PROBE 調査でほ 、 朝の授業方法に 関して、 1 年生担当の教員に 質問している ( 表 2-8 参照 ) 。 

彼らの 5 分の 1 は、 ( 調査員が朝遅くに 調査したにも 関わらず ) 彼らが授業を 始めておらず、 

質問に回答していない。 またおよそ半数は 、 彼らが黒板を 使用していたと 語っている。 調 

査員の観察報告によれ ば、 書き取り練習 ( 黒板や教科書、 参考書を写し 取ること ) は 

た 教育方法であ るが、 しかし現実に 子どもたちのノートは 時折チェックされるだけであ り   

さらにその中は 意味のない殴り 書きで埋まっていたりするのであ る。 

1 早生の子どもたちが 制度的に無視される 傾向にあ ることも注意しなくてはならない。 

そのことで彼らがその 後怠けがちになったり、 自らの工夫をしなくなったりする。 また教 

員の側も 、 教えなくても 同級生から学ぶことをあ てにしたり、 上級生と共に 一まとめに 扱 

ってしまったりする 状況を生み出す。 教員が全ての 子どもたちを 指導できない 場合、 まず 

その努力を上級生に 集中する傾向があ る。 

表 2-8  学校での教員の 活動 -pRoBE 調査員の学校到着時における 教員の行動パターン 

( 単位 : %) 

欠勤していた 33 

教育活動を行っていた 25 

( 機械的に教えていただけ ) Ⅰ 2 

( 黒板に記入していた )   

( 教えていた ( その他の方法 )   

( 書き取り指導をしていた ) 3 

他の活動をしていた 42 

( その他の非教育活動 ) 21 

( 他の教員と談話 中 ) 10 

( 授業監督をしていた )   

( クラスを気にかけていた )   

出所 )  PR0BE  team  月びる J わ月印 0 れ ㎝ 鹿 ㎡ c  互血 ca む o コ %  加ぬ， B,  p,47 

32 ， 



表 2 づ PR0BE 調査員の学校到着時における 校長の行動 ( 単位 : %) 

授業中 53 

クラスを気にかけていた 21 

教室外にいた 11 

校長室にいた 7 

他の教員と談話 中 18 

非教育活動 23 

出所 )  PROBE  team  月 ば る lie  ガ印 は亡 ㎝ 及 sic EdUUcatio 抑血互血侮 p.47 

2 一 1 0  Ⅱ 、 キ占 

アジアやアフリカの 発展途上国の 学校、 とくに農村部の 学校施設は 、 極めて貧弱であ る。 

インドもその 例外ではない。 校舎を持たない 学校や 、 仮に校舎があ っても破損していて 修 

理 、 修復の必要があ る学校も数多い。 インドでは雨季やモンスーンがあ り、 その時期には 

教室 中 が水浸しになってしまい、 満足のいく授業が 行えないのであ る。 

学校校舎だけでなく、 他の様々な施設も 極めて不十分であ る。 授業の教材はもちろんだ 

が 、 教育に重要なのはそれだけではない。 例えば水道水は 飲料用としてだけでなく、 手を 

洗 う 習慣を付けさせるという 衛生教育を行 う 上でも重要であ る。 前述の女子の 教育におい 

ても若干触れたが、 トイレの有無も、 衛生面だけでなく 女子が抵抗なく 通学できるよ う に 

するため、 更には女性教員の 赴任にも 影 を 与えるために、 無視できない。 

教員一人当たりの 生徒数も 、 目の行き届いた 学校教育を行うために 重要であ ろう。 イン 

ド 農村の初等学校では、 その状況は極めて 深刻であ り、 その数字は教員の 指導可能な人数 

な はるかに超えている。 学校の立地条件によってはただ 一人の教員で 全学年の全生徒を 指 

尊 しなくてはならず、 その授業の方法にも 支障をきたす。 具体的な事例を 検証すると、 も 

ぅ 「授業」とは 呼べない状況に 陥っている学校も 決して少なくない。 

第 3 節 学校経営の問題 

インドの初等教育は、 独立当初から 州政府の管轄であ ったが、 1976 年に共同リストが 出 

され、 現在、 州政府と中央政府の 共同責任となっている。 しかし初等教育に 関する公共 支 

出は州政府によって 負担され、 中央政府は「黒板作戦」 (Operation  Blackboard) プロジェ 

クト のような補足案に 関して焦点を 絞って財政負担をしている。 これらの案件の 権 限 倒 、 l 、 l 

政府にあ るか、 もしくは将来州政府に 移譲される予定となっている。 一例を挙げると、 本 

章で 紹介する「黒板作戦」プロジェクトの 下で任命された 教員は、 当初は中央政府から 給 

与 支払いを受けるが、 その後、 州の常勤教員の 核として子どもたちを 教えることになる。 
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本節では、 初等学校の学校経営の 問題、 政府の教育プロジェクトについて 考察する。 初 

等教育を管轄する 政府、 実際の教育現場における 教員の生徒の 関係、 具体的にどのような 

方策で学校入学率、 出席率の向上をはかるべく 努力しているかを 検証し、 今後のインドの 

初等教育普及、 識字率向上のための 指針を描く上で 重要な要素は 何かを分析する。 

3 一 1  初等教育普及に 関する州政府の 見解 

PROBE 調査ではこれまでの 調査の補足として、 州 レベルの教育局長に 学校経営に焦点を 絞 

って簡単なアンケートを 行っている。 その回答は様々な 州の初等教育義務化に 対する アプ 

ローチの違いを 明確に示している。 一方で、 次のような多くの 州に共通の問題も 存在する。 

第一に、 財政資金の窮乏が 挙げられる。 初等教育に関する 現行の財政支出の 内、 90 一 95% 

は 教員の給与として 費やされ、 学校校舎のメンテナンス、 教育支援、 生徒のインセンティ 

ブのような項目にはほとんど 使われていない 180 

第ニ に 、 学校経営の構造上の 諸問題に対する 行政の不備であ る。 教育システムに 対する 

行政手腕は、 インド独立以来 50 年間の学校、 教員、 生徒の急増に 対応していない。 

財政資金が不十分なため、 結果として、 個々の学校の 迅速な機能を 保証し、 教育サービ 

スに 関係する問題解決が 不可能になっている。 多くの州では、 地域教育局の 数人の職員が 

数千の教員の 業務記録保持のために 奮闘しているのが 現状であ る ( ケラ ラ のみ、 これらの 

記録保持は学区レベルで 分権 化されているが ) 。 この業務は、 教員に対する 給与支払い規準 

によって更に 複雑化している。 政策転換は時に 懇意的なものであ り、 政治的影 

すい。 学校拡大の中、 私立学校の大規模な 接収、 補償、 その他多くの 問題が、 事態の複雑 

化に拍車をかけている。 多くの教員はその 不満を訴訟やアジテーションに 頼っているのが 

現状だ。 

PROBE 調査の対象 州 では、 教員任命、 昇進、 移動などの問題と 関係して最高裁で 争って い 

る ケースが、 無数に存在する ( 例えば、 ラジャスターンでは 3000 以上のケースがあ る ) 。 

上級教育局は、 裁判と教員組合への 対応に多くの 時間と労力を 費やされている、 

第二の問題 ( 個々の学校に 対する不十分な 行政サポート ) に関しては、 学校校舎の メン 

テナンスから 教員のモラルと 責任の欠如に 至るまで、 多くの反響が 挙げられている。 

3 一 2  初等教育普及プロジェクト 一 「黒板作戦」の 例 

「黒板作戦」は、 1987 年に全ての初等学校がその 施設と資金援助に 対して最小限の 配分 

を 保証することを 目的として実施された。 そこでは「新しい 初等学校は 、 全て当初から 次 

の三つの要素が 備えられていなければならない」とし、 これらを「学校が 直面する問題へ 

の アプローチを 提供する、 三つの相互依存要素」として 取り扱った。 

(1) 最低限十分な 大きさの全天候型教室 二 っと、 それに伴 う 男女 川 トイレ施設 

(2) 最低限二人の 教員が勤務し、 出来る限り彼らの 一人は女性であ ること 
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(3) 黒板、 地図、 図表、 小さな図書館、 玩具、 ゲーム、 実験道具などの 十分な 

学習教材 

PROBE 調査は、 「黒板作戦」がいくつかの 肯定的な結果を 残していると 指摘している。 PROBE 

調査対象の中で、 唯一人の教員しかいない 初等学校の割合は 減少している。 教育支援や教 

室 機材の欠乏は、 部分的に改善された。 バケツ、 ロープ、 鐘 、 マットなどを 所有している 

学校もあ る。 

しかし、 「黒板作戦」の 成果は、 全体として目標を 下回るものであ った。 その評価におい 

て 、 PROBE 調査対象の学校が 、 上に記したような「黒板作戦」の 規準をどれほど 満たしてき 

たのだろうか。 

表 2-10  「黒板作戦」の 今後の課題 ( 単位 : %) 

最低 2 人の教員が勤務する 学校 88 

教育援助を伴 う 学校 56 

最低 2 つの全天候型教室があ る学校 26 

出所 )  PR0BE  team  血 付わ 丘 ep 甘亡 ㎝ 及 ㎡ c  E はひ cB 打 0 り 血 血刀 a,  p.87 

ここで次のような 若干緩和した 規準を想定してみると、 その理由が理解できる。 

( ェ ) 最低 2 つの全天候型教室、 (2) 最低 2 人の教員、 (3) 最低数種類の 教育支援。 

止 めように、 当初の規準を 緩和して学校ごとにその 達成度を分析してみても、 PROBE 調査 

対象の全公立初等学校の 内、 この規準を達成しているのは 4 分の上にすぎない ( 表 4-18 歩 

照 ) 。 

更に、 「黒板作戦」の 下で行われる 臨時教員の任命は ( 主に唯一人の 教員しか勤務してい 

ない学校は除いて ) 、 新たな補足というより 通常の教員任命を 代替しているだけであ る。 「 黒 

抜作戦」における 教員任命は追加的任命なのだが、 あ る州でほ「黒板作戦」の 開始以来、 

通常の教員任命のぺ ー スを落とし、 給与全体を監督 下 に置き続けている。 実際、 教員任命 

の 成長率は 1978 年から 1986 年の間の 10 年でより低下している。 唯一人の教員しか 勤務し 

ていない学校は 減少しているが、 「黒板作戦」の 成功はこのような 背景を俳頭に 入れ考察す 

る 必要があ る。 

更なる問題として、 「黒板作戦」の 多くの要素が 相互依存的であ るなら ぱ 、 一 要素のみを 

供給することでプロバラム 全体のインパクトを 減らしていることが 挙げられ、 そのことが 

プロバラム自体の 自滅を招く恐れがあ る。 

次のような例があ る。 

  学校は玩具、 教育キットを 持つが、 唯一人の教員しかいないし、 唯一壊れかけた 教室 

しかなく、 授業も開放されず、 しまい込まれたままになっている。 
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  学校校舎に鍵がかけられないために、 楽器や理科の 教材は教員の 自宅にあ る。 

  教員は OB トレーニンバを 受けたが、 学校は OB トレーニンバ 支援を受けていない。 

道具の有無に 関わらず、 それが機能するかしないかに 関わらず、 完全な oB キットのため 

に 政府から署名を 強いられ、 「黒板作戦」が 唯一度限りの 助成に過ぎないこと、 元々の教材 

自体が非機能的で 代替や修理ができない 現状に不満を 漏らす学校もあ った。 

学校経営の構造はこれらの 問題へ十分な 対応できず、 代わりに官僚的なアプローチを 採 

@ 学校が引き受け、 教育支援が配分される 量的ターゲットにのみ 集中している。 量的な 

側面のみに着目する 限り、 「黒板作戦」は 良好なプロジェクトとみなすことができる。 

重要なことは、 現実の問題の 有無よりも、 むしろ学校の 経営構造がその 問題を認識して 

いないことだ。 次のような政府報告を 一瞥すると、 即座に理解できる。 1996-7 年の年報に 

よれば、 教育省は上記の (2) と (3) の道具は「対象となった 全ての初等学校に 行き渡 

っている (The  PROBE  team  l999  88) 」。 1997-8 年の報告では、 「第八次計画の 下でおかれた 

物理的目標は、 注目すべき成功を 成し遂げた。 次の段階は 100 以上もの入学者と 共に初等 

学校に第姉の 教室を供給すること、 そして後期初等学校に 集中させることであ る。 (The 

PROBE teamp.88) 」と記している。 現実の状況把握より、 むしろ文書の 形式に合わせて 問 

題を把握しており、 極めて形骸的な 報告となっている。 

3 一 3  初等教育普及のためのインセンティブ 案 

学校の子どもたちに 対するインセンティブ 案は、 両親に子どもたちを 学校に通わせる 動 

綴 付けをさせる 一 アプローチとして 考えられた。 州政府によって 実施された初期のインセ 

ンティブ案では 教科書と制服の 無償配布を行っており、 場合によって 指定力 一 ストや貧困 

家庭の子どもたちも 対象としている。 1995 年の半 は 、 中央政府は国家的な "m 土テ day mea ㍗ 

( 給食 ) 計画を開始し、 それは後に 、 子どもたちに 対する 月 単位の "dry 「 ations" ( 乾期の 

食料供給 ) 計画の配給案に 変更されている。 

PROBE 調査を行った 州の多くの教員は、 これらのインセンティブ 案が貧困層の 子どもたち 

に 、 学校への入学や 出席を促進させとても 恩恵を与えていると 感じており、 両親もこの 見 

解を共有している。 最も著名な案件は "dry 「 ations" 計画であ り、 この計画により 入学者は 

急激に増大した。 月 3 キログラムの 穀物供給がこれほど 子どもたちを 学校に引きつけると 

い う 事実は、 貧困層の生活を 考察する上で 一つの指標となる。 

このようなインセンティブ 案の潜在的な 有効性に疑問はない。 重要な問題は、 むしろそ 

のような案件が 名目的に遂行されていることであ る。 インセンティブ 案の多くはその 範囲 

に 大きな限界があ る。 柔軟性が無く 、 子どもたちや 両親から明確な 反応がない実施スタイ 

ルに対しても、 極めて忠実に 教育行政が行われている。 州政府の教育局は 表面化している 

多くの問題を 軽視して、 さらに新しい 名目的案件を 作成する傾向が 強い。 

計画の適時性の 欠如は、 教育現場の共通の 不満となっている。 例えば、 奨学金計画が 活 
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用 されている 123 の学校の内、 わずか半分しか、 その年 ( 授業開始後の 数カ月 ) の奨学金 

志願者に受領されていない。 奨学金受領の 1 、 2 年の遅れは珍しいことではない。 タイミン 

グが 一定していないだけでなく、 その金額も時に 支払われるべき 金額を大きく 下回って い 

た 。 不定期かっ懇意的な 給付は 、 特にそれが教科書の 場合、 深刻な問題となる。 正規の時 

期 以外に不十分な で 給付されると、 教育に対する 有効なインパクトは 皆無であ り、 子ど   

もたちや教員の 学習過程の混乱にっながる。 

PROBE 調査を行った 州では、 ラジャスターンを 除き、 教科書は学期中、 常時配布されてい 

たが、 その量は必要な 数と比べて多いときもあ れば少ないときもあ り、 極めて懇意的であ 

った 。 

陽 当たり的な奨学金分配によって 、 他にも学校機能が 混乱してしまう。 例えば父母が 時 

。 こ 教員が奨学金や 他の供給物資を 不正に横領していると 疑いだし、 教員と父母との 間に無 

用の敵意を育ててしまうことがあ る。 

教員は受け取ったものは 何であ れ、 単純に子どもに 分割してしまう 傾向があ る。 ( 教員は 

子ども各々に エ ルピーを与えて 済ますとの主張もあ る。 ) 教科書が簡単に 供給されるならば、 

子どもたちは 全教科書一式の 代わりに、 各々一冊ずっ 教科書を受け 取るかもしれない。 異 

なる学年で学ぶ 兄弟がいる家庭では、 一冊の本の共有を 期待されている。 

杜撰な計画で 行われたインセンティブ 案は、 教員不足や過度の 机上事務における 問題を 

さらに悪化きせてしまうなど、 教員に多くの 余計な業務を 発生させる。 多くの時間とェネ 

ルギーが、 正確な生徒名簿の 準備、 不平への対処、 食糧分配などに 費やされた。 月一回の 

食糧供給の分配には、 流用が頻発している。 

ウッタル・プラディーシュでは、 教員は子どもたちを 最も近くにあ る食糧販売店まで、 

時に長時間の 徒歩で ( あ る場合には、 水浸しの地形を 2 キロも ) 連れて行かなくてはなら 

ない。 複数の学校から 子どもたちが 一緒にやってきて、 食糧販売店も 対処できなくなる 時 

があ り、 ．この状況下では 数回の 小 旅行も必要とされている。 ビハールでは、 教員は店から 

食料を集め、 彼ら自身で重さを 量り分け与えなければならない。 このような事例から、 教 

育 現場の実情をを 十分認識していない 教育官僚によって 指導義務が割り 当てられたことが 

よく理解できる。 

3 一 4  教育に対する 監査組織 

教育に対する 監査組織は、 教育行政と学校との 重要なっががりであ る。 その機能は原則 

として、 公立学校の中で 適切な規準維持を 保証することであ る。 

この組織の一面に、 アカウンタビリティ・メカニズムとしての 監査組織の役割があ る。 

実際には監査官は 様々な指導が 可能であ る。 例えば教員の 不平に耳を傾けたり、 彼らに 教 

青 方法を助言したりできる。 改善されたアカウンタビリティや 監査官のサポートは、 教員、 

が 教育機能を果たす 中で補足的役割を 果たしている。 

しかし、 二つの歪みが 生じている。 
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第一に、 初等学校のサポート・メカニズムを 考慮に入れたことがなく、 教育業務を妨げ、 

教員のパフォーマンスに 影響を与えている。 杜撰な学校経営が 教育問題を深刻に 受け止め 

ず 、 教育過程を歪めている。 

第二の歪みとして、 学校経営の構造があ げられる。 両親のサポートが 困難な子どもたち 

に対して良質の 施設を保証していない。 基本的施設でさえサポートできない 学校経営では、 

このような施設は 期待できない 状況であ る。 

教育に関する 監査組織 は、 次のような問題を 抱えている。 

初めに、 PROBE 調査対象 校 04 分の上が、 調査に先行した 1 2 カ月間にただの 丁度も監査 

されることがなかった。 一方で同時期に、 調査対象 校 024% が 3 回から 6 回の訪問を受け、 

W% は 6 回以上の訪問を 受けている。 再 監査は明らかな 不正に付随して 行われている 場合も 

あ る。 不公平な監査頻度の 大きな理由として、 監査官が監査しやすい 学校に集中する 傾向 

があ ることがあ げられる。 行政のサポートが 必要な学校 ( 遠隔地にあ る唯一人の教員しか 

勤務していない 学校など ) は、 その注意を受けることは 皆無であ る。 

1 2 カ月間の内、 最低一度は監査を 受けた学校の 中、 大多数 (82%) ほ 更なる方策を 採 

らなかった。 担当監査官は、 これらの学校が 全く申し分無い 完壁な学校であ るかのように 

報告している。 監査官の最初の 関心は、 学校名簿をチェックすることであ り、 69% の監査 

官が「教室内での 授業を観察した」と 伝えているが、 その実態は極めて 疑わしい。 監査官 

の内 、 29% が「インプラストラクチヤ 一の必要性」を 記し、 9% が全く何も存在していなか 

っ たと伝えていた。 

インセンティブ 案に関するその 名目的施策が、 監査組織の主要業務であ る。 多くの教員 

は 主に教員の出勤の 強制や学校道徳の 観点から、 それらの施策を「有効であ る」と記して 

いる。 その施策には 限界があ るが、 あ る意味で監査組織はアカウンタビリティ。 メカニズ 

ふ として貢献している。 この状況下、 教員の 80% が訪問時に授業を 公開していたことは 重 

要 視すべきであ る、 9 。 両親の警戒や 仲間からの圧力などが 機能した可能性もあ るが、 監査 

組織の存在がこの 状況に関係していることは 間違いない。 

監査組織が貢献していたとしても、 監査官が行政の 一翼であ る以上、 その役割には 限界 

があ る。 問題解決を先延ばしさせる 官僚的、 法的な論争を 導く恐れがあ り、 不平不満に関 

して行動を示そうとする 試みは最低限に 留まってしまう。 

もう一つの要因は、 行政構造と同様、 監査組織も肥大化しすぎていることがあ る 200 

過重な業務負担に 直面して、 監査官や彼らの 上役は学校名簿の 維持など、 彼らが最優先 

とみなしたものに 業務を集中する。 教育の質という 最重要課題はその 範囲外に置かれてし 

まう。 監査官一人当たり 平均 50 校という数字は 、 様々な地域的相違を 隠蔽してしまうし、 

優れた教員は 監査官をより 教員の少ない 地域へ導き出すことになる。 

3 一 5  学校生徒名簿に 関する問題 

学校名簿は重要な 文書であ る。 教員は名簿を 見て欠席を確認し、 必要な対処を 考える。 
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生徒数が大きくなれば 昼食後に学校に 戻ってくる人数をチェックするし、 午後の授業に 出 

席する重要性を 伝える。 その結果、 午後の授業の 出席者は午双中と 比較して 2 倍になるこ 

ともあ る。 

名簿はまた、 学校長に学校の 機能や生徒の 社会的背景など 有益な情報を 与えている。 同 

様の情報は教育局にとっても 大いに役立つ。 例えば、 様々な学校間の 教員ポストや 生徒の 

インセンティブ ( 奨学金や食糧配給など ) の配分は、 学校名簿からの 入学者データに 基づ 

いている。 これらの ヂ一タ から計算された 退学率は 、 様々な 村 、 地域の学校の 質を評価す 

るのに役立っ。 国家レベルでは、 学校の回答から 編集された教育統計が 調査と将来の 計画 

のために用いられる。 

PROBE 調査対象外の 学校名簿は、 杜撰で不確かなものであ る。 特に入学者数は 恒常的に水 

増しされており、 出席者名簿に「出席」と 記されている 多くの子どもたちは、 実際は出席 

していなかった。 学校名簿は子どもの 出席を監視するために 使われることは 稀であ り、 学 

技名簿は、 学校機能を評価し 公式データを 編集するための 信頼性を有していない。 

入学者数や出席者数の 水増しを正確に 評価するのは 困難であ る。 PROBE 調査では次のよ う 

に 指摘している (PR0BE  Team  gl) 。 

れ ) 調査当日、 現実に出席していた 調査員のカウントに 基づく生徒数は、 平均して 出 

捕者名簿に示された 数から 20% 下回る。 現実の出席者数と 公式の出席者数との 食い違いは、 
更に大きい。 その理由として、 多くの学校が 出席者名簿に 全く記入していないことがあ げ 

られる。 このような学校は 調査後の任意の 一日を名簿に 記す傾向にあ り、 他校と比較して 

出席者を大きく 水増しした恐れが 高い。 

(2) 家計データと 学校記録を比較すると、 公式の入学者数は 実際の入学者数より 平均し 
て 5% から 20% 上回っていることがわかる。 水増しされた ェ クラスの入学者数がその 違い 

の 大半を占めている。 

入学 ヂ一タ 

教員が入学者数を 意図的に増加させる 手段として、 次のようなものがあ る。 

(1)  低年齢入学者 ; 彼らがまだ実際に 登校していないのにも 関わらず、 学校に入学す 

る 標準年齢 (6 才 ) を下回る子どもたちの 名前を記載する。 
(2)  名目上の入学者 ; 教員が午当初に 各家庭に入学してもら ぅ 必要があ る場合、 しば 

しば行われる。 彼らが通年で 学校に通学せず、 短期間の通学にすぎないとしても、 

子どもたちは 名目上、 両親の同意の 下人学する。 極端な場合、 教員は関係があ る 

年齢層の地域の 子どもたち全員の 名前を、 自動的に学校名簿に 記載することもあ 

る 。 

(3)  重複入学者 ; 上に記した名目上の 入学者の内、 未認可の私立学校に 通学している 

子どもたちが、 同時に地域の 公立学校に入学していた。 これは、 未 認可の私立学 
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校は初等学校修了時に 修了証明を発行できないからであ る。 これらの子どもたち 

は実際、 私立学校に通学し、 公立学校からの 証明書も入手している。 

(4)  握遣 された入学者 ; 教員は学校名簿に 握遣 した名前を記入したり、 両親との相談 

なしに退学した 子どもたちの 名前を記したりする。 必要ならば、 教員はその幽霊 

生徒の授業料を 支払うために 金銭を負担する 場合もあ る 21 。 

上記の事例のうち、 低年齢入学が 最も多いと感じられる。 

結果として、 公式入学者データ 水増しは、 新入生であ る 1 年生において 特に高くなる。 

これはだらなる 誤解を招いている。 1 年生に対する 5 年生の割合を 見ることで入手した「 退 

学卒」の公式評価 は 、 1 年生の数を水増ししているために、 家計調査で判明した 退学率より 

もはるかに高い 数値となるからであ る。 

教員が入学者数を 誇張するのは、 教員自身のインセンティブを 得られることとも 大きく 

関係している。 

(1) 入学者があ るレベルを下回った 場合、 学校の生徒教員比が 公的基準を下回ること 

にあ るため、 彼らの異動が 行われる可能性があ る。 

(2) 彼らは入学者や 関連の年齢層の 中の「一般的入学者」の 中で改革を示すよ う 教育 

局の直接的圧力の 下にあ る。 

(3) 給食プロバラムのようなインセンティブが、 入学者数の基礎に 応じて割り当て も 

れている。 

(4) 生徒の両親は 、 子どもたちが 月間の食糧配給のような 毎日の出席に 頼らないイン 

センティブを 求めている。 

(5) 私立学校は「二重入学」、 つまり学校側、 生徒側の相互に 有益な取り決めをして 彼 

らに近づいている。 入学者データが 国中に出回り、 学校経営や計画の 手段を決定すること 

にあ る。 

3 一 6  授業出席簿に 関する問題 

出席簿の問題は 不規則な学校運営と 強く結 ひ ついている。 

多くの学校では 教員が出席簿を 作れない。 学校施設が貧困であ ることにその 原因を転嫁 

しており、 この状況が学校の 名簿を備えることを 難しくしている。 共通点として、 出席簿 

が理由もなしに 他所に放置されていることがあ げられる。 校長が不在なら、 名簿はしまい 

込まれてしまう。 調査時に文書を 示し、 子どもたちの 在籍 数 とは無関係な 数値を即座に 与 

えるのを拒絶する 教員もいるし、 調査員の名簿調査に 好意的に協力する 教員も存在するが、 

その調査は決まって 在籍する生徒の 出席数を修正した 後に行われる。 

多くの学校長は 出席データを 所持しているし、 彼らは出席数の 誇張という問題を 決して 

隠そうとほしていない。 共通していることは、 その調査前の 任意の一日の 出席名簿を記入 

し、 全ての在籍数を 示していることであ る 22 。 約 5 分の 1 の学校が、 日中の調査員の 訪問 

時までに出席を 取っていなかった。 出席が取られた 場合でさえ、 名簿に加えられた 数字と 
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実際に在籍する 子どもの数との 間に明白な相違があ る。 出席記録を良心的に 提出している 

学校はごくわずかであ る。 

入学者データに 関して、 教員には出席数を 水増しするための 現実的な理由があ る。 その 

一例を挙げる。 例えば生徒に 対する一月の 食糧配給の適任規準が 前月の 80% であ る時、 出 

席数を修正するには 明らかに好都合であ る。 水増しを受けて、 全ての子どもがテストを こ合 

格 するのであ る 230 

3 一 7  地域間の対比 

PROBE 調査では、 調査対象 校 間の比較はあ まり取り上げられていない。 主な理由として、 

サンプルの大きさが 巨大であ るために地域比較が 困難だからだ。 しかし量的、 質的データ 

から次のような 特徴が生じている。 

第一に、 PROBE 調査対象 州は 、 学校システムによって 選ばれたものはない。 地域間の比較 

は 二次的な意味で 重要であ るといえる。 

第二に 、 ビハー ル 州の状況は多くの 点で最も危機的であ る。 ビハールはインフラ 施設が 

最悪であ り、 教員生徒比は 極めて低く、 生徒インセンティブ 案の遂行が最も 無計画であ る。 

ビハール ほ 川内部にも教員給与の 未払い、 法や規制の問題による 学校授業の崩壊など、 多 

くの問題を抱えている。 ビハー か はその状況を 解決するための 試みを示すような 兆候がほ 

とんど存在しない。 事実、 ビハールの教育システムは 年々悪化している 24 。 

第三に、 PROBE 調査対象の 4 州のうち教育に 関して最善を 尽くしている 州はラジャスター 

ン州であ る。 ラジャスターン は 全てが良い訳ではないが、 他の州と比較した 場合はるかに 

先んじている。 ラジャスターンの 識字率は依然低迷しており、 女子の場合は 著しく低い。 

これは地域特有の 文盲や高い家長制度文化を 反映している。 

ラジャスターンの 学校システムは 他の PROBE 調査対象 州 と比較して、 いくつか肯定的な 

特徴を持っており、 将来への希望を 示す兆候があ る。 他の州と比較して、 ラジャスターン 

の 初等学校は良質のインフラ 施設を持ち、 メンテナンスも 良好であ る。 生徒のインセンテ 

イ ブ案はラジャスターンで 広範囲に渡っており、 健全に運営されているおり、 多くの学校 

で無償教科書が 配布されている。 父母と教員との 間の相互関係も、 この州では良好に 作用 

している。 

これらの見解は、 ラジャスターンが 一 ビハールとは 異なり 一 近年、 学校システム 改善の 

ため特別な努力を 行っていた事実と 関係している。 PROBE 調査は、 その努力は決して 徒労に 

終わらず有効であ ったとしている。 

第四に、 ウッタル・プラディーシュ 州では、 丘陵地域が川内の 他地域よりも 良い状況に 

あ る。 この地域における 初等教育の急速な 改革は多く指摘されている。 地域内部で更に 良 

い数値を残している 学区は極めて 注目すべき状況であ り、 例えば、 ガ一 ヴァル学区は 15 才 

から 19 才の男女で 90% 以上の識字率を 示している。 また ヒ マーチヤル・プラディーシュ 州 

の 学校改革においても、 同様に興味深い 事例があ る ' 。 。 
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これらの比較は、 州政府が初等教育に 関して「種をまきながら 収穫する」政策を 採って 

い るということがわかる。 地域の初等学校に 対する州の無関心という 一般的問題があ り、 

学校システムが 惨脩 たる状況にあ る州については、 州政府に責任があ ると い える。 ラジャ 

スターン やでッヂィヤ ・プラディーシュのように、 地域内に多く 関与している 州では前向 

きな変化が現れており、 逆に ウソ タル・プラディーシュ や ビハールでは、 初等教育が低い 

優先順位に位置づけられている。 

3 一 8  小括 

州の教育局長に 対する調査に ょ れば、 州の初等教育義務化の 試みは様々であ る。 しかし 

多くの州に共通の 問題として、 次の 2 点が挙げられる。 

第一の問題は 財政資金の窮乏であ る。 初等教育への 財政支出の内、 そのほとんどが 教員 

の 給与として用いられている 26 。 前章でもふれた 学校校舎のメンテナンスや 教育支援、 生 

徒へのインセンティブなどの 用途にはほとんど 使われないのであ る。 

第二の問題は、 地域教育局の 職員の絶対数が 不足しており、 彼らの業務もまた 複雑化し 

ていることが 挙げられる。 学校経営の構造が 過度に拡大してしまったことで、 行政が学校、 

教員、 生徒の急増に 対応できないのであ る。 

インドの政府は、 これまでも初等教育普及のために、 教育プロジェクトを 実施してきた。 

1987 年から実施された「黒板作戦」プロジェクトは 、 全ての初等学校に 施設と援助を 最低 

限保証することを 目的としている。 これらのプロジェクトは 一部肯定的な 結果も残してい 

るが、 全体としては 目標を下回る 結果に終わった。 多くの学校がプロジェクトの 目標を下 

回ったのであ る。 その原因として、 学校経営の構造の 問題、 官僚化に よ り適切な対応を 採 

れなくなってしまった 行政の責任などが 考えられる。 

子どもたちに 教育を受けるインセンティブを 与える努力もまた 重要であ る。 90 年代の半 

はほ ほ "mid-daymeal" 計画を実施し、 貧困層の子どもたちを 学校に引きつけることに 成功 

している。 しかし多くのインセンティブ 案は名目的に 作成されているに 過ぎず、 その具体 

的な実施も極めて 怒意 的な性格が強い。 

教育に対する 政府の監査組織にも、 歪みが存在する。 第一に 、 彼らの初等学校サポート・ 

メカニズムが 有効に作用していない。 第 - に 、 前述したような 学校経営構造の 問題があ る。 

監査組織にも、 教育プロジェクトの 場合と同様、 組織の肥大化と 業務の複雑化によって 、 

組織の有効性も 極めて形骸化しているのが 実状であ る。 

学校は教育局に 提出する生徒名簿においてもその 人数を誇張 じ 、 出席簿の出席数も 実態 

とはかけ離れた 数値を記している。 人数を誇張し、 その多くが授業に 出席していることを 

装 う ことで、 更なる教育局からの 教員の増員を 図ろ うと 考えている " 

現状は州によっても 様々であ る。 州ごとの教育に 対する政策がそのまま 反映しているこ 

とが分かる。 
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第 4 節 貧困層の教育享受をめぐる 諸問題一指定力 一 スト、 指定部族 

4 一 1  指定力 一 スト・指定部族の 墓 礎 的理解 

インドでは、 属するカースト、 少数部族によって、 満足に教育を 受けることの 出来ない 

子どもたちが 多く存在する。 そのため、 指定力 一 スト、 指定部族をめぐる 現状の基礎的理 

解が必要であ る。 

家族、 社会の中の様々な 人間関係、 生活の成り立ち、 富と 貧困、 権 力、 宗教生活、 文化 

など、 インド社会では 属するカーストによって 形態は大きく 変化する。 特に「下位」の カ 

一 ストに属する 人々にとって、 その意味は大きい。 「不可触民 ( アンタッチャブル ) 」と 呼 

ばれる最下層の 人々はカーストの 外に位置づけられ「触れると 汚れる存在」「触れてはなら 

ぬもの」とされており、 いまだ基本的人権 さえも保障されていない。 法律上は彼らを「 指 

定力 一 スト (ScheduledCaste) 」と呼んでいる 2, 。 1991 年センサスにおいて、 「指定力 一 ス 

ト」の数は 1 億 3822 万 3 千人にのぼり、 インド全体の 16.48% を占めている。 

一方で、 インドでは少数部族も 数多く存在しており、 その数はアフリカに 次ぐとも言わ 

れる。 主な少数部族として、 ゴンド (Gond) 、 サンタル (Santal) 、 ビール (Bhir) 、 オラオン 

(Oraon) 、 コンド ( ㎞ ond) 等があ り。 法律上、 彼らは「指定部族 (ScheduledTribe) 」と呼ば 

れている。 彼らこそがインドの 先住民と言われており、 ドラヴィダ族 や ァ一リヤ族によっ 

て山岳地帯に 追いやられたものと 考えられている。 彼らの多くは 林業、 農業に従事して ぃ 

るが、 その土地の多くは 彼ら自身のものではなく、 高利貸しなどに 所有されている。 また 

彼らの耕作物は 安く買いたたかれている。 

インド社会では、 「指定部族」は 、 時に「指定力 一 スト」以上に 抑圧されていると 言われ 

ており、 憲法では「指定部族」のために 一般市民の自由な 移動、 定住、 及び財産の取得の 

権 利を法律上制限されてもいる。 しかしその意図は 活かされず、 社会的、 経済的に不遇な 

立場であ る彼らによって、 「指定部族」地域の 連邦からの独立が 叫ばれた歴史も 存在する。 

1991 年センサスにおいて、 「指定部族」の 人口は 6775 万 8 千人に及び、 その数はインド 全 

人口の 8.08% を占めている。 
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表 2-11 インド全体と 主要 15 州の指定力 一 ストと指定部族 

指定カー 指定力 一 スト人 指定部族 指定部族の人 

スト数 ロ 0 割合 (%)  数 0 割合 (%) 

アンドラ・プラ   59   16   33   6 
デイーシュ 

          

アッサム 16 7 14 13 

ビハーソレ         ｜ 

グジャラート 30 7 29 15 

  ハ リヤー ナ 37 20 0 0 

力 ルナータカ 101 16 49 4 

ケララ 68 10 35   

マッヂィヤ ・ プ 47 15   46 23 

ラディーシュ 

マハラシュト ラ 59 11 47 9 

オリッサ 93 16 62 22 

パンジャブ 37 28 0 0 

ラジャスターン 59 17 12 12 

タミル・ ナドク 76 19 36 Ⅰ 上 

ウッタル・プラ l   21   ｜ ｜ 
ヂイー シュ 

 
 

 
 

 
 

 
 

西 ベンガル   59   24   38   6 
インド全体 1091 Ⅰ 6   573   8   

注 ) 指定カースト、 指定部族の割合は 1991 年の数値 

出所 )  Wo 己 d  Bank  AH 舵 ㍗ E 血 ca 亡ゴ 0%  血 布地色 p.128 

4 一 2  教育における 指定カースト・ 指定部族 

1991 年のセンサスによると、 インドには指定カーストが 1091 、 指定部族が 573 存在して 

いる。 州ごとに比較すると「指定力 一 スト」はカルナータカが 最も多く (101) 、 「指定部族」 

はオリッサが 最多 (62) であ る。 「指定力 一 スト」「指定部族」の 定義は州によっても 異な 

り、 彼らが暮らす 州によって、 あ るカーストが「指定力 一 スト」「指定部族」の 両方に指定 

されている場合もあ る。 

「指定力 一 スト」「指定部族」は、 どちらも物理的。 社会的に他の 共同体とは孤立してい 

る 場合が多い。 そのため「指定力 一 スト」「指定部族」の 児童は一般に 他地域の児童と 比較 

して初等学校の 入学率、 就学率は低く、 学校の退学率は 高い傾向があ る。 「指定力 一 スト」 

の 識字率は 37% 、 「指定部族」の 識字率は 30% であ り (1991 年センサス ) 、 インド全体の 
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識字率 52% を大きく下回っている。 更に 1981 年のセンサスによって 5 才から 9 才の児童 

の入学率を調査した 結果、 カーストによって 10 ～ 20% の格差、 部族によって 15 ～ 20% の 格 

差が生じていることが 報告されている 28 。 また 1994 年の家計調査では、 6 才から 14 才の 

児童の入学率がおよそ 15 年間に渡って 15% のカースト間格差、 17% の部族間格差が 存在 
することが明らかになっている 29 。 

アッサム、 マハラシュトラ、 オリッサ、 そしてパンジャブの 各州では、 「指定力 一 スト」 

の初等学校総入学率が、 全体として人口以上に 大きく 100% を超えている。 後期初等学校 

において実際に「指定力 一 スト」の子どもで 学校に入学した 割合は、 児童全体に占める 入 

学者のシェアよりも 大きいにも関わらず、 数値上の双方の 入学率の違いは 極めて 刀 、 さい。 

この相違は「指定力 一 スト」の生徒の 高い留年率、 「指定力 一 スト」の入学者の 過大報告、 

「指定力 一 スト」の人口の 過少評価などの 要因が重複しているためと 思われる。 オリッサ 

やパンジャブなどでは、 「指定力 一 スト」によるカースト 格差が初等学校の 前期と後期との 

間で急激に減少している。 この事実は「指定力 一 スト」児童の 入学に有効なインセンティ 

ブが 与えられていないことを 示している。 

部族間格差に 関する公的な 入学者統計にも、 多くの要素が 混在している。 マ ソディヤ   

プラディーシュ、 オリッサ、 ラジャスターン、 そしてタミル・ ナドゥ などでは、 児童の入 

学割合は全体の 人口に占める 割合と比較して 少なくとも 10% ほど低い。 一方でアッサム、 

力 ルナータカ、 そしてケラうなどでは 逆に入学者は 少なくとも 10%0 高い割合を占めている。 

インドのみならず 発展途上国における 統計で多くみられる 例ではあ るが、 ここでは人ロ 評 

価 に関する過大報告や 誤りが高い割合で 生じていることは 否定できない。 

4 一 3  低い出席率と 高い退学率 

「指定力 一 スト」「指定部族」の 子どもが学校活動に 参加する割合は 低い数値を示して ぃ 

る 。 つまり「指定カースト」・「指定部族」出身の 児童の多くは、 一般の生徒と 比較して学校 

の授業への出席が 低い。 

アンドラ・プラディーシュの 二つの部族地域に 存在する 60 の学校に関する 調査によると、 

入学した部族の 子どもの高い 不登校が報告されている。 1 年生は平均しておよそ 55% の子 

どもが登校していない。 学校間でも様々な 相違があ る。 全体の三分の 二以上の生徒がたっ 

た 15% の授業に出席するだけという 学校もあ る。 また不登校の 生徒は、 2 、 3 年生の生徒 

より ェ 、 4 年生に多い。 その理由として、 入学したばかりの 1 早生や卒業間近な 4 年生は 、 

学校生活の渦中にあ る 2 、 3 年生と比較すると、 学校を欠席して 家計を助ける 役割を果た 

しやすいことが 挙げられる。 

インド教育省の 統計によると、 「指定力 一 スト」出身児童の 退学率は、 1988-89 年の一般 

生徒の退学率と 比較して大きな 差は見られない。 平均して 1 一 5 年生の約 50% であ り、 そ 

の数値は 1980-81 年の約 60% と比較すると 減少している。 退学率のカースト 間格差は 、 

1980-81 年の 1.3%  から 1988-89  年の 1,8%M に変化しており、 わずかながらその 差は広がっ 
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ている。 しかしその差は 全体の退学率の 減少に対して 重要視するほどの 数値でほない。 1 づ 

早生にとって、 「指定力 一 スト」出身児童の 退学率はおよそ 77% から 68% へと減少してい 

る 。 一方で一般生徒の 数値はおよそ 73% から 65% へと同様に減少しており、 カースト 問格 

差 はわずかながら 変化していることがわかる。 

退学率の部族間格差は よ り大きい。 1 年生～ 5 年生の 1980-81 年、 1988-89 年の退学率は 

共におよそ 17% 、 1 年生～ 8 年生のそれは 13% 。 にのぼっている。 マハラシュト ラ において 

退学率最大のカーストは 農村人口のカテゴリ 一に属しており、 一方で退学率最大の 部族は 

都市人口のカテゴリ 一に属している。 1986 円 7 年でほ、 カースト間格差は 農村児童の約 17% 

を 示し、 これは都市部の 男子児童より 1% 、 女子児童より 8% 少ない数値であ る。 部族 問 格 

差は、 都市部の男子がおよそ 4% 、 女子が 2% であ り、 その数値は農村邦男子より 3% 低く、 

農村部女子よりも 2% 低い。 

「指定部族」や「指定カースト」出身児童の 間の高い退学率をど う 説明できるのだろう 

か 。 家計福祉 (HouseholdWelfare) が重要な要素であ る。 カーストや部族の 地位もまた重要 

であ る。 家計福祉がコントロールされることに 伴い、 農村男子、 農村女子、 都市部の女子 

の 登校継続率は「指定力 一 スト」「指定部族」において 低く留まっており、 都市部の男子だ 

け がそこに大きな 相違がなり 30 。 

4 一 4  カースト・部族格差の 要因 

経済的環境も 教育におけるカースト 間格差の重要な 要因であ る。 

「指定力 一 スト」の家計は 比較的低収入であ ることが多く ( それは過去の 差別の結果で 

もあ るが ) 、 これらの家庭の 子どもたちは 他の家庭の子どもたちより 単純労働者として 雇用 

されることが 多い。 1981 年の数値によると、 一般の児童労働率は 24% であ るのに、 14 才 

の 「指定力 一 スト」出身児童の 実に 70% が初等学校を 実質的に退学して 働いている。 

過去の差別の 伝統は、 カースト間格差を 理解する一助にもなる。 また「指定力 一 スト」 

への明らかな 差別は初等学校において 起こる。 マ ソディヤ・プラディーシュの 学校では、 

脂 定力 一 スト」児童は 教室内の一角、 もしくは教室外にバラバラに 座らされて授業が 行 

われていたことが 観察されている。 

教育面での「指定力 一 スト」差別に 関する調査の 多くは、 後期初等学校以上のレベルで 

確認されてきた。 そこでは明らかな 差別が授業をょり 悪化させている。 多くの教員は「 指 

定力 一 スト」出身ではないため、 教員の多くは「指定力 一 スト」出身の 児童が抱える 文化 

的問題を意識していない。 しかし、 彼らの立場を 改善させ「指定力 一 スト」の地位を 向上 

させようという 独立以来の国家的努力により、 その問題は減少傾向にあ る。 

次に教育における 部族間格差を 説明する中で、 問題と思える 事項について 考察を加える。 

特に重要と思われる 三つの要素 ; 家族と学校間の 文化的非継続性、 言語教育、 学校の質 、 

ほ ついて概観する。 

く 文化的非継続性 ノ 
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「指定部族」は 小さく、 貧しく、 孤立した学校のない 小村で暮らしている。 部族によっ 

ては、 他の共同体との 関わりを制限し、 地域の学校への 受け入れを制限する 伝統的慣習が 

あ る。 そこでは多くの 子どもは学校に 通う部族最初の 世代となる。 彼ら以前に学校に 通っ 

た 経験のあ るものが他に 存在しない。 そのため彼らの 家族は 、 子どもの学校での 学習に親 

しみを感じたり 学習をサポートしたりすることは 少ない。 その結果、 部族家庭出身の 児童 

は 学習準備をせずに 登校してくることも 多い。 マ ソディヤ・プラディーシュのあ る学校で 

は 、 1 年生の児童は 教科書に親しんではいない。 また彼らは数字を 5 までしか数えられず、 

絵を描いたり 文字を書いたりすることも 出来ない。 

学校で児童に 求められている 行動は、 部族の家庭には 好意的に思われていない 例もあ る。 

算数の問題解答にしても、 部族で行われている 伝統的な方法は、 学校で教えられる 

は 異なることもあ る。 部族に伝わる 伝統的な算数な ぼヰま 10 進 法に基づいてはいない 場合があ 

るからであ る。 

家族と学校間の 非継続性は、 部族共同体が 自ら認めた利点を 意識していないとし ザ こと 

も 意味している。 部族共同体で 調査した父母の 内、 子どもが入学した 学校を実際に 動かし 

ているインセンティブを 知っている者は 60% に満たなかった。 

く 言語教育 ノ 

言語教育は、 部族の人々を フ オーマル な 教育へ反応させるための 唯一かっ最重要の 要素 

であ る。 現在行われている 政策は多くの 柔軟性を認めている。 

多くの部族民の 父母は 、 子どもにより 広範囲で話されている 言語 ( ヒン ヂィ 一諾 やべン 

ガル語など ) での教育を望んでいる。 しかし、 政府は地域言語で 教育を与えようとしてい 

る 。 多くの州では 教員の大多数が 授業で地域言語を 使い、 児童の大部分が 家庭で地域言語 

な 話す。 教員の 60% は、 部族出身児童が 地域言語で書かれた 教科書を理解していると 信じ 

ていた。 

初学年では、 教員の地域共同体との 親密度が児童の 理解にも 影 を 及ぼしている。 ケラ 

ラ 、 マハラシュトラ、 オリッサ、 そしてタミル・ ナドヴ での調査によると、 地域共同体に 

属し地域言語を 教え話す教員は 25% に満たなかった。 アッサムのみ、 全ての教員が 実質的 
に 地域共同体メンバ 一であ ったことが確認、 されている。 

く 学校の質 ノ 

教育効果において 部族格差をど う 緩和するかという 問題は、 また「指定部族」出身児童 

0 集中度によって 学校資金の相違が 生じていることとも 大いに関係している。 低 識字率を 

示している 8 州に関する調査によれ ば 、 「指定部族」が 非常に集中している 学校は学習効果 

が 低い傾向があ る。 pukkabuilding ( 正式に建設された 学校校舎 ) は僅かしかない ( マッ デ 

ィヤ ・プラディーシュ、 オリッサ ) 。 学校家具や教材も 少ない ( ケララ、 マハラシュトラ、 

オリッサ、 タミル・ ナドヴ L 。 教育支援も僅かであ る ( アッサム、 タミル・ ナドク L 。 近代 

の 教職教育を受けた 教員もごく僅かと 言える ( アッサム、 マ ソディヤ・プラディーシュ、 

マハラシュトラ、 オリッサ、 タミル・ ナドヵ 。 
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「指定部族」出身児童が 集中している 学校の方が、 集中していない 学校と比較して 教育 

関連の支出が 15% ほど多いにも 関わらず、 上に挙げたような 不利益は起こっている。 これ 

らの支出は生徒父母に 対する政府移転から 生じていることが 考えられる。 

他方で貧窮した 学校生徒の父母は、 施設の不足を 補償する努力も 行っている。 このよう 

な状況がなければ、 資金能力はこれら 財政的に貧窮している 学校において 依然として厳し 

い 現状にあ る。 

他の学校のクオリティに 関する変数は、 教育効果におけるカーストや 部族間格差にも 影 

響を与える。 一方で、 ケラ ラ ではテストや 教育の総合的な 作用が言語教育に 関する教育 格 

差を引き下げ、 カルナータカでは 生徒の父母との 協力関係がその 格差を緩和させていると 

いう報告もあ る。 

4 一 5  カースト差別と 初等教育・児童労働 
  

「指定力 一 スト」に属する 低 カースト の 多くの家庭は、 貧困などの理由により 初等教 

育を受けることに 多くの困難が 付きまと う 。 貧困家庭の子どもにとって 通学の学資が 多く 、 

一方で家庭内の 児童労働の需要もますます 大きくなる。 また家庭において 学習環境を創り 

出す余裕が無いと、 教員との関係を 築くことも困難になる。 更に、 女子は大多数の 村落に 

おいて後期初等学校へ 進学せず、 結果として教育にアクセスできないことになる。 

く 学校システムにおけるカースト 差別について ノ 

学校システムの 中では、 様々なカースト 階級に対して 同等の扱いを 与えていない。 いわ 

ゆる「指定カースト」に 対する差別は、 地域固有のものとして 根付いていく 傾向があ る。 

以下に、 カーストが学校システムに 与える 影 

インドの初等教育では 多数の進路からなるシステムが 発展している。 全住民の様々なカ 

ースト階級に 様々なタイプの 通学機会が受け 入れられている。 その第一の側面として、 公 

女 学校と私立学校との 間の二重性 " が 上げられる。 私立学校は公立と 比較してより 健全な 

経営がなされ、 より費用もかかり、 特権 階級向きといえる。 あ る村ではその 多くの高位カ 

ーストの児童は 私立学校に通い、 一方では指定力 一 ストの児童は 公立学校へ通っている '2 。 

複数あ る進路パターンは 、 「プオーマル」 な 学校施設と「インア オー マルコな学校施設と 

の二重性の中にもあ る。 様々な低位カーストから 構成されている 後者は、 貧困地域に集中 

している。 これらの施設は 貧困地域の フ オーマル な 学校にも価値あ るものとなり ぅ るが、 

廿 剥こ正規学校の 代替として使われることも 多い。 

第二に、 公立学校システムの 内部にさえ、 カースト ヰこ 対して差別化された 施設があ る。 

公立学校のインフラストラクチャー ( 教員数、 校舎の質、 教育支援の幅など ) は、 貧困地 

域 ( 低位カースト ) よりも特権 的地域 ( 高位カースト ) の方がはるかに 優れている傾向が 

あ る。 例えば、 マ ソディヤ・プラディーシュでは、 簡素化したプレハブ 校舎をもつ学校の 

割合は、 インドールの 88% からバスター ( 部族地域 ) の 2% 。 にまで幅広い。 ヂリ 一のよう 

な大都市でさえ、 公立学校の質は 近隣の社会構成次第で 大きく変化する。 
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第三に 、 同じ学校内においてでさえ、 社会的背景により 児童が時に不平等な 扱いを受け 

ている。 これは極めて 明らかな差別の 形態を含んでいるもので、 この差別の事実はインド 

の 歴史的問題にも 通ずる。 具体何として 次のような事例が 挙げられる。 あ る学校では、 被 

差別カーストの 児童は他の児童から 隔離されて座っている。 またあ るカーストの 児童はべ 

ンチ に座り、 別のカーストの 児童は床に座っていたりする。 周辺の様々なカーストの 児童 

が 二つの公立学校に 通学しているような 村の申では、 教室内の不平等な 扱いがより陰険な 

形態となって 大きく拡大しているという 例が見られる。 

く 教室内で生じる 偏見 ノ 

教室内の社会的偏見の 一例として、 被 差別カーストの 児童に対する 上位カーストの 教員 

の 蔑んだ態度があ る。 例えば、 教員が児童に 対して侮蔑的な 言葉を用いて 露骨に話す 、 彼 

らに劣等感を 感じさせる、 彼らを卑しい 雑用にこき使 う、 彼らに体罰を 与える、 など様々 

な形態を採っている。 

上位カースト 児童からの嫌がらせも、 被 差別カースト 児童の共通体験であ る。 階級に基 

づい た差別も同様であ る。 あ る学校では、 新しい教科書が 富裕家族出身の 児童から優先的 

に 配布され、 貧困家庭の子どもたちは 前年からの使い 古した教科書を 与えられていた 例が 

見られた。 社会的偏見や 差別はまた保護者と 教員との協力的な 関係で解決を 目指すしかな 

廿 Ⅰ O 

カースト差別の 問題だけでなく、 教員は高学年の 児童にその指導努力を 集中させるとい 

ぅ 問題も存在する。 彼らがより潜在能力をもっとみなす 児童に対しても、 同様にその指導 

を 集中させる傾向があ る。 彼らが好む児童は、 たいてい家庭での 学習環境をより 与えられ 

ている家庭、 つまり上位カーストなど 裕福な階級の 出身なのであ る。 

4 一 6  万 寸舌 

本節では、 インドの初等教育に 存在する具体的問題として、 カーストと部族の 問題を採 

り 上げた。 インドの「指定力 一 スト」は人口全体の 約 16% 、 「指定部族」 ほ 約 8% を占める。 

彼らは一般生徒と 比較して学校への 出席率が低い。 また出席しても 修了前に学校を 退学し 

てしまう子どもたちが 高い割合で存在する。 政府の初等教育政策の 努力によって、 その 割 

合は年々減少する 傾向にあ るが、 まだ一般生徒との 格差 は 大きい。 

カースト格差の 要因として、 経済的環境が 挙げられる。 カーストと職業は 大きく関係し 

ており、 カーストによってその 子どもの職業も 生まれながらにして 決定される。 そのため 

「指定力 一 スト」の家庭は 一般の家庭と 比較すると 低 収入であ り、 それらは代々引き 継が 

れていく。 また、 教育現場でも「指定カースト」の 子どもたちに 対するあ からさまな差別 

が 行われている 報告もあ る。 

部族ギヤ ップ の要因としては、 家族と学校間の 文化的非継続性、 言語教育、 学校の質の 

三 つが 挙げられる。 文化的非継続性、 言語教育は「指定部族」のもっ 独自の文化が 影響し 

ており、 学校の質はそこをこ 投じられる学校資金の 問題であ る。 
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カースト、 部族両方の問題に 共通するのは、 経済的に困難な 状況によって 学校への通学 

が難しくなる 現状であ る。 そのような現状は、 本来学校に通 う べき子どもたちを 児童労働 

へと駆り出してしまう 大きな要因とも 言える。 

どちらにも社会の 内部における 差別的な待遇が 存在する。 学校システムや 教室内におけ 

る子どもたち 同士の関係、 更には教員の 目にもそのような 見方があ ることが報告されてい 

る 。 

第 5 節 初等教育の現場一 男女格差すなむち 性別 ( ジュン ダづ に対する偏見 

5 一エ インド初等教育におけるジェンダ 一格差 

インドでは、 識字率やその 他全ての教育指標において 性別 一 ジェンダ一による 格差も存 

在する。 男子と比較して 女子の学校入学者・ 学校在籍者が 少なく、 州によって女子の 言語 

や数学の学力が 低い 33 。 教育におけるジュンダ 一格差 34 は、 「指定力 一 スト」や「指定部 

族 」の中でより 大きく、 都市部より農村部の 方がより深刻であ る Ⅱ。 

性別に対する 偏見は、 教室内の社会的差別の 一面であ る " 教員は、 女子よりも男子に 対 

して注意を向けることが 多い。 教員の中もこは ，陸に対するステレオタイプな ( 男尊女卑的な ) 

見方が確立している。 女性一般の能力や 彼女たち固有の 潜在的能力に 対しても同様であ る。 

しかし、 興味深い何として 次のようなものが 挙げられる。 教員の女子に 対する理解は ヒマ 

一 チャル・プラディーシュでより ポ シティブなものが 見られた。 ヒ マーチヤル・プラディ 

一 シュは、 ジュンダ一に 関して北インドの 他地域と比べて 不平等な傾向が 少ない地域であ 

る。 

教室内の性別に 対する偏見に 関して、 もう一つの主要な 原因はカリキュラムの 男女差別 

主義的な内容にあ る。 1986 年の "National PolicyonEducation" で性に対する 差別の解消 

を 言及しているのだが、 学校のカリキュラムはそれに 反して社会における 女性の役割を 保 

守 的な観点で描いている。 多くの学校でみられる 女性教員の不在という 問題 は 、 学校環境 

の男性優位性を 強めている。 教室内の性別に 対する偏見は、 家庭内における 男女間の不平 

等 な扱いという 問題とも関係している。 

5 一 2  女子の低識字率 

インドでは、 一般に男子よりも 女子の識字率の 方が著しく低いという 特徴が見られる。 

1991 年センサスによれ ば 、 7 才以上の識字率は 52% であ る。 しかしその内訳をみると 男子 

が 64% 、 女子が 39% であ り、 25 ポイントものジェンダ 一格差が存在している。 ビハール 

や ラジャスターンでは、 その格差は 30 ポイントを超えている。 1981 ～ 1991 年の 10 年間で、 

7 才以上の識字率のジェンダ 一格差は 2% 減少しているが、 文盲者数のジェンダ 一格差は 

同時期に 6000  万から 7000  万人増加している。 
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表 2-12  インド主要 15 州の識字率のジェンダ 一格差の割合 C% 比較 ) 

7  才以上 (1991)  10-14  才 (1987 円 8) 

アンドラ・プラディーシュ Ⅱ 2 一 24 

アッサム 一 18 一 5 

ビハール 一 30 一 25 

グジ キラート 一 24 一 17 

ハ リヤー ナ 一 27 一 24 

力 ルナータカ 一 23 一 18 

ケララ 一 7 0 

                ヤ ・プラ ヂイーシ イ 9 一 28 

ユ 

マハラシュト ラ 一 24 一 18 

オリッサ 一 28 一 19 

パンジャブ 一 14 一 7 

ラジャスターン 一 34 一 50 

タミル・ ナドゥ 一 23 一 14 

ウッタル・プラディーシュ Ⅱ 9 一 29 

西 ベンガル 一 20 一 8 

インド全体 一 25 一 21 

出所 ) W0 れ d Bank AT 加配 ァ E 撫 c8 亡ゴ on 血血 五ぁ p,120 

若年層の高い 識字率は、 ジェンダ一格差が 減少した 一 要因であ ろう。 1991 年センサスの 

識字率データは 年齢ごとに分布されていないため、 年齢による直接の 比較は不可能であ る。 

しかし主な 15 州の 1 ト 14  才の子どもたちを 別々に分析した 1987 吋 8 年の NaUonalSample 

Survey は、 1991 年に 7 才以上の子どもたちの 人口が少なかった 3 州 ( アンドラ・プラディ 

一 シュ、 ラジャスターン、 ウッタル・プラディーシュ ) を除いて、 全ての州の識字率で ジ 

ェ ンダ一格差の 存在を示している。 10 州では、 5% 以上のジエンダ 一格差が存在している。 

識字率のジュンダ 一格差は、 入学者や在学生のジェンダ 一格差から起こり、 そのどちらの 

数値もこの 10 年で差は縮まっている ( 表 2-12 参照 ) 。 

5 一 3  女子の低い入学率、 出席率と高いドロップアウト 率 

初等学校総入学率におけるジェンダ 一格差は、 1980 づ 1 年の 32% から 199 ㌻ 94 年の 22% 

へ 減少している。 ビハール、 オリッサ、 ラジャスターン、 そしてウッタル・プラディー シ 

ュ など、 識字率の高いジェンダ 一格差と低い 総 人学率を伴 う 州でその数値は 大きくなって 

いる。 入学者の格差が 狭まっているにも 関わらず、 ケラ ラ を除く全州において、 出席者の 
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中に占められる 男子の割合が 女子の割合を 上まっている。 インド全体では、 出席率のジェ 

ンダ一格差は 17% であ るが、 その数値も州間で 広い相違があ る。 ビハール、 ラジャスター 

ン 、 そしてウッタ ル 。 プラディーシュでは、 そのギャップは 25% 以上であ り、 一方でアッ 

サム、 ケララ、 パンジャブ、 そしてタミル・ ナドヴ では 7%t こも満たない。 

同一州内にも 都市と農村の 共同体との間で 相違があ り、 農村のジェンダ 一格差は都市の 

ギャップと比較して 25% も大きい。 インドの就学年齢の 子どもたちの 4m% は 依然として学 

校に通っていない。 

生徒出席数の 国家平均は、 この場合有効な 数値とみなすことはできない。 その理由とし 

て 。 調査上の学校出席数が、 現実の出席数の 過小評価に結びついている 恐れがあ るからで 

あ る。 

女子は男子と 比較して教育面で 有効な時間が 少ない。 その結果、 女子の学校出席は 男子 

よりも少なくなる。 例えばタミル・ ナドヴ の南部のあ る地域では、 調査が行われた 日に 2 

年 生の女子の 41% 、 5 年生の女子の 22% が学校を欠席している。 一方で、 2 年生の男子に 

関しては 30% 、 5 年生の男子に 関しては 16% が欠席したに 過ぎなかった。 これらの子ども 

たちがその後学校を 退学したのかどうかは 不明だが、 その可能性は 大いにあ ると考えられ 

る 。 

8 州の低識字率の 研究は、 学校の名簿に 記されたような 出席者のジェンダ 一格差のみを 

記している。 ハリヤーナ、 マハラシュトラ、 タミル・ ナドク では、 女子生徒の出席率は 男 

子 と比較して 一ケ 月につき半分から 三分の一と記されている。 他の 5 州では、 名 

された申で学校に 出席した者のジェンダ 一の相違は 、 一カ月につき 五分の一以下であ った。 

多くの州で、 実際の学校出席者の 中ではほとんどジェンダ 一の相違はないという 報告もあ 

る。 一方で北東部の 州やパンジャブでは、 現実に女子の 多くが規則的に 学校を欠席してい 

る 状況にあ る。 

男子と比較しても、 女子の方が 、 全レベルの学校で 退学している 者が多い ' 。 。 教育省の 

統計によれば、 女子の 45% 、 男子の 41 め が 1 年生から 5 年生までの間に 学校を退学してい 

る 。 学校退学率のジェンダ 一格差は年々減少しているのだが、 このわずかな 格差のインパ 

クトを重視する 必要があ る。 この結果 は 、 毎年、 男性より約 100 万人も多くの 女性が 、 完 

全 に初等教育を 受げない階層に 加えられていることを 示しているのであ る。 

5 一 4  教育効果の小さな 格差 

男女間の学校成績を 比較すると、 女子は一般に 男子のレベルをわずか 下回っているだけ 

であ る。 しかしこの格差でさえ、 全ての 州 、 全ての科目で 見られるわけではない。 1991 年 

04 年生の試験の 平均点は、 男子 47.1% 、 女子は 45.6% であ る。 男子は 12 州において算 

数で女子の点数を 上回っているが、 一方で 4 州では女子の 方が男子を上回っている。 15 の 

州 で男子は国語知識において 女子よりも優れているが、 女子が男子を 上回っている 州はな 

レ Ⅰ   
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8 州の中の低識字率地域における 4 年生、 5 年生を任意に 算出した 1993 年の調査では、 

算数は 8 州の内 7 州で、 国語は全ての 州で、 男子の点数が 女子を上回っている。 しかし 半 

数の州において、 教育効果の平均的ジェンダ 一格差は標準偏差の 10% に満たず、 全ての 州 

において標準偏差の 20% に達していないのであ る。 家計と学校背景の 変数を用いた 分析で 

はこのような 変化が見られないため、 学力における 平均的なジュンダ 一格差はより 大きく 

なっているといえる。 

国語の教育効果におけるジェンダ 一間の格差は 小さい。 しかしそれは 極めて興味深い 結 

果を示している。 国際的に見ても、 多くの学力調査で 国語力 め ジエンダ一間格差は 男子よ 

りも女子の方に 分があ るものだが、 インドではその 逆の事例が事実となっており、 女子が 

教室での会話や 相互作用、 そして国語力 め 発展を妨げていることになる。 あ る州では女性 

教員の存在が 教育効果のジュンダ 一格差縮小に 関係しているとも 言われており、 女性教員 

は男性教員よりも 女子生徒により 多く語りかけて 授業を行っている。 国語のジェンダ 一格 

差の理由を理解するためには、 この分野の更なる 詳細な研究が 必要であ る。 

5 一 5  ジェンダ一格差の 主要因としての 非入学 

National  Sample  Survey  (1986-87)  6 こ よれば、 女子の非人学の 大きな理由は、 経済活動 

( 農村部女子の 33%  、 都市部女子の 30%)  と教育への関心の 欠如 ( 農村部女子の 32%  、 

都市部女子の 33%) であ る。 さらに、 両親が ( 娘 よりも ) 息子を教育することを 好むとい 

う、 両親の態度を 重視しなくて ほ ならない。 マハラシュト ラ の農村の調査では、 母親の 50% 

は 息子が「彼らが 欲するだけ」多くの 教育を受け入れるべきと 語っているが、 同様の回答 

を 娘に対しても 与えているのはたった 32% に過ぎない。 

これらの相違は、 両親が子どもたちの 教育を評価する 理由に関係している。 両親は息子 

の 教育を彼の稼ぎに 対する潜在能力と 家庭のステイタスのために 評価しているのに 対し、 

娘の教育に関してほ 彼女の結婚を 見込みのために 評価しているのであ る。 

教育に関する 家計への影響は、 また子どもの 機会費用の問題でもあ る。 この影響は女子 

により高く現れており、 男子より女子の 方が 15-30% 多く労働時間を 費やしている。 ハリ 

ヤー ナ では、 学校に入学しない 娘に対して家族のメンバーから 次のような良識を 期待され 

る 。 多い順に、 家事に対する 女子の責任 (75%) 、 学校授業料の 支払い (57%L 、 制服 (54%L 、 

本 (53%) などの負担に 対する両親の 無力への理解などであ る。 学校に入学しない 女子の 

87% が、 その主な理由として 家事労働を挙げている。 

教育へのジェンダ 一間格差は、 家計投資の決定にもその 違いを引き起こす。 インドでは 

家族にその教育投資の 見返りが残るために、 息子達の教育に 投資することを 好む。 一方で、 

娘の教育投資への 見返りは彼女の 夫の家族に流れて 行くことになる。 このような理由で、 

家族は娘よりも 息子を持ちたがる。 

ハ リヤー ナ では、 2 人の娘を持っ 女性の 95% が更に子どもを 欲しがるのに 対し、 2 人の 

息子を持っ女性の 15% しか更なる子どもを 欲しがらない。 女性は、 将来家系を引き 継いで 
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安全と金銭的支援を 与えて欲しいために、 男の子を欲しがるのであ る。 彼女たちは女の 子 

が 少しの時間家計を 助けることは 評価しているが、 この行動は学校に 通 う こととは対立す 

る 。 母親は娘に宗教的義務、 家事労働、 感情面でのサポートを 望んでいる。 彼女たちは 娘 

の 教育よりも息子の 教育に対してより 高く熱望するようになる。 

家族が女子を 退学させる主な 理由は、 彼女たちが学校に 入学しない理由と 極めて類似し 

ている。 National  Sample  Survey  で、 対象となった 家族は女子が「教育や 更なる勉強に 関 

心 が無い」 ( 農村部女子の 33% 、 都市部女子の 28%) 、 または「支払いのために 働いている」 

( 同 24% 、 22%) 、 また ほ 「「日常の家事」に 従事している」 ( 同 14% 、 16%) と語って い 

る 。 ハリヤー ナ の 4 地域の家計の 例によれば、 女子の退学の 主な理由は、 家計における 経 

清酌生産や兄弟の 世話 ( 各々 42% 、 35%) を含む家庭内労働 (75%) であ る。 女子の教育 

用 が男子の教育費用よりも 低い ( イ ド 全体ではあ ょそ 16 ル ピ 一以下 ) のだが、 女子の 

学校退学の理由は 学校教育の直接的な 用 捻出のためとみなされる。 

女子が学校を 退学する可能性は 、 家 0 社会的、 経済的性格によっても 決定される。 マ 

ハラシュト ラ の 6 才 -22 才のグループに 対する分析によると、 仮に 村部 で暮らす女子が 

比較的小さな「指定力 一 スト」もしくは「指定部族」家庭出身であ ったり、 家族の長が文 

盲 であ ったり、 家庭の就労者が 自営業であ ったりする場合、 彼女たちは学校に 出席しょう 

としない。 これらの要素は、 農村部の男子にとっても 等しく重要な 問題であ る。 

学校の質、 教育習慣、 そして環境がジュンダ 一格差に寄与している 面もあ る。 教育効果 

におけるジェンダ 一格差は女性教員の 不在、 男子校・女子校の 不在、 家から 2 キロ以上に 

あ る学校所在地、 不適切な教育。 学習教材、 女子用トイレの 不足などによって、 事態を一 

層 悪化させている。 女子を差別し、 男子と比較して 多くを期待せずに 意思疎通を図る 教育 

は 、 ジェンダ一格差の 一因となっている。 

教育効果のジェンダ 一格差に関して、 学校の影響と 家庭背景の影 を 切り離すために、 

調査員は生徒の 社会経済的背景、 学年の留年、 学校出席、 そして宿題や 学校覚での読書に 

費やす時間などによって 測り、 家計に対する 政策決定への 影響を調整してきた。 各々の家 

庭の性格もジェンダーとは 別に学習効果に 影響を与えるからであ る。 しかしそれを 考慮に 

入れても、 学習効果におけるジェンダ 一格差は残っており、 学校や教室の 果たす役割に 関 

して一石を投じているといえる。 

5 一 6  小括 

本章では、 インドの初等教育におけるジェンダ 一格差を検証してきた。 インドの識字率、 

学校入学者・ 在籍者を男女で 比較すると・ 男子と比べて 女子の数値が 著しく劣っている。 

また学校での 成績を比較しても、 男子より女子の 学力が低いことがいえる。 科目間でも 同 

様であ り、 算数のテストだけでなくだけでなく 一般に女子が 得意とするといわれる 国語の 

テストにおいても、 インドの女子は 男子と比較して 平均して劣っている。 このような男女 

間 格差がなぜ起こるのか。 その要因として、 女子への教育の 軽視、 女性教員の不在、 女子 
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への家事労働の 重視などが考えられる。 また基礎的なインフラが 不足している 途上国の学 

校 では、 女子トイレの 不備などが女子の 学校への通学を 曙 させる理由にもなる。 

インド社会では 全体に男尊女卑の 傾向が強く、 初等教育においてもその 傾向が強い。 特 

掛 日来の考え方がいまだ 残る農村部では、 女子は家事を 助け、 結婚して子どもを 産めば ょ 

< 教育は必要ないという 考えが根強い。 そこにはカースト やダ クリ ( 嫁入り持参金制度 ) 

を 始め旧慣も影響しており、 根深い問題であ る。 

インドは一方で 女性蔑視の風習が 強く残るが、 また他方ではイン ヂノ ラ・ガンジ一元首 

相を筆頭に女性を 政治のリーダ 一に選ぶ土壌もあ る。 インドの女性の 教育向上には 今後 粘 

9 強 い 努力が必要であ るが、 必ずしも悲観するような 現状ではなく、 その解決への 可能性 

は 大きいように 思われる 3, 。 

13 Weiner (1999) は、 このような要因として、 子どもの現状に 合わない教育システムと、 貧困 

どもの通学義務を 怠らせる社会システムの ニ 点を挙げている。 また同時に、 Weiner はインドが初等教育 

を義務化すべきでないと 考える理由として、 家計内の児童労働収入の 必要性だけでなく、 教育システムの 

欠陥も要因として 挙げている教育省官僚の 発言を併記している。 

、 4 女子の識字率が 男子に比較して 低いのはインドにおける 男尊女卑的な 価値観だけでなく、 女子の教 

員の絶対数が 少ないことも 挙げられる。 女子学校の教員は 女子でなくてはならないために、 ますます女子 

に 対する教育が 十分に行われない 悪循環が起こる。 また数少ない 女子教員はその 多くが都市部の 学校に勤 

務 することを望むため、 村 部の教育の男女格差がより 大きくなっているという 報告もあ る ( 天蛾 1963) 

、 。 ここでい う 「授業が機能しない」とは、 単に学校で授業が 行われないことのみを 意味するわけでほ 

なく、 自然災害のため 教員の出勤や 子どもたちの 登校が不可能になってしまう 場合や、 学校そのものが 損 

壊してしまう 場合も挙げられる。 

、 6 インドの初等教育に 関するフィールドワークは PROBE 調査以外にも 存在し、 その多くは 州 単位で教 

育 現場や学校経営の 実態を調査したものであ る。 Sinha と Tyag ぇの 研究 (1998) では、 ヒマーチヤル・プ 

ラディーシュの 地域教員や学校長の 活動の実態を 調査している。 また№ Jumdar は論文 (1999) において、 

PROBE 調査と共に 1994 年の NC 吐 R 調査や 1994-95 年の㎝ CP 調査など複数の 調査研究を取り 上げ、 その 結 

果を比較している。 

l' PROBE 調査は、 政府調査と異なるのは 当然として、 これら類似の 調査とも以下の 点で異なるよさであ 

る 。 ドレーゼの説明を 引用しておこう :The  PR0BE  survey,  however,  offers  unique  p0ssibn  且 ies  f0r 

scrut 土 nising d 土 七 feren ち %nfluences on school%ng dec 土 s 土 ons, 土 n so far as 土 t con 屯 ains deta 土 led 

information@not@only@on@the@characteristics@of@about@4 ， 400@children@and@their@households ， but@also 

on@the@schools@to@which@these@children@have@access ， In@particular ， this@survey@enables@us@to@examine 

the@ influence@ of@ different@ types@ of@ ， school@ quality ， variables@ on@ school@ participation@ and 

educational  achievements  in  rural  India.  ( しかしながら、 PROBE  調査は、 お ょそ 4,400 人の子供たち 

と彼らの家庭の 特徴だけでなく、 これらの子供たちがアクセスする 学校に関する 詳細な情報を 含む 息 まで、 

学校教育決定に 対する様々な 影響を精細に 調べるための 独自の可能性を 提供している。 特に、 この調査で、 
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村の学校参加と 教育業績に関して 下学校品質 コ 変数の様々なタイプの 影響を調べることが 

できる。 ( 日本語訳・筆者 )) 

， " Dreze と Sen は 、 次のように述べている。 

「 1980 年代における 教育支出成長率 ( 午 換算およそ 10%) が、 独立以来、 最大であ るが、 その時代の 

支出の増加はほ ほ 全てが年 9% で成長していた 教員数増加に ( 対応して ) いろ。 一方で教員数は 決して 緩 

優 に増加していたわけではない。 事実、 当初、 教員数は人口と 比較してもゆっくりと 増加しており、 初等 

学校に通 う 子どもたちの 数よりもはるかに 緩 Ⅱ であ った (D 托 ze,  Sen  l995  122-123) 。 」 

、 9 但し、 監査員の抜き 打ち訪問が朝遅くに 行われることで、 教員が学校に 遅い時間に到着し 早くに帰 

宅するという 問題は捕らえられていない。 

20 The PROBE team(1999) には、 ラジャスターンの 教育局のコメントとして、 次のような言葉が 記載さ 

れている。 

「主な問題は 組織の肥大化であ る。 それは行政的強化のため 適切な計画を 保っことがなく、 新設学校の 

開校によって 更に問題は悪化している。 現在、 検査官一人当たりの 学校数は 5(N 以上にもの ぼ る。 このよ 

う な脆弱な監査組織、 そして増え続ける 業務負担によって、 教員の中には 無秩序な雷動や 長期欠勤の傾向 

があ り、 また行政には 感受性が欠如していると 思われる点もあ る。 (The  PROBE  team  l999  p.g0) 」 

2 、 これほ他の名目上の 水増し入学者に 対しても行われている。 

22  調査時、 監査官が現れたなら、 その教員は「ちょうど 出席者数を蕃 き 取ったところだ」語って 、 

巧妙に記きれた 前日の出席簿を 示すのであ る。 

2,  The  PROBE  team  の調査 (1999) では、 マ ソディヤ・プラディーシュの 監査官が 、 彼の担当地域の 状況 

を 次のように的確に 要約している。 

「最初に 、 6-14 才の子どもたちの 入学状況に関する 調査があ る。 問題を避けるため、 既にこの段階で 

多くの水増しがあ る。 同様に、 以前名簿に記載されてその 後削除された 子どもはいない。 実際の通学・ 出 

席の段階でもまた 水増しが生じる。 出席率が 50% を下回るなら、 教員の増員に 影 するからだ。 (ThePRoBE 

tem  l999  p.93) 」 

24 ビハールの劣悪な 教育環境に対して、 1991 年から、 教育システムの 改良によって 初等教育義務化を 

目指すビハール 教育プロジェクト (BEP:BiharEducationProject) が実施された。 ユニセフ、 インド政府、 

ビハール州政府が 3  :  2  :  工で出資した。 1996 年 3  月にプロジエクト 段階 ェを 、 1996-97 年から 1997-98 

年にかけてプロジェクト 段階 2 を実施し、 コミュニティ 参加の拡大や 教育プロセスの 一新させる教員の モ 

チ ベーション・トレーニンバを 行った。 

26  Dreze  と Sen  は、 教育支出のうち 教員の給与は 90%  を超えるとしている (Dreze,Sen  l995,122)0 

27 ガンジーは 、 彼らの基本的人権 確保と国民全体の 意識向上を図るため、 彼らを「ハリジャン ( 神の 

子 ) 」と呼んでいた。 

い Ⅱ 目 こでい う 「部族ギヤ ソプ 」「カースト・ギャップ」とは、 各部族、 各カーストにおける 数値が平 
均 値からどれだけ 乖離しているかを 示している。 尚 、 このギャップは (NCERT:  National  Council  of 

Educational Research and Training) 、 (NIEPA: National Institute of Educational Planning and 
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Administration) の統計から世界銀行スタッフが 出したものであ る。 

2 。 但し、 この児童の入学率に 関するカースト・ギャップも、 統計上の諸事情に 留意して考察しなくて 

はならない。 インド教育省の 統計によると、 6 才から 10 才の「指定カースト」の 児童の初等学校総入学 

は、 全インドや多くの 州の人学率と 比較して高く、 学校は「指定力 一 スト」の入学を 過大に報告している 

とも指摘している。 

30  「指定部族」児童の 参加、 「指定力 一 スト」「指定部族」児童双方の 継続的な登校をインド 全体の水 

準 にまで引き上げようという 政策は、 一方で福祉的な 問題とはかけ 離れているとの 主張もあ る (World 

Bank l997) 。 

a1 インドには、 10 億人という莫大な 総人ロとその 30% を占める貧困者層の 存在によって、 高級 財 市場 

と 低級 財 市場とが併存した「分断された 市場」とも言 う べき状況が存在する。 財 市場をはじめ 金融市場、 

労働市場において、 近代部門と伝統部門、 組織部門 ( フ オーマル・セクタ づと 未組織部門 ( インフ オ一 

マル・セクタ 一 ) の併存と呼び ぅる こ重，陸であ る。 教育施設においてもそれは 同様であ り、 富裕層向けの 

鉄筋コンクリートで 建設された私立学校校舎があ る一方で、 満足のいく校舎さえな い 公立学校もあ る。 

32 Kotha,i(1999) は公立学校と 私立学校とを 対比して、 政府は初等教育に 関して資金を 投入するべき 

だが、 必ずしも供給者になる 必要はないと 述べている。 彼は政府発行の ヴァ ウチャー制度導入を 提言し 、 

私立学校がそれを 現金化することで 学校間の競争を 維持し、 両親の学校選択の 自由を保障するべきとして 

いる。 

但し、 Kothari はその問題点として 次の三点をあ げている。 第一に、 ヴァウチャーを 通して資金力を 得 

る私立学校に 子供を通わせられる 者が、 より大きな経済力を 持っことが手中に 収めることが 予想、 されるこ 

と 、 第二に、 学校教育からの 政府の撤退が 農村地域の教育を 完全に崩壊させること、 第三に、 貧困に悩む 

地域で ヴァ クチャ一の誤用・ 悪用を排除できないこと、 であ る 

Koth 旺 土の提言は学校運営の 効率化のみに 重点を置いたもので、 都市・農村格差、 指定力 一 スト・指定 

部族間の格差の 是正は考慮に 入っておらず、 むしろその格差が 更なる拡大を 招くことが懸念される。 

一方で、 Tilak は 、 教育はあ くまでも公共部門が 中心となって 実施されるべきであ り、 図書館などの 施 

設を整備し良質の 教育を供給するよ う 努力するべきであ るとしている (1998) 。 また家計、 共同体も政府 

の代替的役割を 果たしながら、 教育の無償分配が 進むよう公共的努力に 努める必要があ ると論じている。 

33 SchUltZ は男性より女性の 方が私的限界収益や 社会的限界収益が 高いとし、 女性に対する 教育をよ 

り 重視することが、 経済発展促進の 観点からも望ましいと 論じている (2001) 。 

34 Balatchand Ⅱ ane によれ ば 、 一般に川内の 女性の識字率が 高い場合、 男女の平均余命も 長くなり、 

幼児と母親の 死亡率も低くなる 傾向があ る。 女性教育を怠ることで 支払う対価は、 男性教育を怠る 時に失 

ぅ 対価よりも大きいと 述べている (2001) 。 

3 。 Singh は 女 ，性教育に関して、 男子の教育は 個人に帰属するものだが 女子の教育は 家族に帰属するこ 

とを留意すべき 点として挙げ、 そのため女子には 家計の覚で働くための 教育を与えられなくてはならない 

としている。 (2002) 

36  Shllpi  と Sanwal  (2002)  によれば、 退学した男の 子と女の子の 各々の両親にその 理由を調査した 

ところ、 男の子の親はその 退学理由を「個人的問題」に 起因すると解答して 者が多数を占めている。 しか 
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し 女の子の親は 多くが、 その退学理由を「家庭関係の 問題」と答えている。 

， ， Narayanamoorthy と Kamble (2003) によれば、 1961 年と 1991 年の間の農村部の 識字向上率に 調査 

し、 農村部の識字率の 向上した割合の 方が都市部の 識字率の向上した 割合よりも高く、 さらに農村部女性 

識字率の向上した 割合は全ての 州の男性の向上割合よりも 高いことを報告している。 
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第 3 章 インドの教育制度の 歴史的発展過程 

本章では、 インド独立に 際してハトマ・ガンジーがもっていた 教育思想に触れ、 更に 、 

そのガンジ一の 教育思想を出発点に、 現在のインドの 教育政策の基礎が 確立したと考え も 

れる 1980 年代までの議論を 概観する。 独立 50 年を経過したインドだが、 教育、 特に初等教 

育の諸問題の 根幹は、 独立当初の状況と 決して大きく 変化しているものではなく、 今後の 

方策を考える 上でも極めて 重要な視点を 提供している。 本尊の最後にインドの 現在の基本 

的な教育制度を 確認する。 言語・カーストなどインド 社会の多様性を 反映して、 インドの 

教育制度もまた 長期に渡って 州ごとに極めて 複雑な構造を 呈していた。 

本章で歴史を 論じる理由は、 4 章と 5 章での政策批判でもちいた「視点」を 歴史的に考 

察しておくことであ る。 その「視点」とは「教育の 二重性」で、 その「二重性」の 歴史的 

な 起源がいつであ るかについて、 検討した。 最終的な結論にはいたっていないが、 ガンジ 

一時代ではなく、 独立後に「二重性」が 顕著になってきたと 考えられる。 したがって本章 

は、 続く 4 章と 5 章との関係では、 単に歴史的背景を 付け加えた部分であ るという役割に 

とどまるものではない。 本章は、 4 章と 5 章で分析する 現在の教育政策上の 問題点を 、 長 

い 時間枠の中に 位置づけようとする 試みであ る。 

第 1 節 独立から 1970 年代まで 

エー 1  英国植民地期の 教育思想、 

英領時代、 植民地支配の 目的のために 行われたイギリスの 初等教育に対して、 国民会議 

派を中心とした 民族運動は、 インドの民族性を 基盤とした義務・ 無償の初等教育制度実現 

を 要求した。 この運動の中心となったのが、 マハトマ・ガンジー (Mohandas Karamchand 

Gandht) であ った。 彼は西欧の工業化・ 都市化及びそれに 伴 う 搾取を暴力であ るとし、 そ 

の 暴力を土台として 西欧は富を獲得し、 暴力による植民地支配がインド 社会を非人間化し 

ている、 と批判した ( ガンディ一 2001) 。 彼は当時、 インドの教育に 関する具体的問題 

点として次の 二つ る 掲げている。 

第一に、 教育に際して 英語を用いていることを 挙げている "' 。 英語はインド 人が使用す 

る日常的言語ではなく、 英語で教育を 受けることが 英語重視、 自国語蔑視にっながる。 そ 

してそのような 状況は、 まさしくインドのイギリスに 対する隷属化に 他ならない。 また 外 

国語であ る英語で教育を 行うことで、 他の学科の理解・ 習御 こも大きな影響があ るとして 

いる。 

第二に 、 彼はイギリス 式の教育制度は 植民地支配に 象徴される暴力を 基盤としており、 

その暴力によって 収奪されているインドがイギリスと 同じ教育制度を 用いることなど 出来 

ないと考えていたことがあ る。 

このようなガンジ 一のイギリス 教育制度に対する 批判 3 。 は 、 彼の非暴力思想に 基づくも 
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のであ り、 インド独立運動にも 脈々と引き継がれている。 彼はヨーロッパを 模倣しないイ 

ンドの精神的代表者の 形成、 禁欲的かっ安価で 自給自足的な 教育制度の建設を 構想し 、 そ 

れらはインドの 国民教育制度 ( 基礎教育 ) として結実した。 

1937 年の全インド 国民教育会議において 決議された基礎教育の 計画として、 次の 4 点が 

挙げられている。 

・義務教育を 実施すること 

2  母国語を教授 語 とすること 

3  手仕事を教育の 中心とし、 子どもの日常的な 環境を教育に 結びつけること。 。 

4  手仕事の収益により 教師の棒 給 を賄 う ことを期待すること 

この計画は 、 既に 1920 年代から各州で 義務教育法が 制定されていながら、 現実に財政難 

や植民地支配による 教育荒廃などの 理由で実現されていなかったものを、 改めて全インド 

の計画として 策定したものとみなすことも 出来る。 しかしこの計画でも、 多言語国家であ 

る インドの母国語を 何に制定するのか 4, 、 また計画に上級階級の 声が反映されていないな 

どの問題を抱えていた。 なお手仕事を 中心とする教育は、 ガンジ一の非暴力思想、 と大きく 

関連する。 彼は、 工業化・機械化が 暴力であ り、 まさしく西欧諸国によるインド 経済従属 

化の象徴であ ると考えた。 それに対抗するためにはインドの 伝統的産業であ る タタリ ( 糸 

紡ぎ ) を 復興させ、 この作業を通してこの ょう な伝統的手工業を 教育の中心的手段とする 

ことが必要であ ると考えていた。 手工業を通じた 教育は、 知性の発達、 知識及び識字の 有 

用性の向上、 村落共同体生活の 再建と精神労働と 肉体労働の差別撤廃に よ る国民統合、 労 

働 教育による労働生産性の 向上などをその 特虹 としていた。 しかし現実には、 手工業の生 

産物の収益によって 教育経費を賄 う 原理は、 現実の経費不足に 十分対応出来ないという 問 

題も存在した。 

このような自給自足の 学校において、 自らの労働によって 自立した生活を 営み、 人々に 

自信と勇気を 芽生えさせるという 精神的な側面を 重視していたといえる。 

次に 1947 年 8 月 15 日の独立時のインド 経済に日を移す。 独立以降、 インドは社会主義 

的な思想に基づく 発展途上国型福祉国家を 目指し、 混合経済体制において 経済社会の発展 

を目指してきた。 しかし 51 年の第一次五ヵ 年計画はまだ 十分整備された 計画とは言えず、 

既存のプロジェクトを 寄せ集めたものに 過ぎなかった。 また当時は経済計画においてもガ 

ンジ一の思想の 影響は色濃く、 欲望の自発的な 抑制、 自己再生産的な 村落共同体の 維持、 

人 問と自然との 調和といった 点に比重が置かれ、 その上に義務・ 無償教育の実現が 目指さ 

れた。 このように独立当初のインド 社会では、 経済と教育の 双方においてガンジー 主義的 

アプローチが 強かったと言える。 
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エー 2  1950 年代の重化学工業化促進 期一 ガンジー主義からの 転換 

ガンジー主義的アプローチに 関して、 その後、 理論的根拠を 欠いているという 批判が相 

次いだ。 一方で、 ネルー (Jawahar  Lal  Nehru) 。 2 を中心とする 近代主義者たちが 主張する 

「科学主義」の 方が、 植民地支配を 抜け出し新たな 民族国家の建設に 絡む イヂ オロギーと 

してふさわしいと 評価されはじめた。 ' 。 1956 年からの第二次五ヵ 年計画には、 そのネル 一 

を中心とした 近代主義的エリートが 構想する社会的，経済的構造転換を 目指した。 続く第 

三次五ヵ年計画において、 ネルー首相が 描くインドの 開発戦略がはっきりと 整えられた。 

独立当初のインドの 開発計画には、 マハラノビスの 成長モ ヂル 。 。 がその基礎となったと 言 

われている。 この成長 せヂルほ 閉鎖体系の下で 工業生産を生産財生産部門と 消 

門 との二部門に 分割し、 前者への投資配分を 大きくすればするほど、 長期的には経済成長 

率が高まるということを 示した理論であ る。 このマハラノビスの 成長モデルにより、 イン 

ドは大規模な 公共投資に依存した 輸入代替的な 重工業化を中心とした 開発戦略を採ること 

になった。 

教育政策においても、 その方向性の 変化は生じている。 

1951 年 4 月に開始された 第一次五ヵ年計画では、 経済計画における 人材資源開発、 そし 

て 民主主義国家の 国民育成の手段として 教育をとらえていた。 教育制度の新しい 方向付け 

と各段階・部門の 統合、 特に基礎教育、 社会教育、 改造された中等教育、 技術・職業教育 

などの分野での 教育機会の拡大、 既存の中等教育および 大学教育の強化と 高等教育機関の 

農村地域への 適合、 農村を中心とした 女子教育の拡張、 教員養成の強 ィヒと 教員の待遇改善、 

教育後進州への 援助などが教育計画の 課題と位置づけられていた。 

しかし、 第一次五ヵ年計画において 重視され政策にも 採り上げられたガンジ 一の基礎教 

育は、 第二次五ヵ年計画 (1956-60) においてその 方向性が次第に 変化した。 第二次経済 計 

画 では、 社会的に民主主義を 固持し、 身分的平和主義で 社会正義の行われる 社会を目標に 

掲げたが、 一方で重工業化に 向けた官民一体の 経済発展を目指すことを 明言したのであ る。 

その中で科学技術導入のための 外資の参入を 認めることにもなった。 また義務・無償教育 

に 関しては、 比較的工業化に 対する影響力の 少ない基礎教育を 中心に据えた 教育制度を定 

めたが、 中等・高等教育に 関しては社会主義型社会を 想定して経済発展を 遂げるための 教 

育 計画が策定された。 この時点で、 西欧の工業化は 暴力であ り、 インドの伝統的産業によ 

って経済発展を 進めようとしたガンジ 一の思想と、 重工業化を通して 経済発展を目指す 現 

実 との間に、 矛盾が現れてきたといえる。 初等教育を中心に 知性の発達、 知識及び識字の 

有用性の向上、 村落共同体の 再建を目標に 掲げたガンジ 一の教育思想は、 まさしく国民福 

祉の向上、 全人間教育を 目的としていた。 その後の重化学工業化による 経済発展を目指す 

段階で、 教育は産業育成の 手段としての 色彩が強まった。 そこにこの時代のインドの 教育 

の 「二重性」、 インド社会の 教育に対する「二重の 圧力」を確認することが 出来る。 
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1 一 3  教育委員会 1964-66 一 1960 年代の教育改革 

1960 年代半ばになって、 それまで比較的順調であ ったインドの 政治経済に大きな 危機が 

生じ始めた。 パキスタンとの 国境紛争の再燃と 二年間に 亘る 深刻な 早魑 により、 それまで 

の 五ヵ年計画の 新たな見通しが 立たなくなり、 70 年代半ばまでのおよそ 10 年間、 インド 

経済は長期に 渡って停滞することになった。 この時期の危機は、 公共部門主導・ 電化学工 

業 投資偏重・輸入代替中心であ った政策体系 ( ネルーニマハラノビス 開発戦略 ) が 

を引き起こし、 それが財政危機を 招いたことで 生じたと言われている。 この破綻は、 具体 

的に工業停滞・ 食糧不足・覚貨不足・インフレという 事態に発展していった。 

インド政府はこのような 事態の解決を 世界銀行の借款に 依存せざるを 得ず、 1966 年 6 月 

に ルピーを切り 下げ、 規制緩和、 輸出補助金の 削減、 輸入関 の引き下げなど 一連の自由 

化 措置を採用することになった。 しかし 印パ 関係の悪化の 影 によりアメリカとの 関係が 

冷え込み、 約束されていた 年間 15 億ドルもの援助が 中止になり、 その影響から 世界銀行の 

援助も大幅に 削減されてしまった。 

この時期のインドの 深刻な不況は、 教育政策にも 影響を及ぼした。 

第二次五ヵ年計画における 重化学工業化を 念頭に置いた 教育政策の影響から、 中等・ 高 

等 教育は初等教育を 上回る勢いで 普及したが、 一方で不況から 就職できない 大学生は 1957 

午から 66 年までのおよそ 10 年間で約 3 倍に増加していた。 この原因として、 中高等教育 

が著しく普及したにも 関わらず、 卒業生の間には 植民地時代と 変わらない少数のエリート 

意識が強く、 職業 [ こ 選り好みをしたことがあ る。 特 [ こ 職場で要求される 能力と卒業生の 能 

カ との間にギャップが 存在していた 技術系大学卒業生の 就職難は深刻であ った。 一方、 初 

等教育に目を 転じると、 6-11 歳の前期初等教育課程の 就学率は 65 年に 77% まで上昇した。 

しかし 11-14 歳までの後期初等教育課程では 31% に過ぎなかった。 更に前期課程の 5 年間 

を修了できず 中途退学する 子どもも約半数にまで 上っており、 憲法に規定された 義務・ 無 

償 教育実現の期限を 過ぎても義務教育段階の 完全就学実現にはほど 遠い現状であ った。 

以上のようなインドの 教育制度と経済発展の 現状が適合していないという 問題から、 教 

育委員会 1964-66 が設立された。 この委員会は 大学補助金委員会議長の D.S. コタリ (D.S. 

Kothari) を委員長とし、 インド人の委員 10 人とイギリス、 プランス、 アメリカ合衆国、 ソ 

連 、 日本から 1 名ずつの委員によって 構成され、 全ての 州 と直轄地を約 100 日かけて視察 

し 、 約 9000 人の教育関係者と 面接した。 そして 2 年後の 66 年、 「教育に関する 国家政策」 

として政府決議が 採択され、 これまで管轄する 州によって様々であ った教育制度がほぼ 統 

一されるに至ったのであ る。 

同教育委員会 1964-66 の特徴は 、 第 1 に 調査対象を特定分野や 特定の教育段階のみに 限 

走 せず、 教育制度全体を 再検討したことにあ る。 第 2 に、 教育と国家発展が 密接に相互関 

連している点があ る。 第 3 に、 委員会を構成するメンバ 一にも表れているよさに、 その国 

際 性を考慮した 点にあ る。 インドの国家教育改革を 審議するために、 欧米、 ソ連、 日本な 

ど 、 先進国から委員を 招 鴉し 、 そこから教育発展、 経済発展を学ほうとしているのであ る。 
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教育委員会 1964-66 の勧告。 。 によって、 その 2 年後には「教育に 関する国家政策」が 政 

府決議された。 ここで 1960 年代半 は 以降のインドの 教育計画が示されている。 そこでは 民 

族 教育運動とガンジ 一の基礎教育を 独立前の国民教育の 成果と規定し 、 ネル ーが 推進した 

科学技術教育。 研究を中心とした 発展こそが独立後の 教育政策の方針であ ると示された。 

政府はこの勧告を、 教育機会の拡大、 教育水準の向上、 国民統合の推進、 科学技術の発展、 

道徳的・社会的価値の 変化など、 社会主義型社会の 実現に向けた 教育改革であ ると位置づ 

けている。 この勧告において 50 年代半 は からみられていた 教育政策の方向転換が 政府決議 

にも明白に記されたといえる。 

教育委員会 1964-66 の報告に基づいた 教育再編計画において、 現在にインドの 教育政策 

0 基礎となる理俳が 確立された面があ るが、 その一方でこの 再編においてもインドの 教育 

の 現実において「二重性」が 存在していることが 指摘できる。 

一つにはネル 一の第二次五ヵ 年計画以来顕著になった、 産業開発促進としての 教育政策 

であ る。 インド社会が 政治経済的な 危機に直面し 就職難が深刻になったという 背景のため 

に 、 産業開発促進、 経済発展のための 有能な人材育成という 教育の一側面がこれまで 以上 

に 重要視されてきた。 同時にガンジーが 独立時から提唱してきた 基礎教育を「独立双の 国 

民 教育の成果」とみなし、 独立以降の教育政策と 相異なることを 明確に示している。 それ 

は 言い換えれば、 ガンジ一の示した 教育政策からの 決別をも意味していると 考えられる。 

他方で、 教育に対するもう 一つの面が指摘されている。 教育機会の拡大出としての 無償 

義務教育の早期実現、 マイノリティ 一に対する教育機会の 提供、 一定地域の児童がカース 

ト ・宗教・社会的地位の 違いに関わらず 同一学校に通学する 共通学校制度の 採用、 共通語 

としてのヒンディー 語の発展などが、 この教育再編計画で 掲げられた。 ここには国民福祉 

の 向上という視点からの 教育の側面に 重点がおかれている。 ガンジ一の教育思想とは 異な 

る 現代的な意味での 教育政策であ るが、 しかしこのような 教育機会均等を 目指すねらいも 

インド社会が 抱える現実とは 乖離しており、 1960 年代当時のみならず 21 世紀を迎えた 今 

目 でも完全な達成を 果たしていない。 教育委員会 1964-66t こ おける教育再編計画において 

も 、 その中に独立当初とは 異なる意味でのインドの 教育の「二重性」が 存在している。 

エー 4  1970 年代 - イン ヂノ ラ・ガンジ一の 強権 政治とガンジー 主義の復権 

1964 年 5 月にインドの 初代首相ネル ーが 死去した。 66 年 1 月にそのネル 一の 娘 インディ 
ラ ・ガンジー (Indira Gandhi) 。 6 が首相に就任した。 インドの政治経済危機は 依然とし 

て 深刻で、 69 年には国民会議派が 分裂、 71 年にはインディラ・ガンジーは 国家治安維持法 

を公布し、 強権 政治を開始した。 インド社会の 中では、 この強権 政治に対する 反政府運動 

も 活発化した。 反政府運動の 指導者ジャヤプラカシュ・ ナ ラヤン (JayaprakashNarayan) 

は、 インドが少数エリートによって 政治的実権 を握られていること、 教育に多額の 経費が 

かかり全国民に 教育を提供することができないこと、 大学は国民の 要求に結びっかず 時間 

と金銭の無駄遣いになっていること、 などに抗議し、 大学生・大学卒業生を 農村に派遣し 
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奉仕活動を組織すること、 職業と学歴の 関係を断ち切ることなどを 提案した。 彼の主張に 

は、 ネルー以降顧みられることが 少なかったガンジー 主義に基づく 教育思想が垣間みられ 

た 。 ( 事実、 彼は徹底したガンジー 主義者だった。 ) 

インドでは反米， 反 世銀ムードが 高まりを見せ、 インディラ・ガンジ 一政権 下で 1969 年 

から 73 年にかけて「自由化」路線を 大きく転換させ、 「社会主義」路線強化に 向かって 新 

たな戦略を歩み 始めた。 農業では、 第四次五ヵ年計画から「緑の 革命」政策を 実施し、 外 

国からの自立のために 高収 入して食糧自給を 目指した。 また金融面では 69 年 主 

嬰 商業銀行 14 行を国有化した。 銀行国有化により、 公共部門への 資金供給ルートを 確保し、 

また「緑の革命」政策のための 農業金融強化をはかることが 可能となった。 また独占・ 制 

限的 取引慣行法を 制定、 外国為替規制法を 改正し、 財閥と外資の 規制を強化した。 さらに 

国内の民衆に 対しては「貧困追放 ( ガリ ビ ，ハタオ ) 」を合い言葉にして、 貧困 

アピールを行った。 

1970 年代に入っても、 インド は、 依然として停滞から 抜け出す兆しが 見られなか 

った 。 モンスーンなど 自然災害 第一次石油ショックなどにより 独立後最悪の 20% 

にも及ぶインフレを 招き、 国内に反政府運動が 展開させることになった。 75 年、 インディ 

ラ ・ガンジーは 非常事態宣言を 発令、 強権 体制を強化することでこの 事態を打開しょうと 

したが、 77 年の総選挙で 彼女が率いる 国民会議派は 大敗し、 ジャナタ党によるインド 史上 

初めて非国民会議派政権 が誕生した。 ジャナタ党は 60 年代の反政府運動の 中心であ った ジ 

ャ ヤプラカシュ・ ナ ラヤンが野党 4 党を合同させて 結成されたものであ る。 インディラ・ 

ガンジ一政権 時代、 規制緩和の姿勢が 示されたことから、 ジャナタ常政権 においても規制 

緩和への期待が 高まったが、 現実には大規模な 規制緩和 は 行われることなく、 閉鎖的な経 

済運営が継続することになった。 結局、 70 年代の終わりには、 インドは長期に 渡る経済 停 

滞と 閉鎖的な国内市場中心の 開発システムにより、 世界市場から 取り残されることになっ 

た   

1960 年代のインディラ・ガンジ 一の強権 政治と ナ ラヤンの反政府運動、 そして 70 年代 

の国民会議派の 大敗、 ジ ャ ナタ党への政権 交代は、 教育政策にも 大きく影響を 与えている。 

1977 午に独立後、 初めて非会議派として 政権 を握ったジ ャ ナタ党は、 その政策において 

教育改革を掲げた。 教育計画の重点を 成人教育と初等教育の 普及におき、 大衆教育に優先 

的に取り組んでいくこととしたのであ る。 この政策は、 従来、 会議派政権 が行ってきた 高 

等教育重点化とか 根本的に異なるものであ り、 独立当初の基礎教育政策の 理念を受け継い 

で ガンジー主義の 復権 を目指したとも 解釈できる。 78 年 4 月に発表された 第 6 次 5 ヵ年計 

画、 79 年の教育政策におけるジャナタ 党の姿勢は次に 示したようなものであ った。 初等教 

育 段階に総教育費の 半分を割り当て、 社会的弱者の 就学に重点、 退学率を考慮し 就学率で 

はなく出席率で 教育普及状況を 把握、 施設の設置・ 配置の適切性、 6-7 歳児の完全就学、 

多時点入学の 導入、 パートタイム 教育の実施、 男女向不平等の 是正、 地域間不均衡の 解消、 

実践的な教育研究、 行政上。 組織上の援助の 強化、 両親・教師及び 大衆の教育運動の 組織 
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化 、 労働体験学習であ る「社会的に 有用な生産労働」の 導入、 などが考えられた。 また 成 

八教育に関しては、 総教育費の 10% の経費が割り 当てられた。 また 15 円 5 才の文盲者を 350 

時間のクラスに 参加させ、 5 年間で約 1 億人を識字化するという「全国成人教育プロバラ 

ム 」が計画された。 ジャナタ常政権 の教育政策では、 大衆教育に関して 教育機会の拡大を 目標とし、 中 一向 

等 教育においても 量的拡大より 質的向上を重視した。 インディラ。 ガンジ一政権 時代の非 

常事態宣言で 強まったインド 政治の中央集権 的色彩に対し、 新政権 は教育行政の 地方分権 

も 重視した。 

1960 年代半 は から 70 年代にかけてのインド 政治経済の問題と 教育の「二重性」は 、 ま 

たそれまでと 大きく異なる 性格を有している。 

一 つ には、 教育政策に関しては 従来の路線を 継承しながら、 政治 帥 こは非常事態宣言を 

公布して強権 政治を行ったイン ヂィラ ・ガンジ一の 政策であ る。 彼女は「貧困追放」を キ 

ャソ チフレーズに 貧困層に対してもアピールするが、 具体的な効果は 現れず、 独裁的な側 

面 が極めて強い 体制であ った。 

その反発として、 テ ラヤンが中心となった 反政府運動、 そしてジャナタ 党への政権 交代 

の 動きがあ る。 ナラヤンは会議派政権 がインドの上流階級の 代表であ ると批判した。 また 

会議派政権 が国民統合、 社会的平等を 建て前に大衆教育の 普及を掲げながら、 科学技術を 

優先した社会主義型社会では 初等教育や成人教育は 教育投資の効果が 薄いとして、 実質的 

に中 ・高等教育を 重視してきたことに 対しても批判があ った。 教育に関してネルー 以来の 

政策を継承したインディラ・ガンジ 一に対して、 ナ ラヤンはジャナタ 党が会議派政権 独立 

時のガンジー 主義を復権 させ、 大衆教育を重視する 路線を採ったのであ る。 

この時代のインド 社会は極めて 不安定であ り、 政治経済的危機に 直面した中でのイン ヂ 

ノ ラ・ガンジ一の 強権 政治に対する 不満・反発が、 ガンジー主義に 基づく大衆教育を 再評 

価させた。 1960 年代半 は までインドの 教育の「二重性」は 会議派内の教育政策におけるも 

のであ ったが、 60 年代後半から 70 年代にかけて 会議派と野党 ( ジャナタ 党 ) との政策論 

争の争点にも 発展した。 この時代になって、 インド教育の「二重性」の 問題はそのまま 々  

ンド政治における 重要な争点にも 発展したのであ る。 

第 2 節 変革 一 経済自由化と 都市部の教育競争 

2 一丁 1990 年代の経済自由化 

1980 年代に入ると、 遠く東アジアでは 輸出志向型工業化を 選択した台湾、 韓国、 香港、 

シンガポールの 東アジア NIES 諸国が飛躍的な 経済発展を遂げていた。 その発展はインドに 

も 大きく影響を 与え、 これまでの閉鎖的な 輸入代替工業化政策から 脱却し、 規制緩和を墓 

調 とした経済自由化への 政策転換が様々な 方面から叫ばれるよさになった。 しかし 80 年代 

はまだ規制緩和、 外資導入は段階的であ った。 82 年 10 月、 日本の鈴木自動車工業がマル 
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チ 。 ウドョバ社 との合弁契約を 結び、 長い間外資参入を 閉ざされていた イ、 ノド自動車業界 

にいち早く新風を 吹き込んでいることは、 特記すべきことであ ろう。 

1980 年代未からインドの 政権 は頻 に 変わり、 内政と経済が 不安定な中、 90 年 8 月、 湾 

岸 危機が勃発した。 中東への出稼ぎ 労働者が多いインドは 影響を大きく 受け、 彼らからの 

送金の減少、 輸入原油価格の 上昇および輸出の 減少などによりほぼ 29 億ドルの損失を 被っ 

たと言われている。 その結果、 91 年 1 月には、 外貨準備はわずか 二週間の輸入決済分に 相 

当する 140 億ルピー ( 約 7 億ドル ) にまで落ち込んだ。 インド政府は 91 年 1 月 19 日、 1 膵 

から 333.4 億ルピー ( 約 18 億ドル ) の緊急融資を 受けなんとかこの 危機を乗り切ることが 

出来たが、 経済再建の見通しが 立たない内に 同年 5 月 21 日、 ラジブ・ガンジー 首相が暗殺 

されたのであ る。 インドの対覚債務残高は 同年 3 月時点で 700 億ドル、 ブラジル、 メキシ 

コに 次ぐ世界第三位の 債務国となっていた。 首相暗殺による 不安定化により 1 ℡の追加融 

資も困難となり、 インドは独立以来最大の 政治経済的危機を 迎えた。 

1991 年 6 月、 総選挙で善戦した 国民会議派の ナラ シム ハ ・ラオ (P.V. NarasimhaRao) 。 7 

政権 の下、 マンモハン・シン 蔵 相が中心となって、 これまでの国家指令型混合経済から 経 

済自由化を目指す 政策へと本格的な 方向転換を果たすことになった。 この経済改革以降、 

90 年代を通してインドの GNP は 5% からがよそ 8% の経済成長を 続け、 一人当たりの 国 

民純生産も 91 年度のマイナス 成長から以降一転し 、 5% 前後の成長を 続けている。 90 年 

代 後半に入ると、 IT 技術者養成に 国家を挙げて 取り組んでいる。 インド人技術者は 英語 力 

が 高く数学をはじめ 高い高等教育レベルを 誇り、 一方で先進国の 技術者と比較して 安い賃 

金で雇用できるため、 欧米メーカーからも 引く手あ またの状況であ る。 80 年代はインドの 

経済においても、 大きな変革の 始まりであ った。 この時代、 先進国の間では 新自由主義と 

呼ばれる大きな 潮流が生じた。 インド経済がその 渦中に本格的に 加わるのは 91 年の経済政 

策転換を待たなければならないが、 すでに 80 年代に経済の 自由化が調われるよ う になった 

頃 から、 インドの教育における 競争も激化していった。 

1980 年代のインドの 教育競争の激化の 一因として、 新たな都市部中産階級の 出現とその 

拡大があ る。 従来の中間層は 伝統的にインド 社会に大きな 影 力 を持ち、 インド的価値観 

の 担い手として 高度な教育体系に 柔軟に対応できる 能力を持っている 層であ った。 独立以 

来、 国家の統治・ 経済機構の拡大、 教育の底辺の 拡大はそのような 従来からの中間層の 独 

占を崩し、 その中に膨大な 新中産階級が 新規参入してきたのであ る。 新中産階級にとって 

高度な教育は 社会的成功における 最低条件であ り、 その際、 英語を自由自在に 操れる言語 

能力は必須であ る。 この状況はインドだけでなく 全世界的に共通する 競争的、 上昇志向 社 

会 に他ならない。 このような新中産階級にとって、 教育投資を拡大し 効率化を図ることは、 

その社会的地位を 向上させる重要な 条件なのであ る。 さらにインド 特有の持参金 ( ダウリ ) 

制度 48 が、 その現状に拍車をかけている。 娘をもつ親にとって 持参金の額を 引き下げるた 

めには、 娘に高度の教育を 身につけさせ、 より高収入の 職業に就かせることが 重要であ る。 

また息子をもつ 親にとっても、 息子が高学歴をもつことで 結婚時に贈られる 持参金 ( ダウ 
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リ ) を 引き上げることが 出来るのであ る。 インドの結婚に 残る習慣が 、 子どもの教育競争 

を加熱させ、 教育投資を軒並み 引き上げる要因となっている。 

1991 年に前述のラオ 政権 下の経済政策転換が 行われた。 それまで「眠れる 医家」と 椰楡 

されてきたインド 経済が、 外資の積極導入、 規制緩和により 飛躍的に成長を 続けている。 

またインドは 従来から高いレベルにあ る高等教育における 数学教育、 英語教育にさらに カ 

を 入れることで、 国家レベルで IT 技術者の養成に 力を入れている。 先進国の IT 技術者と 

比較して高い 能力を持っ 49 ぅえ、 彼らと比較して 極めて安 い 賃金で雇用できるインド 人 技 

術者は欧米コンピューター・メーカーも 積極的に採用しており、 インド人技術者が 開発し 

た ソフトも数多いと 言われている 50 。 

現在のインドには、 IT 技術者となることで 高額所得者となる 者も多い。 ・ ' 。 彼らはイン 

ド 社会に古くから 残る旧習の束縛から 逃れ、 より自由に個人的目標を 追求できる外国生活 

を志向するようになるのであ る。 英語を幼い頃 から修得してきた 彼らにとって、 言語問題 

は全く生じない。 彼らの親たちもインドに 残る社会システムの 弊害を熟知しているため、 

決してそれを 阻も う とはしないし、 経済的に余裕のあ る親は子どもたちを 積極的に海外留 

学させようとする。 

伝統的インド 社会では、 家族的結合が 極めて強かった。 しかし新たな 中産階級にとって 

その伝統は崩壊しつつあ る。 教育競争の激化が 各家庭の教育投資の 増大にっががり、 さら 

には伝統的家庭の 崩壊にまで帰結している 現状がここに 確認できる。 

その一方で、 インドには初等教育さえ 満足に享受することができない 層も数多く存在す 

るという現実も 忘れてはならない。 次に指定力 一 スト、 指定部族の中で 教育をめぐって 生 

じている多くの 実例を検証する。 インド都市部の 新中産階級の 教育競争の加熱と、 農村部 

における指定力 一 スト・指定部族を 中心とした教育をめぐる 厳しい現実、 この極めて対照 

的な両者がまさしく 現代のインド 社会・教育において 文字どおり「二重性」を 生じさせて 

おり、 インド社会の 変容の一面を 如実に表している。 インドの 10 億にも上る膨大な 人口を 

考慮に入れると、 その両者の隔たりは 将来の深刻な 経済格差、 社会不安を生み 出す土壌 と 

もなり ぅ るであ ろう 52 。 1990 年代以降、 経済自由化に 伴 う 経済成長を遂げるインド 社会で、 

満足に教育を 受けられない 層の厳しい現実に 対してどのような 政策的対処が 必要であ ろう 

か。 それは 21 世紀のインドが 抱える国家的課題であ り、 その解決なくして 望ましい経済成 

長 とは言えない。 このような課題を 克服して初めてインドが 真のアジアの 大国と自他とも 

に 認められるのであ る。 

2 一 2  インドの基本的教育制度 

インドの教育制度は 複雑であ り、 学校教育は基本的に 州の所管になっている 53 こともあ 

って、 各州によって 細かな相違があ る。 しかし 1976 年の修正憲法により、 教育は連邦と 州 

の 共同管轄事項となった 5 。 。 その後、 州間で異なる 学校体系を双期初等学校 (5 年 ) 、 後 

期初等学校 (3 年 ) 、 前期中等学校 (2 年 ) 、 後期中等学校 (2 年 ) 、 高等教育 (3 年 ) に 統 
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一 する政策が進められている。 但し、 それまでの各州の 制度により、 1Q 年の初等，前期中 

等教育課程では 5 一 3 一 2 制を採る州、 4 一 3 一 3 制を採る州があ る。 

基本的に前期初等学校の 入学年齢は 5 才と定められており、 全ての公立学校で 授業料は 

無償としている。 義務教育は全国で 統一されており、 初等教育の 8 年間となっている。 し 

かし条件整備が 進まず実施が 困難な地域も 多い。 また中退率も 高く、 現在も該当年齢の 子 

どもの就学率 100% を達成するには 至っていない。 前期中等教育の 2 年もしくは 3 年間で 

一般教育を完成させ、 後期中等教育で 大学進学コースと 職業教育コースに 分けられること 

になる。 1986 年に発表された 総合的な教育政策大綱であ る全国教育改革政策 ( Ⅶ E     

National  Policy  On  Education) 、 及び 1992 年のⅣ E  の修正行動計画もこの 体系を基づい 

ている。 

初等教育に関して、 教育課程は原則として 州の教育局が 責任を負っている、 しかし国立 

教育研究・教員養成所は「全国共通力リキュラム」を 開発し、 各州の参考に 供している。 

この「全国共通力リキュラム」によれ ば 、 初等教育課程では 普通教育を中心とし、 母語、 

算数、 理科，社会科を 統合した環境、 表現 ( 芸術 ) 、 保健衛生及び 作業経験を主たる 教科と 

定めている。 

インドは英語、 ヒンディー語、 ベンガル語、 タミル語などの 連邦レベルの 公用語が 17 存 

在し、 更に各州でもその 他の地域言語が 公用語に定められている 多言語国家であ る。 どの 

言葉で教育をするかは 問題であ るが、 教授用語については 各州が定めており、 非常に多様 

な 言語が学校で 使用されている。 また初等教育だけでなく 中等教育においても、 言語教育 

では英語や各民族の 母語など、 様々な言語が 教えられている。 

インドの学年歴に 関しては、 地域によって 様々であ るが 4 月～ 3 月、 もしくは 1 月～ 1 

2 月と定めている 州が多い。 年間授業日数は 約 200 日 55 であ り、 一部の私立学校を 除き、 

週 6 日制で授業が 行われている。 

また、 インドでは伝統制 c 生徒の進級評価方法について 学期末や学年末などの 試験が重 

視されてきた。 現在、 初等学校では 原則的に留年制は 採っておらず、 自動的に進級できる 

仕組みになっている。 しかし現実に 中途退学する 子どもや児童労働などに 従事する子ども 

も多く、 該当年齢以上になっても 在籍し続ける 子どもも少なくない。 上級初等学校の 修了 

㍼ こ 、 所定の成績を 収めた者に学校から 修了証書が授与される。 
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図 3  インドの基本的な 教育制度 ' 。 
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注 ) 前期初等学校、 後期初等学校の 8 年間が 、 国が定める義務教育となっている 

出所 ) 馬賊 徹編 (1989 、 232) 図 12-1 に若干加筆し 修正 

2 一 3  Ⅱ 、 括 

インドの教育政策の 歴史は、 イギリス統治時代の 国民会議派による 民族運動に遡ること 

が 出来る。 インド独立の 父、 マハトマ・ガンジーはその 中心となって、 インドの民族性に 

基づき、 自給自足、 精神的充足を 重視した義務・ 無償の初等教育制度を 要求した。 そこで 

ガンジーが唱えた 国民教育制度一基礎教育が、 独立以降の初等教育政策の 原点と言われて 

いる。 

1937 年の全インド 国民教育会議において、 7 年間の無償義務教育の 実施、 母国語での 教 

育 、 手仕事と結びっ い た教育、 自給自足の生活などが 基礎教育の計画として 掲げられた。 

しかし、 ガンジ一の有名な「非暴力主義」思想、 とも大きく結びつくこの 計画は、 他言語国 

家インドにいて 母国語を定めることの 不明確さ、 現実の教育経費不足などにより、 思 、 ぅよ 
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う な成果が上がらなかった。 

独立以降、 インド憲法において 無償義務教育、 児童労働の禁止が 明記された。 しかし、 

インドは次第に 社会主義型の 重工業を重視した 経済発展を目指すよ 引こなり、 当初の教育 

政策も形骸化してしまうのであ る。 

1960 年代に入って、 教育制度と経済発展との 乖離から教育委員会 1964-1966 が設立され 

た 。 先進国の専門家も 含めて構成された 委員会によって 教育全体を検証し、 それ以降、 現 

在に至るまでの 教育制度の基本を 成す報告が行われた。 

1970 年代には、 それまでの教育政策の 批判から、 反政府運動家ナラヤン や 新たに非会議 

派 として政権 を握ったジ ャ ナタ党などにより、 ガンジー主義の 復権 とも言えるべき 教育改 

革が行われている。 

1980 年代は、 都市部の中産階級が 出現し拡大した 時期であ る。 彼らのような 新中産階級 

にとって高度な 教育は社会的成功への 最低条件であ り、 とりわけ英語能力は 必須であ る。 

さらに 90 年代、 インドは nT 社会になり、 高度な数学教育、 英語教育を受けたインド 人 技 

術者から多くの 高額所得者が 生まれた。 80 年代の新中産階級がさらに 発展した形で、 彼ら 

はインド社会に 残る旧習の束縛から 逃れ、 よ り個人的目標を 追求して外国に 生活の場を求 

めることも多い。 経済的余裕のあ る家庭では子どもを 積極的に海外留学させるようになっ 

た 。 しかし一方で 貧困問題を抱える 農村部では、 初等教育を享受できない 子どもたちは 未 

だ数多く、 指定力 一 スト・指定部族などの 教育には厳しい 現実が残存する。 

これまでのインド 教育の歴史を 振り返ると、 そこに様々な 形態で「二重性」が 存在する 

ことが明らかになった。 時代によって 特徴は異なるが、 その「二重性」は 現在のインド 社 

会 、 教育にも存在する。 高度な教育とそれに 伴い上昇する 所得に ょ り、 都市の富裕層がよ 

り 恵まれた生活環境へとステップアップする 一方で、 農村部の住民はインドに 残る旧習に 

束縛され、 いまだに貧困の 中で満足な教育も 受けられない。 現在のインド 社会に残るこの 

「二重性」を 将来どのように 克服していくか、 21 世紀のインドが 抱える課題であ るといえ 

る 。 

38 ガンジーは著書の 中で英語教育に 関して、 次のように記している。 

「あ なたは理解しなけれ ば ならないのですが、 英語教育を受け 入れて、 私たちは国民を 奴隷にしたので 

す 。 偽善、 憎悪、 暴虐などが増しました。 英語教育を受けた 人は、 ためらわずに 人々を 編し、 困らせまし 

た 。 いま、 もし人々のためになにかできるとしたら、 私たちがしている 借金の一部を 返済することです。 

自分の国で公正、 正義を獲得するために 英語を使わなければならないとは、 暴政ではないでしょう か !% 

廷 弁護士になってから、 私は自分のこと は が話せません ! ほかの人が通訳をしなければならないとは ! こ 

れは 欺哺 ではなくてなんでしょう か ! これが隷属の 極みでないとしたらなんでしょう ! それを私は 々 ギ 

リス人のせいにしましょうか、 それとも私自身の ? インドを奴隷にしたのほ 、 私たち英語を 知っている人 

たちです。 国民の呪いはイギリス 人ではなく、 私たちにかかるでしょう」 ( ガ一 ンディー 2001,127-128)0 

， 9 一方で、 ガンジ一の近代文明批判に 端を発する教育思想が、 現在まで続くインドの 低い識字率の 要 

因 になっていると 批判する声も 数多い。 
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40 ガンジーは貧困層の 技術教育に限定せず、 全ての社会階級のためのシステムとして「基礎教育」を 

提唱したのだが、 このような手工業と 教育を結びつけるガンジ 一の視点は、 初等教育の普及と 児童労働の 

問題が併存するインドの 子どもの現状を 考察する上でも 重要な視点を 提供してくれる。 We 血 er(199 つは、 

このようなガンジ 一の思想を背景に 、 「インドの初等学校の 教育環境はあ まりに劣悪だ。 得るものの乏し 

い 学校に通うより、 教育の 一 形態として ( 「奉公」として ) の労働に携わる 方が子どもにとっても 有益だ」 

と 語るアーメダバードの 社会活動家の 発言を紹介している。 

41 インドはヒンディー 語を連邦公用語とし、 ベンガル語、 タミル語、 テルバ語など 英語を含めて 憲法 

では 17 の言語を公認している。 地域語も含めると、 1500 を超える母語があ るといわれている。 

42  Jawahar  も alNe ㎞ u  (1889-1964)  インド初代首相 首相在任期間 1947 年 8 月 15  日～ 1964  年 5 

月 27  日 

43 ネル ーは 著書の中で、 次のようにガンジ 一の自給自足主義を 批判している。 

「わたしは、 ガンジージが 永久に低 い 生活水準を目標としっづけるとは 思えない。 というのは、 それは 

不可能な目標であ るからであ る。 今日のような 膨大な人口ではいく っ かの国では生活してゆくことさえで 

きないだろう。 彼らは欠乏と 飢餓へのこの 逆行には 我， がならないだろう。 もっともインドのように、 私 

たちの現在の 生活水準が非常に 低い農業国では、 村落工業の開発で 大衆に少しばかりの 改善をもたらすこ 

とは可能であ る、 とわたしは思っている。 

しかし私たちは、 どの国も結びつきあ っているように、 世界の他の部分と 結びつきあ っている。 だから、 

わたしからみると。 私たちを切り 離して宙に浮かせることは 不可能なよさであ る。 したがって私たちは、 

世界という立場に 立って考えなくてはならない。 この立場によると、 狭い自給自足主義は 問題外であ る。 

わたし個人としては、 それはあ らゆる観点からみて 望ましくないと 考える。 

私たちが、 唯一の可能な 解決に導かれてくるのは 避けられないことであ る。 すな む ち 、 公 けの福祉のた 

めの生産の統制と 富の分配を持っ 社会主義秩序をまず 国境の内に、 それから、 ひいては世界全体に 樹立す 

るということであ る。 これをどういうふ う に実現するかは 別の間 額 であ る。 しかし、 現存の秩序によって 

利得を得ている 一部の人々が 変更に反対だからといって、 一 民族あ るいは人類の 幸福が押さえられてはな 

らないということは 明らかであ る」 ( ネルー 1979,514.515) 。 

。 。 資本財産業 (K 部門 ) 、 消費財・サービス 産業としての 工場生産 (Cl 部門 ) 、 小規模家内工業生産 (C2 

部門 ) 、 サービス (C3 部門 ) の四部門成長モデルであ り、 基本的にハロッドニドーマー・モデルを 拡張し 

たものであ る。 雇用と国民所得についての 最大限の成長率を 確保するという 観点から、 特に資本財産業に 

対する投資配分を 重視している。 

45 教育委員会 1964-66 の勧告は 、 次のような文章から 始まる。 「インドの運命は 、 我々の教室内で 形 

成されている。 我々が信じるよ う に、 これはレトリックなどではない。 科学技術の世界では、 人々の繁栄 

や 福祉、 安全のレベルを 決定することこそが 教育であ る (Aggarw 由 1992) 。 」 

46  1n 田 raGand 枯 (1917.1984)  インド第 5 代・第 8 代首相首相在任期間 1966 年 1 月 24  日～ 1977 

年 8 月 24  日 1980 年 1 月 14  日～ 1984 年 10 月 31  日 

47 p,V. N 打 as ㎞ 上 aRao (1921.) インド第 12 代首相首相在任期間 1991 年 6 月 21 日～ 1996 年 5 

月 16  日 
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48 インドには花嫁持参金ともい う べき「ダウリ」という 制度が存在する。 「ダウリ」は 金銭だけでな 

く 、 宝石 類 、 家電製品をも 含み、 その額は婚家の 社会的、 経済的地位、 花婿の教育、 職業によっても 異な 

る 。 金額は上流階級では 10 万ルピー、 中流階級で 2 一 3 万ルピ て 下層階級でも 1 万ルピーといわれる。 

花嫁の父親は 家庭の中の金目の 物一切を質に 入れ、 高利貸しに借りてまで 補 う という。 このような制度の 

存在が、 結婚で利益を 得るのは男子だけという 価値観を据え 付けると思われる。 

49 インドの 1T 産業とその技術能力が 脚光を浴びたのは、 1998 年以降、 コンピュータ 一の西暦 2000 

牢問題、 いわゆる「 Y2K 」への対応にインド 企業、 インド人技術者が 大きく貢献したことが 大きい。 「 Y 

2K 」問題へのインドの 大きな尽力が、 外国企業の信頼を 集め、 その後の IT 産業の飛躍に 結びついてい 

るといえる。 

"0 インド人 mT 技術者の需要が 高まる要因として、 彼らの優秀な 能力、 賃金格差に加え、 インドと欧米 

諸国との時差も 挙げられる。 インドとアメリカのシリコンバレーとの 間の時差は、 ちょうど昼夜逆転する 

関係にあ る。 そのためアメリカの 本社への発注のためにデータ 通信を用いてインドに 送り、 翌日朝に仕上 

げることで、 24 時間をフルに 活用することが 可能となったのであ る。 ( 榊原 2001,64-6 の 

。 ，インドにおける 就業者の平均年収は 18,000 ルピー ( 約 50,400 円 ) であ るのに対し、 1T 技術者の初 

任 給は月収で約 20.000 ルピー ( 約 56.000  円 ) 、 年収にすると 約 240,000 ルピー ( 約 672,000  円 )  にのぼ 

る。 またインド 最 難関の理工系大学といわれるインド 工科大学 (IIT)  の卒業生の初任給 ( 月収 )  は 、 平 

均で 65.000 ルピー ( 約 182,000  円 )  といわれている。 はルピー 坤 02.8  円で換算 )  ( 榊原 2001,77-78) 

52 M 持 umdar は、 将来予想 は れる知識労働者とサービス 労働者との二層分離に 関して、 次のように言 

及している (1999) 。 彼は、 一般に教育が 社会における 経済的不平等を 減少させると 信じられているが、 現 

実には教育システムは 知的かつ経済的不平等を 減少させるのとは 逆行するように 組織されている、 と指摘 

し、 経済学者はこの 現実に信頼おける 解答を生み出していない、 と批判している。 

，，特別 市 に分類される 大都市では、 初等教育から 後期中等教育に 至る 12 年間は地方自治体 ( 市 ) が 

管轄する。 

5 。 教育に関する 連邦政府と州政府の 関係では、 連邦政府は、 国家的重要機関とされる 図書館、 博物館、 

大学、 科学技術教育機関および 国立の職業教育機関、 科学研究機関などの 諸機関を管轄 し 、 高等教育機関・ 

科学技術教育研究機関の 水準の調整と 決定を行 う とされている。 また共同事項として 経済社会計画、 職 

業 ・技術的労働力の 養成があ げられる。 州政府は、 連邦事項および 共同事項以外の、 大学を含む教育全般 

を 管轄するとされている。 

，，平成丁 4 年度より日本の 公立学校では 完全週休二日制になり、 授業日数は約 180 日となっている。 

56 インドの学校制度は 基本的に 10+2+3 制に統一されつつあ るが、 州によって相違があ る。 
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第 4 章 教育制度改革への 国内的財政アプロー 

  
第 1 節 インドの教育と 地方自治制度 

本章では、 連邦の成り立ち、 州 、 下級地方自治体の 性格を確認して、 それらを背景として 

インドの中央・ 地方財政の特徴を 検討する。 さらに後半では、 各州の識字率、 教育サービ 

ス 支出との関連に 焦点を当て、 各州の教育の 財政的特徴を 検証することで、 教育政策に対 

する財政的特徴を 言及する。 

インドは宗教、 言語、 カーストなど、 社会を垂直的、 平面的に分断する 多くの要素を 持ち、 

その多様性を 全て包括する 形で一つの連邦国家として 成立してきた。 インドのフェデラ ッ 

ズム はそのような 背景の上に成り 立っている。 教育も州政府が 中心に管轄する 部門ではあ 

るが、 識字率向上など 国家的課題に 対処するためには 中央政府の強力な 指導力も不可欠で 

あ ろう。 しかし、 教育に対する 政策を念頭において 財政を検証すると、 現状に対して 決し 

て 十分とはいえな い 状況にあ る。 90 年代以降、 インド経済が 急速に発展し、 教育の重要性 

が増しているにも 関わらず、 財政総支出中に 占める教育関連支出の 割合は減少の 一途を辿 

っている ( 表 4-10 、 表 4-11 参照 ) 。 本章で、 教育制度改革に 向けた財政の 現状を分析する 

ことは、 第 2 章で示した教育が 抱える具体的な 課題の解決に 向けて重要であ る。 

1 一エ インド連邦制の 特徴 

インド は 三権 分立、 議会制民主主義、 連邦政体という、 三つの柱から 成る統治体制を 取っ 

ている。 

インドの統治機構における 特徴は、 憲法で連邦制を 採用して各州の 自治権 を認めている 一 

方で、 実態は極めて 中央集権 的色彩が強いことであ る。 

1935 年、 イギリス統治下において 定められた「インド 統治 法 」で、 連邦制の採用、 中央 

における両頭政治 ( 総督と立法参事会の 二系統 ) 、 州における全面的な 責任自治の導入が 定 

められた。 州 レベルの自治の 経験と実績は 大きく、 宗教や言語の 多様性を維持して い く 上 

で インド統治に 大きな貢献を 果たした。 一方で 47 年の独立に際し、 ヒンドゥーとムスリム 

との対立が激化し、 英領インドからインドとパキスタンの 分離独立を招く 結果となった。 

このような独立時の 歴史的背景として、 当時のインド 中央政府には 次の二つの課題があ っ 

た 。 第一に 、 印パ 0 分離独立からインド 政府の中に国家保全への 不安が強まり、 連邦制を 

採用する一方で、 統一国家を建設・ 維持するために 中央政府は統一を 維持する カ として 強 

力な 権 限を持つことが 必要であ った。 第二に、 藩王国のインド への統合， " 、 すなむち藩主 

国をインド自治領に 吸収し 、 州 として再編 し 市民権 を統一する必要があ った。 州の多様な 

地域性を認めながら、 一方で統一国家の 建設と国民の 創出に取り組まなくてはならず、 そ 

のためインドは 連邦制を国家の 統治体制として 定めながら、 実質的に中央集権 的な形態を 
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強化していった。 このような現実を 踏まえ、 近藤 (2000) はインドの連邦制の 実態に関し 

て 「疑似連邦制」という 用語を用いて 論じている。 

エー 2  連邦政府について 

インド憲法は 1949  年 11 月 26  日に採択、 1950 年 1 月 26  日に施行され、 世界で最も長大 

な 憲法といわれる。 このインド憲法を 元に、 連邦政府の統治形態と 行政権 の内容を確認す 

る 。 

インドの統治形態は 連邦制であ る。 中央の統治機構において、 憲法上大統領の 権 限は絶大 

であ る。 連邦政府の行政権 は大統領に属し、 大統領または 大統領に従属する 官吏を通じて 

行使される。 大統領はインド 国防軍の最高指揮権 を有し、 非常時に際して 州の立法、 行政 

権 に対してこれを 接収する権 限を持っている。 大統領は、 連邦議会の被選出議員、 州立法 

議会の被選出議員からなる 選挙人団から、 比例代表制に よ る単記委譲方式、 秘密投票で選 

挙される。 大統領の任期は 5 年で、 再任も認められている。 

インドで連邦の 行政権 を実際に握っているのは、 首相を長とする 大臣会議であ る。 三権 令 

立の原則に立ち、 大臣会議は下院に 対する連帯責任を 負い、 議会の信任があ る間ほ政権 を 

担当する。 首相は大統領により 任命され、 その他の大臣は 首相の助言に 基づき大統領によ 

って任命される。 大臣会議 (Council of Ministers) は閣内相、 閣覚相、 副大臣の全員で 

構成される。 閣内相は内閣を 構成し、 政府の最高政策の 決定に参画する。 閣覚相は内閣の 

構成員ではない。 しかし自己の 担当する省に 関する事項が 問題となったときは 出席する。 

大臣は原則として 上下いずれかの 議員であ ること必要であ るが、 議席を得ていない 場合は、 

大臣就任後 6 カ月以内に選挙によって 議席を確保しなくてはならない。 

議会は二院制をとっており、 両院と大統領でインド 議会を構成している ( 第 7 9 条 ) 。 ヒ 

ンディー語で 下院はローク ，サバ (Lok  Sabba) 、 上院はラージャ・サバ (Rajya  Sabba)  と 

呼ばれる。 大統領は両院の 議員でもなく、 また両院の立法審議に 参加するわけでもない。 

しかし、 大統領は議会において、 両院に召集、 停会、 解散、 両院で可決した 場合の法案認 

証など、 重要な機能を 果たす議会の 構成部分となる。 

ローク。 サバ ( 下院 ) の定員は 545 名で、 満 1 8 才以上の成人男女を 有権 者とする直接 選 

挙 によって選出される。 1 選挙区 1 議席の小選挙区制であ り、 任期は 5 年であ る。 被 選挙 

権 は 2 5 才以上であ る。 またローク・サバの 全議席 中 7 8 議席は指定力 一 スト (Scheduled 

Caste 、 以下 SC  とする ) 、 3  8  議席を指定部族 (Scheduled  Tribe 、 以下 ST  とする )  に留保 

することになっている 58 。 大統領はアングロ・インディアン 社会の政治的意見が 反映され 

ていないと判断したとき、 彼らのために 2 名を指名することが 出来る。 またローク・サバ 

には解散があ る。 

ラージャ・サバ ( 上院 ) は定員 250 名であ り、 議席の割り当ては 州 および連邦直轄 頃 の 人 

口此 に即して決定される。 ラージャ・サバは 解散が無く、 任期 6 年、 2 年ごとに議員の 3 

分の 1 ず つ が改選される。 被選挙権 は 3 0 才以上であ る。 州ごとに各政党の 州議会議員の 
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議席数に応じた 比例代表制に 基づき、 州立法議会の 議員が選挙する。 連邦領域の場合は、 

沖 l 立法議会に相当するものが 存在しないので、 議会が法律に よ り規定する方法で 選挙する。 

これはう 一 ジ ャ ・サバが州の 代表から構成されるという 性格を保証するためであ る。 ラ一 

、 ジャ・サバは 定員 250 名の内、 大統領にょり 任命された文学、 科学、 芸術および社会事業 

等に関する学識経験者 1 2 名を含む。 これは「才能、 経験の代表」というアイルランド 共 

和国の上院の 方式に影響を 受けたものといわれている。 議席の割り当ては、 州 および連邦 

領域の人口を 基準にし、 最初の人口 500 万人まで 100 万人にっき 1 名、 500 万人を越す場合 

100 万人以上 200 万人までにつき 一議席を加えることになっている。 

両院の性格を 考察すると、 ローク・サバは 直接選挙制を 採用していることで、 国民一人一 

人の政治的意志を 国政に反映させる 議会といえる。 一方でラージャ ，サバは州立法議員に 

よる間接選挙制によって 選ばれること、 州 議会議員の議席によって 比例代表制を 採用して 

いることなどの 理由から、 国民個人よりも 州 それぞれの事情を 国政に生かす 議会であ ると 

位置づけることが 出来る 59 。 

ちなみに日本の 衆議院は定員 500 人、 参議院は定員 247 人であ る。 インドのローク。 サバ 、 

ラージャ・サバの 定員と比較しても 遜色ないが、 日本とインドの 人口 ( 日本 : 約 1 億 2000 

万 、 インド : 約 10 億 ) や 国土面積 ( インド : 3288 千平方㎞、 日本 :378 千平方㎞ ) の違 い 

を 考慮に入れると、 インドの国会が 日本と比較して 非常に少ない 議員定数で運営されてい 

る とが 瞬丑 角革できる。 

エー 3  州政府について 

インドには現在、 2 8 の 州と 6 つの連邦直轄 地 が存在する 60 。 そのうち 1 5 余りの州は 

ほ ほ 地域言語の使用領域の 境界に沿って 編成されている。 連邦直轄地は 首都 デリ Ⅰ アラ 
ビア海に浮かぶ さカヂイ ブ諸島、 ミヤンマー沖のアンダマン 諸島、 ニコバル諸島などであ 

る 。 

州 行政は中央行政とほほ 相似形をなしている。 中央レベルにおける 大統領に相当する ポス 

トが 、 知事 (governor) であ る。 州の行政権 は知事に属し、 知事により直接または 知事に 

従属する行政官僚組織を 通じて行使される。 知事は大統領が 任命し、 大統領の意に 反しな 

ぃ 限りその職を 保持する。 そのため州知事の 政策は中央の 意向に沿わなければならない 側 

面 が大きく、 州 としての独自政策が 弱まる傾向があ る ( この問題は別の 節で改めて論じる ) 。 

知事の任期は 5 年であ り、 知事を補佐 し 助言するために、 州 首相を長とする 州大臣会議が 

おかれる。 しかし州知事と 比較して、 実際上の行政権 限は州大臣会議が 持っている。 川音 

相は 知事が任命し、 州 大臣は州首相の 助言に基づいて 知事が任命する。 州 大臣会議は州立 

法 議会に対して 連帯責任を負 う 。 

州 議会の多くは 一院制であ るが、 ビハール、 ジャン ム ・カシミール、 タミル・ ナドゥ、 マ 

ハラシュトラ、 力 ルナータカ、 ウッタル・プラディーシュの 6 州は二院制を 採っている。 

一院制の場合、 州 議会は立法議会 (Legislative Assembly) 、 二院制の場合は 州議会の一方 
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を 立法議会、 他方を立法参事会㏄ egislat ぇ ve C0uncil) と呼ぶ。 ヒンディー語では、 立法 

議会をヴィ ダ一ン ・サバ (Vidhan Saba) 、 立法参事会をヴィ ダ一ン ・パリシヤド (Vidhan 

Parishad) と 称する。 州 議会は中央議会の 国会の構成に 倣っており、 ローク。 サバに相当 

するものが立法議会、 ラージャ・サバに 相当するものが 立法参事会であ る。 定数は立法議 

会が州人口に 応じ 6 0 名以上 5 0 0 名以下、 立法参事会は 4 0 名以上で構成され、 州立法 

議会の議員総数の 3 分の 1 を超えてはならないと 定められている。 

州知事は州議会の 多数派によって 選ばれる。 しかし州知事もしくは 連邦政府の見解により   

沖 l の統治に運営不能の 事態が発生したとき、 憲法上の非常事態として 大統領は J 、 l 、 l の統治機 

構を停止し、 州政府および 州立法に帰属する 全ての権 限を大統領および 国会に移管する 権 

限があ る ( この条項に関しては、 エー 5 で改めて実態を 論じたい ) 。 

エー 4  中央 と 州の管轄事項について 

中央と州の専管事項は 憲法第 24 6 条第 7 付則で定められている。 

中央に属する 主なものは、 国防、 原子力 ェ ネルギⅠ武器・ 弾薬、 中央情報機関、 外交、 

外交領事通商代表、 国際連合、 条約、 開戦・講和、 公民権 、 犯罪人引き渡し、 川除取引、 

鉄道、 航海、 航空、 郵便・通信、 造幣、 外債、 インド準備銀行、 外国貿易、 会社の設立・ 

規制、 銀行券、 為替手形、 保険業、 株式取引、 特許、 産業監督、 鉱山・鉱物、 鉱油資源の 

規制・開発、 人口調査、 連邦公務、 選挙、 国会特権 、 最高及び高等裁判所・ 連邦公務員の 

組織構成などであ る。 

州 に属する権 限は、 公共秩序、 警察、 司法行政、 教育、 農業、 水資源、 土地、 森林、 漁業、 

沖 l ぬの 取引、 地方選挙、 地方議員特権 、 州 公務、 などがあ る。 

中央・州の両方で 共同管理するものとして、 刑事法、 刑事訴訟法、 婚姻・離婚、 農地以覚 

の 財産の譲渡、 契約、 破産、 支払不能、 民事訴訟、 経済社会計画、 労働計画、 社会保障、 

労働福祉、 物価統制、 工場、 電力などがあ る。 それ以外の残余主権 は中央に帰属すること 

になっている。 

インドでは中央主導で 進められる 5 ヵ年計画があ るが、 その計画がインド 連邦主義の中央 

集権 的性格を強めているという 一面に留意しておかなくてはならない。 統一的、 包括的な 

5 ヵ年計画において、 本来、 州の管轄事項に 含まれる農業、 潅漉 、 土地改革、 村落共同体   

開発、 社会福祉などが 全て中央管轄におかれている。 これは明らかに 州 管轄事項に対する 

中央の介入であ るといえる。 

エー 5  インドの権 力集中メカニズム 

インドは各州の 多様性尊重のため 連邦制を採用しているが、 それは国家の 亀裂を招く大き 

な 要素にもなりうる。 事実、 1947 年の独立の際、 ヒンドゥーとムスリムとの 宗教上の対立 

からパキスタンとの 分離独立を余儀なくされた。 独立以降もカシミール 6 、 や パンジャブ 62 

などで帰属問題が 生じているし、 タミル・ ナドクや アッサムでも 地域主義運動が 台頭した。 
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また旧藩 王 勢力をはじめとして、 地方政府、 諸組織による 中央政府への 政治的抵抗があ る。 

西 ベンガルやケラ ラ では、 州 議会において 共産党をほじめ 中央政府と対抗する 左翼政党の 

力 が強 い 6¥ 。 

構造上は権 力非集中が制度化されているが、 前述のようにインド 憲法 356 条では、 州知事 

もしくは連邦政府の 見解により、 州の統治に運営不能の 事態が発生したとき、 憲法上の非 

常事態として 大統領は州の 統治機構を停止し、 州政府および 州立法に帰属する 全ての権 限 

を大統領および 国会に移管する 権 限が認められている。 権 力非集中を原則としながら、 状 

況 により連邦への 権 力集中を認める 一面もあ る。 このような事例は 必ずしもインドが 特月 @J 

なわけではない。 米国をはじめ 多くの連邦制国家が、 非常時に連邦 権 が州権 に優越するこ 

とを認めている。 

多くの連邦制国家では、 この場合の「非常時」を 戦争、 災害、 恐慌など国家の 危機的状況 

としており、 そのような場合に 限り、 連邦 権 を州権 に優越することができると 定めている。 

インドもその 条項においては 例外ではない。 

しかしこの場合の「非常時」の 解釈において、 インド独自の 特徴が見られる。 インドでは 

他の連邦制国家と 比較して、 この「非常事態」条項の 悉 意性と 濫用が顕著なのであ る。 そ 

の 要因として次の 三点が挙げられる。 第一に「非常時」の 判断に客観性がないこと、 第二 

に大統領の名で 実施されるが 実際は連邦首相の 判断によって 行われること、 第三に国家政 

府 としての連邦政府としてよりも、 州政府との関係を 重視した連邦政府に 重点が置かれ、 

非常事態宣言によって 連邦政府が州政府を 支配する手段として 用いられていること、 など 

であ る。 

以下に、 インド連邦政府の 主な非常事態宣言とその 特徴を記す。 1950 年代にケララ 州で 

成立した初の 共産党政権 解体を初めとして、 60 年代には 8 州で非会議派政権 を瓦解に追 い 

込んだ。 70 年代から 80 年代にかけて、 インディラ・ガンジー 首相個人への 権 力集中のため 

に 幾度も利用されている。 

  1957 年、 ケララ州でインド 初の共産党政権 が成立した。 インド国民会議派 ( 以下、 会 

諸派とする ) の 川 組織が共産党州政府を 妨害するため、 暴動を誘発した。 59 年、 連邦 

政府は州政府の 統治能力喪失を 理由に、 非常事態を宣言し 共産党政府を 解体させた。 

  1967 年、 第四回総選挙において、 会議派は連邦レベルでか ろう じて政権 を維持したが、 

州 レベルでは 8 州で野党に転落した。 西 ベンガル川やケララ 州で統一戦線政府 ( 左派 

共産党が参加する 度 会議派政権 ) 、 タミル・ ナ ドゥ州では ド ラヴィ ダ 進歩同盟に よ る 

非会議派政府、 ウッタル・プラ ヂイー シュ州ではインド 革命党を中心とした 連立政権 

が成立した。 会議派連邦政府は 反会議派州政府に 対し非常事態規定を 適用し、 刑政権 

を 瓦解させた。 

  インディラ・ガンジー 首相は 1975 年、 F.A. アーメッド大統領の 国内治安に対する 

脅威を理由に 非常事態宣言を 発令した。 この非常事態宣言は 実質的にインディラ・ ガ 

ンジ一の個人的事情と 無関係ではなく、 政治的延命を 狙ったものであ った。 71 年の総 
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選挙での選挙違反行為を 対立候補に訴えられ、 75 年になって高裁有罪判決を 受けた。 

当選は無効とされ、 ローク・サバ ( 下院 ) 議席の剥奪、 六年間の公職被選挙権 の剥奪、 

20 日間の執行猶予を 判決した。 インディラ・ガンジ 一の強権 政治への反感から、 77 

年 、 第六回総選挙では 北インドの ヒンヂィ 一話 圏 6 州で会議派が 後退、 敗北した。 47 

年 以来、 政権 を維持してきた 会議派は野党に 転落、 ジャナタ党が 政権 に就いた。 ジャ 

ナタ常政権 は州の会議派政権 を解体させるため、 非常事態宣言を 行った。 

  1980 年、 総選挙で政権 に復帰したインディラ・ガンジーは 再度権 力集中を行い、 ウッ 

タル・プラディーシュ、 オリッサ 、 ビハール、 ラジャスターン、 マッ ヂィヤ ・プラデ 

イー シュ、 グジサラート、 タミル・ ナドゥ 、 パンジャブ、 マハラシュト ラ の 9 州の州 

政府を解任し、 州 議会解散を図った。 これによりインド 全州が大統領統治を 経験した。 

連邦制を採用して 州独自の自、 治を尊重しながら、 一方で、 連邦政府の極めて 強権 的な州政 

権 解体、 大統領の直接統治がたびたび 行われる理由として、 インドにおける 州政府の影 

力の大きさがあ る。 国政レベルでは 長期政権 であ った会議派政権 が下野した後も、 ジャナ 

タ 党や現政権 のインド人民党 (B 皿 ) など非会議派政権 が成立し、 選挙を通じた 権 力非集中 

ダイナミズムが 作用している。 州政府や州政党は 多様性を持つインド 社会において 地域の 

特色をより具現化する 主体であ り、 地域アイデンティティを 担 う 存在であ る。 印パ 0 分離 

独立を経験したよさにインド 社会には様々な 亀裂が存在している。 連邦政府はそのような 

社会の亀裂が 分離独立運動を 引き起こす以前の 段階で、 何らかの政策的手段により 押さえ 

込むことが最重要な 課題とみなしている。 しかし、 このような連邦政府の 主導性は、 教育 

をはじめとする 人間開発の分野でほ 全く発揮されていないのであ る。 

エー 6  基礎自治体 ( 都市部 ) について 

基礎自治体とは、 大きく都市団体と 農村団体に分けられる。 これらは日本で いう 市町村に 

当たる。 基礎自治体は 直接には中央連邦政府とは 交渉権 を持たず、 中央連邦政府は 地方官 

治 体に対して政府助言勧告や 準則の作成などを 行 う のみに限られている ( 但し、 連邦直轄 

地は除く ) 。 基礎自治体は 1992 年のパンチャー ヤト 法制定によって、 それまで州政府が 直 

接 統治していた 状態から、 独自の自治権 が認められる よう になった。 同法制定にょり 基礎 

自治体の憲法上の 地位は保証されたが、 それでも 州 議会を通すことが 必要な状況は 存在し、 

地方自治の機構、 実態は州によって 大きく異なる。 

都市の地方自治体は 5 種類あ る。 特別 市 (Municipal Corporation= 都市法人 ) 、 一般市 

(Municipallty) 、 準一般市委員会 (Notlfled 肚 ea Co ㎜ ittee) 、 町 委員会 (To Ⅶ 虹 ea 

co ㎜ 土 ttee) 、 そして兵営地区白 Y 台 体 (cantonment  Board)  であ る。 兵営地区自治体は 軍の 

宿舎に限られる 特殊な自平台体であ る。 

特別市は州都などの 大都市のみに 置かれ、 その決定は州政府の 裁量に任されている。 特別 

市 に指定されると、 自治権 、 課税権 が大幅に認められ、 活動、 公務員制度、 財政等の面で 

有利になる。 公選の議会、 常任委員会、 構成員選出の 首長 ( 市長 ) 、 州政府が任命する 市営 
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理官 (Municipal Co ㎜ issioner) が組織の主要構成員であ る。 市長は儀礼面を 受けもち、 

執行権 は市管理官が 握っていることが 多い。 連邦における 大統領と首相、 州における知事 

と州 @ 臣会議の関係と 同様、 長と実際に行政を 執行する者とが 分離している。 市議会は委 

員 会を起き、 通常この委員会を 通じて活動する。 

事務上の権 限としてほ水道、 衛生、 住宅、 都市開発、 初等教育などがあ る。 また警察権 は 

州 に属している。 

一般市はおおむね 人ロ 1 万から 2 万 5 千人当たりが 目安となる都市を 示す。 特別 市 と比較 

すると、 一般市は自治権 が小さく、 細部に渡り州政府の 監督、 指導を受ける。 組織は州に 

よって様々な 形態があ るが、 公選の議会、 執行部または 財政委員会、 議長、 執行機関の首 

長などが置かれている。 

準一般市委員会は 一般市に成長しっ っ あ る地区の行政主体、 町委員会は農村での 小 都市に 

置かれるものであ る。 

エー 7  基礎自治体 ( 農村部のパン テャ 一ヤ ト ) について 

マ ハトマ・ガンジーは 独立当初、 インドの経済開発に 農村の果たす 役割を極めて 重視して 

いた。 インドにおいて 村落共同体は、 基本的社会構造の 柱を成すものとして、 合同家族、 

カースト制度などとともに 論じられてきたものであ る。 

農村地帯の自治制度は 村々により多様な 仕組みが存在するが、 総称してパンチャー ヤト 

(Panchayati Raj) 制度と呼ばれる。 

パンチャー ヤト とは、 村の行政、 経済、 社会、 司法、 警察などの機能などを 行 う ための 村 

人の組織を指すものとして、 インドでは一般に 理解されている。 邦語文献では「五人によ 

る 行政」または「正長老会議」などと 訳されている。 ムガール帝国時代から、 五人の村人 

が村落共同体の 世話をするよさに 任命される慣習があ り、 そのための会議がパンチャー ヤ 

ト という用語の 起源になったと 考えられる。 しかし、 現在のパンチャー ヤト 会議は必ずし 

も 五人ではなく、 機能的な意味を 主としていると 考えられる。 

パンチャー ヤト 制度はインドの 伝統社会に根付いているが、 イギリスの植民地支配の 近代 

他行政のもとで 一時的にその 機能を失っていた。 今世紀に入ってパンチャー ヤト 制度に新 

たな価値を見いだしたのは て ハトマ・ガンジー (Mohandas KaramchandGandhi) であ る。 

彼はインド独立に 向けて村落の 民主的自立を 最重要課題の 一つとし、 冬杜に一つのパンチ 

ャ 一ヤ ト を設け、 独立運動の拠点と 考えたのであ る。 

独立当初は上層カーストの 支配を固めるだけという 理由から、 農村の自治確立に 反対する 

声も多かった。 しかし、 憲法第 40 条において「国家は 村落パンチャー ヤト を組織し、 自 

治単位としての 機能を果たすのに 必要な権 限を与える措置を 採るものとする」と 表現し、 

独立インドの 政治的課題として 位置づけることになった。 自然村としてのパンチャー ヤト 

を 維持しつつ、 行政 村 として新たに 再編成していったのであ る。 

農村の地方自治は 州の管轄事項に 属する。 そのため各州によって 制度的差異が 見られる。 
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中央政府は政府文書などで 各州のパンチャー ヤト において共通する 点をまとめているが、 

実態は州、 地域などにより 様々であ る。 

近代的自治体としての 機能は独立当初から 認められていたパンチャー ヤト 64 だが、 その 

自治権 が 1992  年に憲法上で 認められるよ う になった。 同年の第 7  3  次 ( 農村部 ) 、 第 7  4 

次 ( 都市部 )  憲法修正 (The  Constitution  (Seventy-Fourth Amen ㎞ ent)  Act  l992  on 

Municipalities) によって、 パンチャー ヤト は中央、 州 と並んで憲法上の 地位を与えられ 

た。 同修正はパンチャー ヤト 制度の確立を 州政府に義務づけ、 内容的にもパンチャー ヤト 

制度の運営を 詳細に規定した。 選挙はこれまで 伝統的に全成人村民の 大会 ( グラム・サバ ) 

で 行われることが 多かったが、 選挙委員会が 管理する選挙で 選ぶ よう に改正された 

パンチャー ヤト の構成にも規定を 設け、 最低 3 分の 1 を女性に留保し、 また指定力一ス 

ト ・部族にも留保枠を 設けた。 任期は 5 年で、 任期満了前に 解散された場合には 6 カ月以 

内に選挙を義務づけている。 但し、 パンチャー ヤト 自治が州の管轄事項に 属しているため、 

同修正では骨格を 規定しているに 過ぎない。 詳細については 州政府に最大限のイニシアチ 

ブを 与えている。 5 年ごとに財政委員会を 設置し、 パンチャー ヤト への財政移転の 具体的 

配分を決定することになっている。 

エー 8  小指 

本節では、 インドの財政制度を 考察する双段階の 作業として、 中央。 州 。 地方の行政組織 

を 概観してきた。 インドの 各級 政府機構に関して、 その特徴を整理する。 

第一の特徴として 挙げられるのは、 憲法上で連邦制を 採用しながら、 実態は極めて 中央集 

権 的色彩が強い 形態を有していることであ る。 古くから旧藩主勢力の 影響を抱え、 多くの 

言語、 宗教、 カーストなど 多様性を内包したインドは、 ヒンドクーとムスリムとの 宗教上 

の対立から、 独立時にパキスタンとの 分離独立という 事態を招いてしまった。 独立後も、 

カシミール紛争を 初め国内の様々な 地域でインドからの 分離独立運動が 頻発してきた。 独 

立から 50 年の間、 インドがその 多様性を保ったままで 一国家として 機能してきた 大きな 要 

因は 、 州政府への分権 化と中央政府への 集権 化が並行していたそのインド 独特の統治機構 

が 挙げられるだろう。 

第二に、 パンチャー ヤト にみられる下級自治体の 存在があ る。 パンチャー ヤト はムガール 

帝国時代から 存在した伝統的村落組織であ り、 イギリス統治時代には 一時、 その力を失い 
ながらも、 インド独立後に 至るまで村の 間 題 ・紛争解決などに 多くの役割を 果たしてきた。 

政府は長い間に 渡ってその機能の 重要性を認めながら、 しかし自治体として 憲法で認めら 

れた組織ではなかった。 

1990 年代に入って、 パンチャー ヤト の地域に果たす 重要性が認識され 始め、 92 年インド 

憲法第 73 次、 第 74 次修正により、 憲法でようやく 正式に基礎自治体として 認められた。 

一方でパンチャー ヤト [ こはその財政能力の 向上や、 人材育成などまだ 多くの問題が 山積し 

ているが、 このような農村共同体が 地域づくりに 果たす役割は、 貧困にあ えぐ多くの発展 
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途上国において 極めて重要な 存在になるだろう。 初等教育、 医療、 保健衛生などの 分野に 

おいては、 物質的尺度ではなく 人対人の関係においてその 豊かさが享受される 性質があ り、 

単に経済的支援を 拡大させるだけでは 達成されないのであ る。 今後のインドの 発展のため 

には、 教育、 医療、 保健衛生などべーシック・ヒューマン。 ニーズの充実が 最重要課題で 

あ り、 そのためにはパンチャー ヤト の果たす役割は 大きいといえる。 

第 2 節 インドの地方財政とその 集権 的側面 

地方自治を有効に 機能させるためには、 制度とともに 重要なのはその 財源であ る。 本節で 

は 、 前節で検証したインドの 地方自治を踏まえ、 中央政府、 州政府の財政状態について 分 

析を加える。 

2 一エ インドの中央政府財政の 特徴 

表 4-1 に 2003 一 04 年度のインド 中央政府の税収構成を 示した 

2003-04 年度のインド 中央政府の総税収は 2 兆 5,435 億ルピ一であ り、 その内、 6577 億ル 

ピー (25.9%) が連邦 税 分与として州政府へ 移転される。 総税収中の約 4 分の 3 が中央 政 

府の財源となり、 約 4 分の上が州政府の 財源となる。 

中央政府の純税収の 内訳について 分析する。 細税収には、 法人税からサービス 税 まで 1 3 税 

目があ るのだが、 大きな割合を 占めるのが連邦消費税 (35.7%) 、 次が法人税 (25.0%) 、 

関税 (19.1%) 、 個人所得税 (16.3%) であ る。 

中央政府の財源の 特徴は、 間接税を中心とするため 逆進性が高 い ことであ る。 

次の表 4-2 で、 中央政府支出中に 占める補助金の 割合を比較してみる。 この表は欧米先進 

回 、 インドを始めとするアジア、 アフリカの途上国を 取り上げてまとめたものであ る。 

1995 年のインドの 中央政府支出中に 占める補助金の 割合は 33% 、 2003 年の同様の数値は 

29% であ る。 表 4-1 で示した連邦 税 分与の占める 割合 (25.9%) より約 4% 高くなって お 

り 、 増加分が中央政府から 州政府への貸し 付け分であ る。 1995 年のデータでエチオピア、 

ケニア、 スリランカ、 パキスタン、 インドというアフリカ、 南アジアの 5 つの途上国を 比 

敵 してみると、 この中でインドは 33% を補助金が占めておりその 割合は最も高い。 2003 年 

になるとパキスタンの 割合が大きく 伸びている (1995 年 : 2% から 2003 年 :43%) が 、 イ 

ンド は 29% と およそ 3 割、 スリランカはおよそ 2 割を保っている。 一方で中造国ともいえ 

る ブラジルは 1995 年の数値で 66% を補助金が占めているし、 イギリス、 フランス、 アメリ 

カ合衆国など 欧米先進国は 軒並み 5 割から 6 割を超え、 ドイツはその 8 割を補助金が 占め 

ている。 このように発展途上国の 政府間財政移転は、 先進国と比較するとその 割合は低い。 

しかし途上国の 中でインド、 ブラジルのような 連邦制を採る 大陸国家は、 先進国ほどでは 

ないが、 財政移転の占める 割合が比較的高いことが 分かる。 補助金を通じて 連邦の分裂 瓦 

解 なくい止め、 一体性を維持しょうとしているのであ る。 

次に税 体 収入も含めた 中央政府の経常収入 ( 表 4-3) を確認する 
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経常収入 3 兆 3910 億ルピ一のうち、 税収は 1 兆 8858.2 億ルピ一であ り経常収入の 55.6% 

を占めている。 一方で、 利子収入、 配当利潤など 税体 収入は 1 兆 5051.8 億ルピ一であ り、 

経常収入のうち 44.4% を占めている。 つまり税収 と税外 収入の比は 5 6 対 44 であ る。 経 

常 収入牢、 5 割を超える税収内訳は、 所得税 ( 個人所得税、 法人税、 利子 税 、 支出 税 ) 、 財 

産資本取引 税 ( 遺産税、 富裕 税 、 贈与税 ) 、 物品サービス 税 ( 関税 " 、 連邦消費税 66 、 その 

他 ) 、 連邦直轄 税 04 つに 分類できる。 経常収入全体に 占める割合は 所得税 30.9% 、 物品サ 

ービス 税 43.8% であ る。 

この数値から、 物品サービス 税は中央政府税収の 多くを占めており、 経常収入中でも 4 割 超えていることが 分かる。 所得税は、 経常収入の 3 割を占めてお @ 産 税、 富裕 税 、 贈 

与税などの財産資本取引税は 極めて少ない。 この数値からインドの 中央政府経常収入では、 

直接税よりも 間接税に対する 比重が高いといえる。 

表 4-1 2003 一 04 年度 インド中央政府税収構成 ( 単位 : 1000 万ルピ づ 

総税収 254,348.@24 

法人税 63,562.03 

個人所得税 41,379.29 

ホテル受領 税 0 ． 07 

利子 税 一 46. 27 

その他 50.46 

資産税 一 0. 38 

富裕 税 135.83 

贈与税 0. 72 

関税 48,629.22 

連邦消費税 90,774.31 

卸売 税 77.02 

サービス 税 7,890.71 

その他 Ⅰ， 236,80 

連邦直轄 税 658.  43 

連邦親分与 65 ， 766.@40 

中央政府税収 188,581.84 

""                                       。 '"   "'"; 一 "'   
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表 4-2  主要国の中央政府支出中に 占める補助金の 割合 ( 単位     %) 

1995 年 2003 年 

インド 33 29 

エチオピア 18 
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 ブラジル 66 

イギリス 53 54 

フランス 58 60 

アメリカ合衆国 62 

ドイツ 80 81 

出所 )  World  Bank  の℡ (http ツ /devdata.wo 田 dba 血 ・ 0 ㎎ /wdl2005/home.htm) 
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表 4-3  2003 一 04 年度インド中央政府経常収入 ( 単位 : 1000 万ルピ づ 
  

2003-2004  年度 

経常収入総額 339100. 13 

l 総税収   254348.24・ 

  所得税   104945.58   

  財産資本取引 税 136.17   

l 物品サービス 税   148608.06   

l 連邦直轄 税   658.43   

@ 連邦 税 分与   65766.40   

l 中央政府税収   188581.84   
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2 一 2  インドは「大きな 政府」 か 

表 3-5 にインド、 中国、 ブラジル、 欧米諸国の中央政府歳入歳出の 対 GBP 比を示した。 

表 4 Ⅱ 1995 年、 2003  年の中央政府歳入。 歳出の対 GDP  比 ( 単位 : %) 

  l 歳入 (%) l 歳出 (%)   

1995 年 2003 年 1995 年 2003 年 

インド 12. 3 11. 6 14. 5 16. 1 

アメリカ合衆国 l Ⅱ・ 8. l 17.4   且，れ ・ l 21.0   

イギリス   37.3   36.0   37.2   39.7   
l
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  23.5     23.9     

ffi@f)@ World@Bank@<D@HP@ (http://devdata worldbank ， ， org/wdi2005/home ・ htm) 

例の・ r7 ガワ ev 臼 lop Ⅲ e 血方正コ dic 』 す つ ダ @S  ノウワ互 

初めに中央政府の 歳入 ( 税収・非税収 ) に関して他国と 比較する。 インドの歳入は、 1995 

年は GDP  比 l2.3%0 、 2003  年は同 11.6%0 を占めている。 歳出は、 1995  年は GDP  比 14.5%  、 

2003  年は同 16.1%  であ る。 アメリカは歳入 17.4%  、 歳出 21.0%  (2003  年 )  であ り、 イギ 

リス、 フランス、 ドイツは税収に 関しては 30% から 40% に及んでいる。 中国は歳入のみの 
データだが、 1995  年の対 GDP  比 5.7%  、 2003  年は同 8.9%  になっている。 ブラジルはどち 

らも 1995 年の数値で、 歳入 23.5% 、 歳出 23.9% の割合であ る。 インドと諸覚国とを 比較 

してみると、 欧米先進国だけでなくブラジルのような 中 造国と比較しても 中央政府蔵 人 規 

模は決して大きくない。 

インドは独立から 1980 年代末にかけて、 高率の関税を 設定し、 国営企業を中心とした 公 

兵部門を重視し「社会主義型混合経済」体制を 採用、 輸入代替工業化政策によって 経済開 

発を進めてきた。 80 年代末から 90 年代初めの経済停滞もこの「大きな 政府」の非効率性が 

大きな要因の 一つとされている。 この指摘に誤りほないが、 こうして各国中央政府の 税収 

をその GDP との比較において 考察すると、 インドの予算規模は 決して大きくなく、 財政 

面 に限ると欧米先進国以上に「小さな 政府」であ ることが理解できる。 さらに興味深いこ 

とに、 「小さな政府」を 目指しているにも 関わらず、 95 ～ 03 年の間に歳入、 歳出の対 GDP 比 

は 増加している。 このような事実を 考慮に入れても、 インドは依然として「 刀 、 さな政府」 

といえる。 

むろん政府が「大きい」 か 「小さい」かは、 財政予算の規模だけで 比較できない ( 国営・ 

公営企業部門も 考慮に入れる 必要があ る ) 。 同様に、 筆者は、 政府部門の官僚主義や 汚職な 
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どに起因する 非効率を否定するものではない。 しかし、 「社会主義型混合経済」体制を 長期 

に 渡って採用してきたインドの 中央政府予算が、 対 GDP 比において主要先進国よりも 極 

めて低 い 割合であ ることは、 我々に途上国の 経済開発を考察する 上で大きな示唆を 与えて 

いろ。 インドでは 80 年代の経済停滞から 飛躍するため、 1991 年から「新経済政策」 ( 経済 

改革 ) が行われている。 この政策は世界銀行の 構造調整プロバラムとの 緊密な連携の 下、 

実施されている。 その柱の一 つは 、 公共部門の縮小であ る。 しかしインドの 公共部門改革 

において、 上記のような 中央財政予算比較の 観点がどれほど 生かされているか。 また世界 

銀行の構造調整プロバラムが、 インドの財政の 現状をどれほど 把握した上で 実行されてい 

るか。 これらの点は、 世界銀行を中心とした 途上国開発援助政策が 画一的であ ることの間 

題 ，庶を示している。 

2 一 3  インドの州政府財政の 特徴 

次にインドの 州政府財政について、 全体の特徴を 確認する。 

表 4-5  の 2003-04  年度の州政府経常収支をみると、 総経常収入は 331 兆 7159.4 億ルピー 

であ る。 この内、 税収 は 226 億 9090 ・ 7 億ルピー (68.4%) 、 税体 収入は 104  兆 8068.7 億 ル 

ピ ー (31.6%) であ る。 

税収は 、 州が独自で徴税する 州税と 、 中央が徴収した 税から州に交付される 連邦 税 分与 と 

に 分けられる。 州祝 は (n  所得税 ( 農業所得税、 専門職 等 の 税 ) 、 (2) 資産。 資本取引 

税 ( 印紙・登録 税 、 地租、 都市不動産税 ) 、 (3) 物品サービス 税 ( 売上税、 州 消費税、 自 

動 草枕、 乗客・貨物税、 電気 税 、 娯楽 税 、 その他 ) の 3 つに大きく分けられる。 連邦 税分 

与は中央政府税収においても 触れたよさに 所得税、 連邦消費税という 国税の一部から 構成 

されている一般補助金であ る。 連邦秋分与は 62 兆 9859.4 億ルピ一であ り、 経常収入の内 、 

19.0% を占めている。 

税体 収入として、 中央補助金と 州税体 収入に分けられる。 中央補助金は 特定補助金であ り、 

日本で通常考えられる 国庫支出金と 同様であ る。 

各々の税の占める 割合について 検証する。 

税収 331 兆 7159,4 億ルピ一のうち 州税は 163 兆 9231.3 億ルピーを占め、 経常収支全体に 

対しても 49.4% になる。 

州 税を更に詳細に 分析する。 所得税は 3 兆 6844.8 億ルピー、 資産・資本取引 税は 17 兆 

3567.3 億ルピⅠ物品・サービス 税は 142 兆 6819.2 億ルピーとなっている。 州税 はその 

87% が物品・サービス 税で成り立っている。 資産・資本取引 税は州 秘中 10.1% であ り、 所 

得 脱は 2.2% を占めるに過ぎない。 物品・サービス 税のうち、 その多くを占めるのが 売上税 

であ り、 売上税のみで 州税 全体の半分を 超えている。 

つまり中央政府の 財政と同様、 州政府財政においても 直接税より間接税の 占める比重が 高 

い ことが分かる。 
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表 4-5  2003 一 04 年度 州政府の経常収支構成 ( 単位 : 1000 万ルピ づ 

33,171,594 

22,690,907 

  

  1  所得税   368,448   

( 農業所得税 )   10,982 

( 専門職 等 の 税 )   377,466 

2  資産，資本取引 税 l 1,735.673 

( 印紙・登録 税 )   225,419 

( 地租 )   1,501.431 

1 ( 都市不動産税 )   8,823   

3  物品・サービス 税 14,268,192 

( 売上税 ) 9,844,906 

Gd 、 哺は費毛削 2,157,439 

( 自動車 税 ) 947,473 

( 乗客・貨物税 ) 471,279 

( 電気 税 ) 595,320 

( 娯楽 税 ) 92, 131 

1 ( その他の税 )   157,644   

lB 連邦秋分与   6.298,594   

視界収入 10,480,687 

州税外 収入 4,138.529 

中央補助金 6,342, 158 

  " 『                                                 一   

Haa 刀わ 0 品 0 チ タ 劫打 s 打 cs  ㎝ タ肪 te Goo 托グり Ⅲ日方正切 荻 ces 
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表 4-6  1990 年代からの 州 歳入の推移 ( 単位 ' 10 万ルピ り 

1990 一 91 2000 一 01 2001 一 02 2002 一 03 

総歳入 6,646,678 23,795,293 25,567,517 29,400,870 

税収 4,458,630 11,798,100 18,031,193 20,250,265 

( 所得税 ) 63,375 197,056 305.  795 33 丁，Ⅰ 83 

( 資本取引 税 ) 274, 158 1. 118.686 1,298,432 1,551,423 

( 財 ・サービス 税 ) 1,696,950 10,482,358 11,205,439 12,625,508 

く 連邦 税 分与 ノ 1,424,147 5,073,366 5,221,527 5,736,151 

非税収 
  

2,188,048 6,923,827 7,536,324 9,150 ， 604 

く 中央からの補助金 ノ 1,264,329 3,778J377 4,308,234 5,554,966 

く 州の独自 井 税収 ノ 923,719 3, 145,450 3,228,090 3,595,638 

ffiBf)@ Reserve@ Bank@ of@ India@0@HP@ (http://www ， rbi ・ org ， in/home ． aspx) 

佐竹あ 0 沖 つ チ タ 眩古 JS 亡 ん s 勿 緩射白めげ㏄ 伽田方円万劫 ces より筆者作成 

2 一 4  インド中央・ 州政府財政の 直接税・間接税比率 

中央・州政府財政における 直間比率をまとめておこう ( 表仁 7) 。 

2000-01 年度において、 直接税は 8050 ・ 9 億ルピⅠ間接税は 2 兆 2512.2 億ルピ一であ る。 

直接税は 26.3%  、 間接税 は 73.7%  であ り、 間接税の比重が 高い。 

表 4-7  中央・州政府の 直接税・間接税 ( 単位 : 1000 万ルピ一 ) 

3
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  1990 一 91   14,267   73,297   87,564   

  1995 一 96   41,603   133.248   174,851   

2000 一 01 80,509  225,122  305,631 

dj@f) Reserve Bank of India・ (http://www ． rbi ， org ， in/home ・ aspx) 

H 邪曲 0%  0 ゲタ 格打 sfles o 刀血 荻田仕ロ㎝ グ より筆者作成 

2 一 5  中央政府から 州政府への財政移転 

中央政府から 州政府への財政移転について、 所得税や連邦消費税に 関してはインド 憲法に 

則って 5 年ごとに任命される 財政委員会 (Finance Co ㎜ ission) が、 各財政年度における 純 

収入の配分を 決定する。 その際の分与率や 配分方式も、 財政委員会によって 政府に勧告さ 

れる。 このような財政移転の 決定過程は、 インドの地方財政制度の 重要な特徴の 一 つ であ 

ろ う 。 1989 年の第 9 次財政委員会では、 個人所得税の 分与率は 85% 、 連邦消費税の 分与率 
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は 45% と決められた。 州間の配分比率に 関して、 従来、 第 8 次委員会まで 過去の実支出・ 

実収入額をべ ー スとして決定していた 67 のを変更し、 第 9 次委員会では 州 財政の効率化を 

図るため、 中央政府が標準支出・ 標準収入を設定し 州政府をそれに 誘導させる政策を 採っ 

た 68 ( 表 4-8) 。 

前述の州政府の 経常収支構成の 表 ( 表 4-5) で、 州政府財政に 占める中央政府からの 財政 

移転分を確認、 しておこう。 

2003-04 年度の州の総経常収入牢、 31.6% 。 を占める 税体 収入に着目すると、 中央補助金 ( 特 

定補助金 ) がその内 19.1%% 、 州税外 収入は 12.5% 分を占めている。 

統計 中 、 州 税の連邦 税 分与 (19.0%) と税外 収入中の中央補助金 (19.1%) が、 中央政府 

からの財政移転 公 であ る。 双方を合算した 38.1% 、 つまり 州 経常収入のうちほ ほ 4 割が中 

失 政府財政からの 移転 公 であ る。 

表 4-8 財政委員会による 州 配分比率の変化 

第 8 次勧告 第 9 次勧告 

高所得 州 分与税配分 14.@2% 1  10.  @  RO/ o/i) 

補助金配分 13.@1% U .  Qiy 070 

甲所得 州 分与税配分 30.@8% 9Q  2.5.  OO% 2/D 

補助金配分 30.@0% oc  zb.  oo/ 070 

低 所得 サ、 ト @ 分与税配分 35.@3% 44.  4% 

補助金配分 42.@9% 45.  8% 

  

出所 ) 根本・金子・ 仁科・青木「インド 地方財政」『開発援助研究 J 1994/1-2 

一般に途上国の 財政でほ、 中央から地方政府への 財政移転は極めて 少ない。 州政府の経常 

収入において 中央政府からの 移転 分が 4 割を占める点が、 インド地方財政の 特徴の 一 っと 

い える。 他の途上国と 比較するとこの 割合は大きい 部類に入る。 しかし「 3 割自治」と 呼 

ばれるよ う に、 長年、 地方財政の多くを 中央からの財政移転が 占めていた日本の 地方財政 

の 実態と比較すると、 インドはまだ 先進国の規模には 達していない。 このことは次の 理由 

が 考えられる。 

インドでは、 独立時から中央政府と 地方政府との 確執が存在する。 イギリス植民地時代、 

インドは連邦制のもと、 州の自治権 強化が法制化されていた。 しかし、 独立時、 ヒンディ 

一と ムスリムとの 宗教対立からインドとパキスタンの 分離独立を招いてしまった。 多様， 性 

を 全て包括する 形で連邦制を 維持しょうとしていたインドは、 この事態に国家存亡に 対し 

て 大きな懸念が 生じた。 そのため大陸国家として 連邦制を維持しながら、 一方で州の自、 f き 

権 に制約を加え 中央集権 的な傾向が強まっていったのであ る。 州政府の連邦からの 独立を 

阻止するために、 立法・行政だけでなく 財政的にも中央政府に 一定の統率 力 が無くてはな 

らないことがその 理由であ る。 
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上記のインド 中央政府の財政移転 分は 、 あ くまでも連邦インドを 構成する 25 州の平均的 

数値であ る。 個別の州財政に 関してより詳細に 分析すると、 肘 澗の様々な財政的格差が 明 

白に 現れてくる。 

第 3 節 インドの各州財政比較 

3 一ェ 地方財政比較 

インドの地方財政における 特徴として、 川内総生産と 州 財政支出の規模との 間に正の相関 

関係が確認でき、 その州間格差は 中央政府からの 財政移転の後も 解消されていない。 

インドには「特別カテゴリー 州 」と呼ばれる 州があ る。 インド東部のバンバラデシュ、 ミ 

ャ ンマー、 およびブータンとの 国境付近に存在する 小規模の州と、 旧 ポルトガル領であ り 

一都市のみで 州 として成り立つゴアであ る。 「特別カテゴリー 州 」は国境周辺の 州への戦略 

的 意味も含め財政的に 他の丹 l とほ大きく異なる 特徴があ る。 しかし、 ここでは面積、 人口 

などインドの 平均的 州 に関して考察するという 観点から 1 4 州を選択し、 「特別；テゴリー 

州 」は分析対象から 除外する。 同様に連邦直轄 領 7 地域に関しても 考察対象から 除く。 

インド 1 4 州の一人当たり 川内総生産 (StateDomesticProduct 、 以下 SDP とする ) の 

， l ほィ 立と、 一人当たり財政支出との 関係を表 4-9 から比較すると、 若干の例外を 除き、 明確 

に 正の相関関係が 認められる。 ハリヤーナ、 パンジャブなど 一人当たり SDP が上位にな 

ねば なるほど、 一人当たり財政支出も 高くなっている。 逆にウッタル ，プラディーシュ、 

ビハミ か など一人当たり sDp が低い州は、 財政支出においても 低位に甘んじている。 ま 

た タミル・ ナドゥ、 ケラうなど共産党政権 に よ る社会開発などで 特徴的なインド 南部の州 

は、 一人当たり SDP の Jl はィ 立と比較して 財政支出順位が 高くなっていることが 分かる。 

この表から、 14 州において一人当たり 財政支出順位 1 位であ る ハ リヤー ナと 最下位の ビ 

ハールとの格差は、 3,45 倍にも広がっている。 中央政府の連邦 税 分与や補助金など 財政移 

転が実施されても、 格差は解消されていない。 。 。 

また図 3 の中央からの 財政移転割合に 関するグラフで 各州を比較すると ( この図は 1990 

年代の数値を 元にしているが ) 、 一人当たり SDPll はィ 立が上位の州 ( ハリヤー ナや マハラシ 

ュトラ など ) は連邦 税 分与、 贈与 ( 中央補助金 ) 、 中央政府からの 借入金など中央政府から 

の 財政移転の占める 割合が小さく、 言い換えれば 州の自主財源が 大きいということが 現れ 

ている。 逆にビハールやオリッサなど SDPJl はィ 立が下位の州は 中央からの財政移転割合が 

半分以上を占め、 州の自主財源の 割合は小さい。 
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表 4-9  インド 14 州の一人当たり 川内総生産と 財政支出の関係 (2001-02 データ ) 

( 単位 : ルピづ 

一人当たり川内総生産 
一人当たり財政支出 

(14 州申の順位 ) 
パンジャブ 25,625  (1( 上 ) 5,232.7 

グ ジ ャ ラート 19,607  (6< 立 ) 4,489.9 

ハ リヤー ナ 24.851  (27 立 ) 4, 105.9 

マハラシュト ラ 24,052  (37 立 ) 3.  956.  7 

ケララ 19,803  (5 位 ) 3,662.9 

力 ルナータカ 17.518  (9  7 立 ) 3.528.2 

タミル・ ナドク 20.315  (4,E 立 ) 3,470.7 

アンドラ・プラディーシュ 17,932  (7 位 ) 3.265.2 

西 ベンガル 17,875  (87 立 ) 2,916.3 

ラジャスターン 13,738  (104 立 ) 2,824. 1 

オリッサ 10.021  (12  { 立 ) 2,690.9 

マッデ、 ィヤ 。 プラ ヂイー シュ 12,125  (117 立 ) 2.379.5 

ウッタル・プラディーシュ 

ビハ Ⅰ ノン 5,445  (14 ィ立 ) 1,515.5   
fflHIr) Reserve Bank of India，D？P (http://www ・ rbi ， org ， in/home ． aspx) 

Haa 刀肋 0 枕 0 ゲタ 妨 打 ち ㎡ cs  勿互力 ・ B 万万 co 抑 o@pK,, Haa 刀肋 00 女 0 チ タ 肱打 s 打 cs  鍍タぬ te GOove 打ア e 万方 

F ゴ 何日 コ c ㏄， CensusofIndia  の 皿 (h 巳   ://WWW.census ぇ nd ぇ a.net た esu 比 s/    rovindial.h ㎝ l) 

沖 。 ガ si ㎝ 刃 用 ゆ ㎡ " 打切ぬ 捷ム ， 丘血 るより筆者作成 
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図 4 一正 中央からの財政移転割合 
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第 3 に、 インド税収における 直間比率は 26 対 74 であ り、 大幅に間接税の 比率が高い。 

これは徴税制度が 発達していない 発展途上国にほ ほ 共通した現象であ る。 財政制度が格差 

をより高めている 典型的な事例ともいえる。 

一般に開発途上国において、 財政の所得再分配機能は 全く存在していないか、 もしくはそ 

0 機能が著しく 低い傾向があ る。 途上国において 地方分権 化を進める世界銀行は、 この点 

をより強く認識した 上で財政改革を 指導する責任があ る。 

第 4 に、 インドの各州の 財政比較により、 一人当たり川内総生産と 一人当たり財政支出が 

比例関係にあ る。 つまり一人当たりの 川内総生産 (SDP) が高くなればなるほど、 一人 

当たりの財政支出も 高くなっていることがわかる。 逆に一人当たり 川内総生産が 低くなれ 

ばなるほど一人当たりの 財政支出も低くなる。 一方、 州 財政において 中央からの財政移転 

が 占める割合は、 一人当たりの 川内総生産が 高くなればなるほどそれに 反比例して低くな 

る 。 逆に一人当たり 川内総生産が 低くなればなるほど、 中央からの財政移転 分 が大きくな 

る 傾向にあ る。 

今後のインド 地方自治・地方財政の 課題について、 次の二点を挙げることができる。 

IT 産業を軸に経済成長を 図るインドでは、 今後、 所得格差が益々広がることが 懸念され 

る 。 所得格差是正のためには 財政の所得再分配機能の 充実は不可欠であ り、 そのためには 

地方財政調整制度の 充実が第一に 重要であ る。 既に述べたように、 インドⅠこは 財政委員会 

p こ よる地方財政調整制度が 存在するが、 地方財政の州間格差は 解消されていない。 地方 財 

政の地域間格差はそのまま 教育、 医療など市民の 日常生活にも 格差を引き起こす。 地方 財 

政 調整制度は初等教育や 保健医療の充実など、 国家レベルの 最重要課題であ るべーシッ 

ク・ヒューマン・ニーズに 対応した諸政策に 影響を及ぼすであ ろう。 またこのような 地域 

間 格差は、 元来多様性を 併せ持っ国民国家インドを 維持していく 上で障害にもなりかねな 

ⅤⅡ O 

地方財政調整制度は、 中央政府からの 財政移転が各州の 財政に大きく 影響を及ぼすことか 

ら 、 中央政府の集権 性を高めることになる。 各州の多様性を 尊重するというインドの 特色 

とは相反する 傾向にも思えるが、 教育や医療など 国民の墓磁的ニーズに 対応することを 目 

的としており、 財政面で中央政府がリーダーシップを 取ることが重要であ る。 もちろん 行 

政 面で州政府や 市民と密接な 関係にあ る基礎自治体の 役割が欠かせないことは 言 う までも 

ない。 

第二の重要点として、 行政能力の向上が 挙げられる。 

一般に発展途上国の 政府は、 先進国政府と 比較して行政能力が 劣っている。 特に地方政府 

においてその 傾向は大きい。 要因として、 諸制度の未整備、 困窮する財政、 日常化する 政 

府官僚の汚職・ 腐敗などが考えられる。 市民生活に関する 政府の情報公開なども 先進国 立 

みに推進していかなくてはならない。 世界銀行は、 途上国の分権 化に関して地方への 権 限 

移譲に重点が 置かれ、 地方政府の行政能力向上への 関心は乏しい。 権 限移譲と並行して 政 

府の行政能力向上に 取り組まなければ、 地方政府は増大する 業務負担に対応できず 混乱を 
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辰 

図 4 一 2  第 7 次計画における 中央 と 州の分野別支出比 

農 時 濯 ェ 鉱 運 通 科 社 
ム 

イ "" -" ドコ 一 -" 
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八ノ 工 
学 サ       

美 登 楽 御   業 輸 術 術 ス 

  

0.0 
4.9 

35.3 

38.4 

  

50   
54.0 

57 名 71.7 

93.4 
82.6 

98.4 

100 

而 「 

一 

注 ) 図中の数字は、 中央政府による 計画支出の比率 

出所 ) 佐藤宏 丁 インド経済の 地域分析』古今書院、 p113 より筆者修正 
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表 4-10  1980 円 1 年度、 1993 づ 4  年度、 2003%4  年度の州政府支出の 内訳 

( 単位 : 10  万ルピー、 %) 

1980 一 81 1993 一 94 2003 一 04 

% % % 

総支出 14,807.8  100  10.937,619 100 38.  261.  626  100 

ェ 開発支出 10,514.7  71.0  7,083,822 64.  8  20.  154.  282  52.  7 

a  社会サービス 5,957.0@ 40.2@ 3,896,061 35.6@ 12 ， 663 ， 266@ 33.@ 1 

(a  の 内 、 教育、 ス 3,117,6  21.1  2,159,353 19. 7 6.966,978  18.2 

ポーツ、 芸術文 ィヒ関 

連 

b  経済サービス 4.557.7  30.  8  3.187,761 29. 1 7,491,016  19.6 

2  非開発支出 4,088.2  27.6  3,736,671 34.@2@ 17,404 ， 796@ 45.@5 

l 3  その他   204.9 i 1.4 i 117,126 l 1.1    702,054  1  1.8   

七日 刑千 )  RBI  化 e ゅ Or 亡 の 力乙 Ⅱヱ %e 刀 。 グ a コイ F ゴり 石刀 Ce  J% タせ一 -g5  VOJim 田 e  ⅠⅠ ， タ方日方 ゴ S 古ゴ C 』 7  S 亡 ヨ方 e 却 e 万古 S, 

Reserve@ Bank@ of@ India@CD@HP@ (http://www ， rbi ・ org ・ in/home ・ aspx) 

億月 め 0%  。 ヂ 卵が ゴ sfJes  ㎝尭が e  ぬ ん皿 皿簗亡用雄 nces, より抜粋 し 作成 

4 一 2  インドの各州の 教育財政比較 

次に表 4-11 の 1988-89 年及び 2003-04 年のインド主要 州 総支出と社会サービス、 教育文 

化関連支出の 占める割合を 分析する。 

上段が 88-89 年、 下段が 03-04 年であ るが、 各州で数値を 比較すると、 ( 構はレ 、 を 示した 

ラジャスターンを 除き ) ほぼ全ての州で 総支出中の教育費の 割合が減少していることが 分 

かる。 この 15 年間で、 インドは経済自由化政策や IT 技術者育成を 旗印に高度の 経済成長 

を 遂げている。 経済成長に相反して 教育費の割合を 減少させていることは、 政府が将来の 

経済発展に備えた 人材育成を怠っている 側面ともいえる。 

総支出中に占める 教育・文化関連支出の 割合は、 各州とも 20% 前後で推移している。 1988 

年の時点において、 割合が最も高い 州はケラ ラ の 28.1% 、 次にビハールの 26.2% であ る。 

最も低い州は て ソディヤ・プラ ヂ イ ー シュの 17.7% であ る。 15 年が経過した 2003-04 年の 

統計では、 ビハールが 24.4% で最高であ り、 最も低 い 州はパンジャブの 13.7% であ る。 前 

節 で示したインドの 州 知識字率のデータと 対比してみると、 興味深い結果が 導かれる。 最 

低の識字率を 示したビハールが、 総支出中に占める 教育関連費の 割合において 最も高くな 

っている。 教育・文化関連支出割合が 最低であ るパンジャブは、 識字率順位では 4 位であ 

る。 1988-89 年の時点では、 教育費の占める 割合が高かったのは 識字率が高いケラ ラと 低 い 

ビハー ル であ り、 総支出中に占める 教育関連費の 割合と各州の 識字率との間に 特に関連， 性 
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はみられなかった。 しかし 2003-04 年の時点になると、 識字率の最も 低いビハールが 教育 

費の占める割合が 最も高く、 識字率ランク 4 位と比較的上位に 位置しているパンジャブで 

教育費の占める 割合が低くなっている。 15 年前の ヂ一タと 比べて、 そこに若干の 相関関係 
が 見られるよ う になっている。 

次に表 4-12 において、 2001 年センサスにおける 各州の人口数をもとにした 一人当たりの 

教育関連費を 比較する。 

この表から、 教育関連 費と 識字率の関係が 明確に観察される。 教育関連費を 各州の人口数 

で 割った一人当たりの 教育関連 費と 識字率との間に 相関関係が見られる。 一人当たり教育 

費 1 位のパンジャブは 1991 年の識字率 5 位から 2001 年には 4 位に上昇している。 一人当 

たり教育費が 2 位のケララ、 3 位のマハラシュト ラ は識字率ランクでも 上位に位置してい 

る 。 逆に一人当たり 教育関連 の 下位にあ る州と識字率ランクで 下位にあ る州を比べてみ 

ても、 ビハール、 ウッタル・プラ ヂイー シュなどはこの 10 年間で識字率自体は 改善されて 

いるが、 州ごとのランクではどちらも 下位に低迷している。 

ここでウッタル・プラデイーシュ、 ビハールの 2 州の教育費について 触れておかなくては 

ならない。 Ⅰ位のパンジャブと 比較してこの 2 州は一人当たり 教育 が 半分以下であ るが、 

この一人当たり 教育費レベルの 低さは学校入学者の 統計上の数字と 実態との相違から 生じ 

ている、 という報告があ る (WorldBank l997a) 。 つまり、 この ヂ一タは 政府の資料に 残っ 

ている学校の 入学予定者数で 計算したもので、 入学者数の実態はここで 用いられた数値よ 

りもはるかに 少なく、 そのために現実と 比較して一人当たり 教育費が極めて 小さな 値 とな 

っている恐れがあ ると指摘されている。 

次にインドの 14 州の州内総生産と 教育関連 費 との関係について 検討する。 

この表 4-13 はインドの 14 州の教育関連 費が 川内総生産中に 占める割合をまとめたもの 

であ る。 ビハールが 7.19% と際立った数値を 示している。 次にオリッサ (4.74%) 、 ラジャ 

スターン (4.39%)   と続いている。 これらの州は 表 4-12 の識字率ランクにおいても 下位に 

あ る州であ る。 さらに表 4-14 の 2001-02 年の一人当たり 川内総生産においてもこの 3 州は 

低 い ほうにあ る。 ビハール、 オリッサ、 ラジャスターンの 3 州は、 その低 い 識字率から 近 

午 、 経済力に比較して 教育関連費を 増大させているといえるが、 しかし 1991 年センサスと 

の比較から他の 州に並ぶような 識字率を達成するレベルには 至っていない。 また識字率 2 

佐にランクされたケラ ラ は、 近年になってパンジャブにその 地位を追い抜かれたものの、 

長い間、 社会開発に力を 入れ識字率ランクでも 上位を保っていた。 表 4-14 の一人当たり 州 

内 総生産においても、 全体の中位に 位置しており、 必ずしも経済的に 豊かであ るとはいえ 

ない。 

また識字率最下位のビハールが 表 4-13 の川内総生産に 占める教育関連費の 割合において、 

第 2 位の割合を示していることも 非常に興味深い。 もっともビハールは 表 4-14 の一人当た 

0 州内総生産の ヂ一タで インド全州 中 著しく劣っている。 さらに 1991-92 年の数値と 

2001-02 年の数値を比較してその 伸び率を比較しても、 主要 14 州のうちで最も 低い伸び率 
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を 示している。 これまでの例から 見ても、 ビハールは一人当たり 川内総生産が 低く、 川内 

総生産中に占める 教育関連費の 割合は著しく 高いにも関わらず、 一人当たり教育費は 極め 

て 少ないということが 実証された。 この現実が結果としてビハールの 最も低い識字率に 結 

びついている。 一人当たり川内総生産の 伸び率が低いことが、 州 財政にも影響を 与え更な 

る教育費の支出を 困難にさせている。 

最後に表 4-13 の川内総生産に 占める教育関連費の 割合において、 2% 台の 4 州、 ハリヤ 

ーナ (2.78%) 、 アンドラ・プラディーシュ (2.78%) 、 マ ソディヤ・プラデイーシュ (2.85%) 、 

パンジャブ (2.95%) について考察する。 この 4 州の内、 ハリヤー ナと パンジャブは 表 4-14 

の 一人当たり川内総生産ランクでは 一際高い値を 示している。 つまりインドで 最も豊かで 

経済的に恵まれた 州であ る。 別の 2 州、 アンドラ・プラ ヂイー シュ、 マッ ヂィヤ 、 プラデ 

イー シュについて、 表 4-14 を参照すると、 アンドラ，プラディーシュは 中位レベルといえ 

るが、 マ ソディヤ・プラディーシュは 下位レベルであ る。 川内総生産に 占める教育関連 

が 少ない州は、 経済的に豊かな 州と貧しい州に 二極化しているともいえる。 

ここで、 ケララ、 ビハール、 パ 、 ノ ジャブ・ハリヤーナ・マハラシュト ラ の 3 州という三つ 

のグループが、 教育とその経済指標、 財政指標との 間に大きな特徴が 確認できることが 明 

らかになった。 次に各州の学校則支出配分について 分析し、 さらに各州の 特徴を捉えるこ 

とにする。 
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表 4-11  1988-89  年度及び 2003-04  年度 

インド主要州政府総支出と 社会サービス・ 教育文化関連支出 

( 上段 :88-89 年、 下段 :03-04 年、 単位 : 10  万ルピ づ 

プラディーシュ 3 ， 142,701@ 1,066,027@ 507.342 16. 1 

ビハー ル 321.064@ 131,627 84 ， 404 26. 3 

1.  448,369  516,227  353,567 24.4 

グジャラート 336,240@ 127,916 68,947 20. 5 

2,406,224@ 807,093@ 382,930 15.9 

ハ リヤー ナ 144,294 56,657 26,621 18.4 

1,073,090  332,231  181,536 16.9 

力 ルナータカ 300,229  205,357 63,937 21.3 

2,198,049@ 714,141@ 398,754 18. 1 

ケララ 206,100 96,467 57 ， 944 28. 1 

1.  536.465  520,826  292.332 19 

マ ソディヤ・ 361,762  145,313 63,941 17. 7 

プラディーシュ 1 ， 647.@906@ 585,937@ 275,831 16.7 

マハラシュト ラ 654.@065@ 234 ， 360@ 128.@265 19. 6 

4 ， 283 ， 455@ 1.@486,532@ 858,874 20 ．Ⅰ 

オリッサ 165,872 20. 5   64.  621 33 ， 927   
1.@252 ， 076@ 403 ， 947@ 192 ， 361 lb.4 

パンジャブ 186,748 88,297 38,80 Ⅰ 20.8 

1 ， 665 ， 284@ 382 ， 014@ 228,256 13.7 

ラジャスターン 257,072 98,014 54 ， 422 2 Ⅰ． 2 

1.  909,779  732,967  404.784 21.2 

タミル・ ナドク 376.304@ 156,603 78,632 20.9 

2.  659,937  927,226  505.959 19 

ウッタル・ 625,676  220.011  127,070 20. 3 

プラディーシュ 4.  075,883  1,164.503  652.407 16 

西 ベンガル 347,463  149,227 85.037 24. 5 
  

2.  705,785  837,045  477,025 17.6 
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出所 ) 冊 I 丘 ese グ圧斑成 0 Ⅰ 血布 日み MJef 血ノ 99J, 皿 何月 ce o ヂ文 Bfe は oV 旺 棚田刀古形 卯づ / 

Reserve@ Bank@ of@ India@(D@HP@ (http://www ， rbi ・ org ・ in/home ・ aspx) 

Hagnd ぁ ¥ook  o ダ S 亡宛 is は cs  on  タ %  te  Gove ず皿 en 亡 Ffy 月 anc ㏄，より筆者作成 

表 4-12  2003-04  年度 一人当たり教育関連 費と 識字率の関係 

2003-04  年 識字率 

教育関連 一人当た 
センサスに 01 年 

費 ( 単位     り 教育 関 91 年の J@ ィ 立の変 
よる総人口 1991 年 (%) 2001 年 (%)  の Jl ほ 

10  万ルピ Ⅲ原ィ 立 化 
( 火 ) 位 

一 ) 一 @) 

パンジャフ 228,256  24,289,296 939- 7 58. 51 5 69.65 4  上昇 

ケ -- フフ 292,232  31,838,619 917. 9 89.81   98.86   変化なし 

マハラシュト ラ 858,874  97,752.247 878. 6 64.87   76.88 2  変化なし 

ハ リヤー ナ 181.536@ 21,082,989 861. 1 55.85   67.91 6  上昇 

タミル・ ナドウ 505,959  62.110.839 814.6 62.66   73.45 3  変化なし 

グ ジ ャ ラート 382,930  50.596,992 756.8 61.29   64. 14 8  下降 

か レナー タ ； 398 ， 754@ 52,733,958 756. 2 56.04   66.64 7  変化なし 
  

ラジャスターン 404.  784  56.473.122 716.8 38. 55 13 60.4t 12  上昇 

アンドラ・プラディー 
507,342@ 75,727,541 670. 0 4 み ． 09 11 60.47 11  変化なし 

シ ス 

西 ベンガル 474,025  80,221,171 590.9 57.7   68.64 5  上昇 

オリッサ 192.361  36,706,920 524.0 49.09   63.08 10  下降 

マ ソデイヤ・プラデイ 
275,831  60,385,118 456.8 44. 2 10 63.74 9  上昇 

一 シュ 

ヒ 。 ハール 353,567  82,878,796 426. 6 38.48 14 47 14  変化なし 

元ソ タル・プラ ヂイ一 
652,407  166,052,859 392.9 41.6 12 56.27 13  下降 

シュ 
  

tfj]@)@ Reserve@ Bank@ of@ India@(0@HP@ (http://www ・ rbi ・ org ， in/home ， aspx)@ ， 

力り刀は ち 00 女ひ で タ妨亡 i 目方 ics  o りぎぬ亡 e  Goye 乙 ㎜ e 抑 f  Ⅰゴ % み刀 ces, 

Census@ of@ India@Co@HP@ (http://www ・ censusindia ・ net/results/provindial ， html) 

什 O ぬ Sf ㏄幻月・ OPUl き 打切 ぬ 古刀 S , 血血 a より筆者作成 
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表 4-13 インド 14 州の川内総生産に 占める教育関連 0 割合 ( 単位 : 1000  万ルピ づ 

2001-02 年 2001-02 年 
割合 

川内総生産 教育関連 費 

ケララ 64,854 2,471.00 3. 81 

タミル・ ナドヴ 126,866 4,292,87 3, 38 

西 ベンガル 14 Ⅰ， 357 4,543.41 3, 21 

グジャラート 100,517 3.258.15 3. 24 

アンドラ・プラディー シ 
Ⅰ 36,296 3,794.20 2, 78 

ユ 

力 ルナータカ 96,785 3,501.41 3. 62 

ラジャスターン 78.089 3,430.98 4. 39 

マハラシュト ラ 235,223 9,381.98 3, 99 

マ ソディヤ・プラディー 
74,087 2, 110 ・ 04 2.85 

シ ス 

ハ リヤー ナ 53,177 1,476. 15 2.78 

パンジャブ 62,420 1,832.29 2 、 94 

オリッサ 36,589 1,733.34 4, 74 

ウッタル・プラディー シ 
156,854 6,042,38 3. 85 

ユ 

ビハール 42,184 3,033.40 7. 19 

tfjBff)@ Reserve@ Bank@ of@ India@<D@HP@ (http ， ， //www ， rbi ・ org ・ in/home ・ aspx)@ ， 

@aa ㎡ り 00 正 0 チ タ 佑 打打 ics o 丘免宛 e GOo 何グ伽 e 丘 t Fi 佛 nc ㏄より筆者作成 
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表 4-14  1991-92 年度、 2001-02  年度の主要 14  州の一人当たり 川内総生産 ( 単位 : ルピづ 

変化率 

1991-92@ 2001-02@ (@ B@ / 

年 (A)  年 (B)  A 

X100) 

ケララ 4,618  19,803 428.8 

タミル・ ナドヴ 5,078  20,315 400. 1 

西 ベンガル 5,416  17,875 330.0 
グジャラート 6,425  20J695 322. 1 

アンドラ・プラディーシュ 5.  570  17.  916 321. 7 

力 ルナータカ 5,555  17,518 315.4 

ラジャスターン 4,361  13,738 315.0 

マハラシュト ラ 8,180  24,248 296.4 

マ ソディヤ。 プラディーシュ 4,077  12,027 295.0 

ハ リヤー ナ 8,690  24,820 285. 6 
パンジャブ 9,643  25,248 261. 8 

オリッサ 4,068  10,021 246. 3 

ウッタル・プラディーシュ 4,012  9,753 243. 1 

ビハール 2,904  5,445 187. 5 

出所 )  Reserve  Bank  of  India  の 皿 (http:/ ル ㎜・ rbi.org. ぇ n/h0me 、 aspX)  , 

億万 沸 0 折ワ チ タ 佑亡 JS 打 cs 勿 北村 e GOo 鴈 ， rnn 化 尻月 何 %es より筆者作成 

4 一 3  インド各州の 学校別教育支出配分比較 

表 4-15 はインド各州の 教育直接支出が、 高等学校㎝ lgh Schools) 、 中学校 (Middle 

Schools)@@/h@@@(Primary@Schools)@@@@@:(D{til(Pre-Primary@Schools@@Schools@for@Vocational ， 

Technical education) にどのように 配分されているかを 示したものであ る。 

この表をみると、 対象の 1 4 州の間でもその 配分構成が大きく 異なることがわかる。 ここ 

では 1 4 州を、 その支出配分の 中で特に突出している 学校レベルに 着目し、 大きく 5 つに 

分類した ( 表 4-16) 。 その分類は原則的に 以下のように 行った。 

まず便宜上「その 他」の項目に 該当する割合は 考えない。 小学校、 中学校、 高等学校の 3 

レベルの配分に 対して分析するので、 単純化するため 平均的配分を 33.3% とみなす。 支出 

配分の大小を 判断する目安として 全体の 40% を基準と考え、 その数値を超えた 場合、 その 

学校レベルの 支出を重視しているとみなす。 

第一に、 高等学校支出の 割合が高いと 分類される州に 関して、 それらの州を 塙等学校 重 

祝聖」とする。 ハリヤー ナ の 66.7%  を筆頭に 、 ケララ (54.2%  ) 、 パンジャブ (48.7%) 、 
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マハラシュトラ (48.2%) 、 ウッタル・プラ ヂイー シュ (42.6%) 、 そしてタミル。 ナドク 

(41.5%) が、 高等学校支出配分が 40% 。 を超えており「高等学校重視型」に 分類される。 

第二に、 高等学校と中学校への 支出割合が高い 州 として グ ジ ャ ラート州が分類される。 

「 高 ・ 中 支出重視型」とする。 ( 配分比は、 高等学校 40.2% 、 中学校 45.3% であ る。 ) 

第三に、 高等学校と小学校への 支出割合が高い 州 として、 西 ベンガル州が 該当する。 「 高 ・ 

小 支出重視型」とする。 ( 配分比は、 高等学校 45.2% 、 小学校 41.9% であ る。 ) 

第四に、 小学校の支出割合が 高い 州 として て ソディヤ・プラディーシュ (51.8%) 、 オリ 

ッサ (48.3%) がそこに当てはまる。 この ニ つの州は「小学校重視型」とする。 

最後に、 小中高の 3 つのレベルに 関して全て 40% に満たない州を「均等型」とする。 ア 

ンドラ・プラ ヂイー シュ、 ビハール、 力 ルナータカ、 ラジャスターンが「均等型」の 州に 

分類される。 

表 4-15  1990-91 年度インド各州の 教育直接支出における 学校則配分 ( 単位 : %) 

高等学校 中学校 小学校 その他 

アンドラ・プラディーシュ 39. 6 18. 5 38.4 1.4 

ビハ Ⅰ ノン 28. 4 33. 4 31. 8 0 ・ 6 

グジャラート 40. 2 45. 3 10. 7 2.8 

ハ リヤー ナ 66. 7 12. 7 20.4 0 ． 2 

力 ルナー タヵ 36.9 38. 1 18.0 5.4 

ケララ 54. 2 19. 9 19.9 2. 2 

マ ソディヤ・プラディーシュ 24.3 20.4 5 Ⅰ ， 8 1. 3 

マハラシュト ラ 48. 2 27. 1 22. 5 1.9 

オリッサ 29. 9 21. 8 48. 3 

パンジャブ 48. 7 7. 1 37. 9 0 ・ 7 

ラジャスターン 39. 3 26. 9 24.2 1. 8 

タミル・ ナドゥ 41. 5 17. 9 32. 1 2. 8 

ウッタル・プラデイーシュ 42.6 12.0  39.4  2A8 

西 ベンガル 45. 2 8. 3 41.9  2.3 

出所 ) タ拮 打 ち打 cal アる stCgct Znn 荻 a 1% ア より筆者作成 

各州の分類をまとめ、 14 州中の識字率順位を 付随させたものが 表 4-17 であ る。 この表 

によって次のようなことが 特徴として確認できる。 
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表 4-16  インド各州の 学校レベル 別 支出配分による 分類 ( 単位 : %) 

高等学校支出を 重視している 州 

( 高等学校重視型 ) 

ハ リヤーナ (66.7)  ( 識字率 6 位 : 2001 年 ) 

ケララ (54.2)  ( Ⅰ ィ立 ) 

パンジャブ (48.7)  (4  位 ) 

マハラシュトラ (48.2)  (2  位 ) 

ウッタル・プラデイーシュ (42.6)  (13 ィ立 ) 

高等学校・中学校支出を 重視している 州 グ ジ ャ ラート ( 高 40 ・ 2  中 45.3) (87 立 ) 

( 高 ・中重視型 ) 

高等学校・小学校支出を 重視している 州 西 ベンガル ( 高 45,2 小 41.9) (5 位 ) 

( 高 ・ 小 重視型 ) 

小学校支出を 重視している d 、 l 、 l 

( 小学校重視型 ) 

マッヂ イヤ・プラデイーシュ (51.8)  (9  位 ) 

オリッサ (48.3)  (10 ィ立 ) 
    
比較的均等に 支出している 州         アンドラ・プラデイーシュ (11 ィ立 ) 

  ( 均等型 ) ビハー ル (14 位 ) 

力 ルナータカ (77 立 ) 

  ラジャスターン㏄ 2 位 ) 

出所 ) S ぬ亡 ゴ % 打 cal ノ砧ぬ 花方 ょ ndia l 卯 ァ より筆者作成 

はじめに、 高等学校支出を 重視している 州は比較的識字率の 高い州が多いことがいえる。 

「高等学校重視型」に 分類される 6 州のうち、 ウッタル・プラディーシュを 除く 4 州は識 

字華順位において 上位に位置する 州であ る。 このような状況が 起こる理由について、 「高等 

学校重視型」に 分類された州の 特徴から 2 点ほど考えられる。 ケララ、 タミル・ ナドウ は 

一人当たり川内総生産ランク ( 表 4-14) においてもインド 全体で中位に 位置しており、 決 

して経済的に 豊かと言える 州ではない。 しかしこれらの 州はインド共産党など 左翼勢力が 

強く 、 既に草の根レベルの 基礎教育が浸透し 高い識字率を 達成しているため、 次の段階と 

して州政府が 高等教育の充実に 力を入れるよ う になったといえる。 ハリヤーナ、 パンジャ 

ブ 、 マハラシュト ラ に関して分析すると、 この 3 州は一人当たり 川内総生産ランク ( 表 4-14) 

における上位 3 州であ りインドの中で 経済的に最も 豊かな州であ ることがあ げられる。 ハ 

リヤー ナ はデリー近郊に 位置し近年、 工業団地建設などが 盛んであ り、 パンジャブはパキ 

スタンとの交易によって 古くから発展した。 更に、 マハラシュト ラ には大財閥タータの 本 

拠 地でもあ るインド経済の 中心都市ムンバイ ( ボンベイ ) があ る。 これら 3 州の識字率は 

必ずしも高くないが、 地域の経済レベルの 向上が高等教育の 必要性を高め、 州の高等教育 

支出を上昇させている。 

次に、 「小学校重視型」の 州 、 もしくは「均等型」の 州は、 識字率順位が 中位から下位に 

位置している。 またアンドラ・プラディーシュ、 力 ルナータカを 除いて、 4 州は一人当た 
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9 州 @ 総生産においても 下位にあ る。 「小学校重視型」の 2 州は識字率ランクでも 比較的下 

位にあ り、 小学校に対する 支出の高さは 基礎教育の充実を 図る目的によるものが 大きい。 

「均等型」の 4 州のうち 3 州は識字率ランクでも 1 0 位以下にあ る。 特にビハールは 一人 

当たり川内総生産でも 最下位であ り、 その数値も他の 州と比較して 著しく低い。 

4--4  万入 ナ舌 

本節では、 発展途上国が 抱える教育問題を 念頭におき、 インドの各州について 識字率と経 

済 指標、 財政指標との 関係から、 いく っ かの特徴を導きだした。 

明確な特徴が 確認、 された 5 州 (3 グループ ) について、 表 4-17 でまとめた。 ここで示す 

順 7% ま インドの代表的な 1 4 州の中におけるランクであ る。 また ( 上 ) は上位 5 位以内、 ( 下 ) 

は 下位 5 位以内、 ( 中 ) は 6 位～ 9 位の間に位置していることを 示すものであ る。 

ケララ ( グループ (a)) はインドの南部に 位置し、 インド共産党主導のもとで 1996 年 か 

8 分権 型、 民衆参加型開発計画が 策定され、 大衆組織や NGO などによる草の 根の社会開発 

が 成功したとして 紹介されている ( ケララ・ モヂル ) 70 。 そのため識字率はインド 国内で 

最も高く、 9 割に近い。 総支出中に占める 教育 0 割合、 一人当たり教育費も 高い。 一人 

当たり川内総生産は 1 4 州 中 6 位であ り、 経済的には決して 豊かとはいえない。 ( ちなみに 

ケラ ラ は中東など諸外国への 出稼ぎ労働者が 多いことでも 有名であ る。 ) 川 内総生産に占め 

る 教育費は 1 4 州 中 6 位であ り中位だが、 ケラ ラ は前述の社会開発政策のために 90 年代ま 

でこの数値は 高かった。 教育費の学校 則 支出配分は「高等学校重視型」を 示している。 

このような事例から、 ケララ州は経済的には 中 レベルであ るが、 社会開発が実を 結び、 イ 

ンド でも優れた教育 州 であ ることがわかる。 高 い 識字率を達成したことで 初等教育はほぼ 

川 @ 全域に普及し 終え、 現在は次の段階であ る高等教育の 整備に重点が 置かれている。 諸 

外国で就労するためには、 外国語の能力が 必要であ り、 そのためにも 高 い 教育を受けなく 

ては不可能であ る。 そのようなケララ 州の抱える現状が 教育の充実につながっているので 

あ る。 

ビハール ( グループ (b)) の識字率はインド 国内で最低であ り、 全体で 4 割に満たない。 

女子に関してほ 2 割に達するのみであ る。 一人当たり川内総生産も 1 4 州 中 最低であ り、 

経済的にも最も 賀しい 州 といえる。 政府総支出に 占める教育費は 1 4 州 中 1 位であ るが、 

これは教育費が 高いというより 外の総支出が 低いことから 生じていると 思われる。 同様に、 

川内総生産に 占める教育費も 1 位であ るが、 この ヂ一タも 分母であ る州内総生産が 低いこ 

とから数値が 高くなっている。 また教育費の 学校則支出配分は「均等型」であ る。 

ビハールは、 ヒンディー・ベルト 地帯にあ るインドで最も 貧しい 州 として知られている。 

一人当たり川内総生産も 他の州と比較して 著しく低い。 この貧困状況が 州の財政に大きな 

影響を与えており、 教育環境の悪化、 多くの児童の 不法労働をまねいている。 「均等型」の 

学校則支出配分を 示していることは、 ビハールの初等教育への 対応が遅れていることを 表 

すものであ る。 ビハールの初等教育の 現状、 識字率の向上は 、 州のみの問題ではなく、 連 
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邦が 政策的にリーダーシップをとって 対応するべき 大きな課題であ るといえる。 

表 4-17  5 州 (3 グループ ) の特徴 ( 順位は 1 4 州中のランク ) 

識字率 教育費 /  一人当た 

総支出 り 教育費 

(a Ⅰ 1 位 ( 上 )  4 位 ( 上 )  2 位 ( 上 ) 

ケララ 

(b) 14 位 ( 下 )  1 位 ( 上 )  13 位 ( 下 ) 

ビハール 

(c) 5 位 ( 上 )  14 位 (F)  1 位 ( 上 ) 
パンジャ 

ブ 

く 。 ) 6 位 ( 中 )  8 位 ( 中 )  4 位 ( 上 ) 
ハ リヤー 

ナ 

く 。 Ⅰ 2 位 ( 上 )  3 位 ( 上 )  3 位 ( 上 ) 

マハ 一 ブ " " ノ 

ュ ト一 フ 

一人当た 教育費 /  支出配分 

り 川内総 州内総生 

生産 産 

6 位 ( 中 )  6 位 ( 中 )  高等学校 

14 位 (T)  1 位 ( 上 )  均等型 

1 位 ( 上 )  11 位 ( 下 )  高等学校 

2 位 ( 上 )  13 位 (T)  高等学校 

3 位 ( 上 )  4 位 ( 上 )  高等学校 

  

出所 ) 筆者作成 

パンジャブ、 ハリヤーナ、 マハラシュト ラ の 3 州 ( グループ (c)) は若干の相違も 見ら 

れるが、 極めて類似した 特徴をもっている。 最大の特徴はその 経済的豊かさであ る。 一人 

当たり川内総生産はインド 国内の上位 3 州であ り、 デリー、 ムンバイ ( ボンベイ ) などの 

大都市とのアクセスも 容易な地域であ る。 識字率に関してはパンジャブ 、 ハリヤー ナ の デ 

リ ー 北部の州が上位に 位置し 、 ムンバイのあ るマハラシュト ラ は中位にあ る。 3 州とも 一 

人 当たり教育費は 高いレベルにあ るが、 その経済的豊かさのためか 川内総生産に 占める 教 

育 費の割合は低い。 学校則支出配分は「高等学校重視型」を 示している。 

(c) グループ 3 州について分析すると、 その経済レベルの 豊かさが教育の 現状にも影響し 

ている。 総支出中に占める 教育費割合の 低さ ( マハラシュト ラ を除く ) も、 大都市を抱え 

るための都市問題、 経済政策への 負担などによるものであ る。 川内総生産に 占める教育費 

0 割合も同様であ る。 また 3 州 は デリーやムンバイとの 関係が深い大都市圏であ り、 農村 

部 と比較しても 高等教育、 大学への進学率が 高い。 財政的に「高等学校重視型」を 示すこ 

とも、 その ょう な背景が大いに 存在すると考えられる。 

。 ，英国統治下のインドでは、 英国政府直接統治下の 英領インドの 諸州と、 英国の保護を 受けた藩王国が 
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併存していた 

58 B J P ( インド人民党 ) を初めとする ヒンドヴ一 ，ナショナリズム 諸団体は、 このような留保制度が 

国民の平等位の 喪失とカーストの 固定化をそくす 者であ り、 国民の分断化を 進めるとして 強く批判してい 

る ( 中島 2002) 

"9  このような理由から、 ローク， サ バは "House  ofPeople" 、 ラージャ・サバ は CouncilosState ザ とも 

呼ぼれている。 

60 2000 年Ⅱ月にウッタル・プラディーシュよりウッタランチャルが 、 ビハールよりジャルカンドが 、 

マ ソディヤ・プラディーシュよりチャッティスガルが 新川として分離独立している。 

6  1  力、 ン ミール問題は、 英領インドが 独立に当たって、 イスラム国家パキスタンとヒンドゥーが 支配的で 

はあ るが世俗国家と 規定されたインドとに 分離独立されたことに 源泉があ る。 1947 年にパキスタンと 分離 

し インド自治領が 成立した際、 カシミール 藩 王は住民の多くがイスラム 教徒であ るにも関わらず、 自らが 

ヒンドゥー教徒であ ったためカシミールのインド 帰属を表明した。 パキスタンはこれを 認めず、 印パ間で 

戦闘状態になった。 1949 年、 国連による停戦勧告を 両国が受諾し、 停戦ラインが 暫定的な国境となった。 

1950 年代に入り、 中国がカシミール 帰属問題に加わり、 状況はより複雑化した。 

。 ' パンジャブ問題も、 その発端はカシミール 問題と同様に 印 パ 0 分離独立時に 遡る。 インド・パンジ ャ 

ブはヒ ンドクー教徒、 シク教徒が多数派であ り、 パキスタン・パンジャブはイスラム 教徒が多数派であ っ 

た 。 インドに帰属したパンジャブ 地方の主要言語はパンジャビ 語ではなくヒンディー 語になり、 シク教徒 

によるパンジャビ 語州 創設要求に対して、 1966 年ヒンディー 語地域が分離し ハ リヤー ナ となった。 シク教 

徒 中心であ ったパンジャブに は 富裕 州 であ るために貧しいビハールから ヒ ンドクー教徒が 流入し、 現在、 

シク教との比率は 減少している。 パンジャブでは、 このようなヒンドゥー 教徒とシク教徒との 確執に 州と 

連邦政府との 対立も加わり、 テロや暴動、 要人暗殺などが 頻発している。 

63 一方で BJ P の台頭など、 80 年代末以降、 連邦レベルではヒンドゥー・ナショナリズムが 拡大して 

いる。 インドの ヒ ンドウー・ナショナリズムについては、 中島の近著 (2000) が詳しい。 

64 1960 年代から 70 年代にかけてパン テサーヤト の機能の不活性化が 生じた。 その要因として 州 レベ 

かめ 政治家が自らの 権 限・権 力増大の障壁となると 考え、 パンチャー ヤト の活性化に消極的だったことが 

挙げられる ( 近藤工 999)0 

65 1997 一 1998 年度の予算において、 主な関税率は 次のようになっている。 鉄鋼 3% 一 20% 、 非鉄金属 

5% 、 電力 10% 、 ィヒ学 30%  ( 最大 ) 、 繊維 30% 、 電気 10%  ( 但し、 コンピューター・ソフトウェア 産業は 

税 免除 ) 、 通信 20 一 30% 、 プラスティック 30% 、 保健衛生 20% 、 ホテル・観光業 25% 、 汚染管理 5% 、 

時計産業 10 一 30% 、 手荷物 50% 、 その他 ( 未 加工合成石など ) 10 一 30% 。 90 年代以降の経済改革におい 

て、 外資の積極的誘致のため 関税率も軒並み 引き下げられている。 

66 連邦消費税はこれまで 8% 、 13% 、 18% の税率であ ったが、 1997 一 98 年度において 税率構造は大幅 

に簡素化されている。 

67 第 8 次財政委員会では、 個人所得税について 次のような 三 要素の比重によって、 共通の配分公式が 

適用されるようになった。 (1) 人口要素 25% 、 (2) 人口調整を伴 う 所得格差 ( 一人当たり所得の 逆数Ⅹ 

人口 )25% 。 、 (3) 暴富裕 州 の一人当たり 所得 ( 人口調整 ) を基準とした 各州の一人当たり 所得の偏差 50% 。 
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一 

また連邦消費税については、 (1) 人口要素 50% 、 (2) 州 GDP 水準要素 50% の比重で配分されている ( 根 

本 ・金子，仁科，青木 1994) 。 

68 第 9 次財政委員会勧告の 規範的アプローチについて、 金子勝は問題点、 として次の 4 点を挙げている。 

第一に中央・ 州の規範的アプローチの 適用方法が異なっていること、 第二に州ごとの 支出プライオリ         

支出ニーズが 異なるとき、 標準支出とその 指標設定にそれらを 反映させにくいこと、 第三に農業所得課税 

の 欠如など、 現在生じている 問題が固定化される 傾向を生んでしまっていること、 第四に公憤の 元利償却 

費 が極めて大きくなってしまい、 平均アプローチの 通用によって 利子 費 節約のイニシアチブが 働きにくく 

なること、 などであ る ( 根本，金子・ 仁科・青木工 99% 。 

69 このように州間で 格差があ ることは、 日本を含めて 多くの国で認められる 現象であ り、 珍しいことで 

はない。 今後、 問題となるのはインドの 川内の地域間格差であ ろう。 現時点でこの 点についての 詳細な統 

計 データは入手できていない。 既存のインド 研究においても、 川内の構造的格差・ 歪みに言及したものは 

見当たらない。 やや問題関心の 近い研究として、 押川文子の「インド 政治とカースト 一『後進諸階級コ 間 

題を中心に」に、 各州の階級構成の 違いの比較があ る。 各州に「後進諸階級委員会」があ り、 その報告 蕃 

から各州内の「後進諸階級」と 呼ばれる中間から 下位のカースト 諸集団の構成の 違いを比較している。 し 

かしこれは、 地域間格差といった 空間的位相レベルの 格差ではない。 では 川 内に深刻な地域間格差は 存在 

しないのだろうか。 

実際には、 インド政府の 統計やその他の 情報からも、 川内格差が深刻であ ることが窺える。 例えば RBI 

( インド準備銀行 ) の統計サイトの 情報によれば、 ウッタル・プラディーシュ 州の 2005-06 年予算計画に 、 

川内の農村地域で 2500 の小学校、 2200 の中学校を建設する 案があ る。 チャティスガール 州では、 人間開 

発 事業に多くの 重点を置き、 モデル学校の 設置、 給食制度、 貧困ライン以下への 奨学金の実施を 計画して 

いる。 このような事例は、 各州に生じている 地域間格差の 存在を裏 付けるものであ るといえる。 

70 ケララ州の教育プロジェクトに 関する詳細は 、 I ㌔ poor,Sree 田付 ran,Goy 凪 1994) を参照。 
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第 5 章 教育制度改革への 国際的財政アプリー 

      日本の対インド ODA  の課題 
前章までで、 インドにおける 教育ニーズの 実態に政策的対応が - ト 分に一致していないとい 

ぅ 問題点を明らかにした。 特に第 4 章では国内的政策の 問題点を論じたが、 この第 5 章でほ 

政策の国際面に 当たる外国の ODA  ( 政府開発援助 ) 、 特に日本の対インド ODA を分析す 

る 。 結論として、 外国による 対 インド ODA  ( 注 72 にあ るよさに、 世界各国に数多くの 機 

関 があ り、 その全体像を 把握するのは 困難であ る。 またインドでは、 中央政府を飛び 越え州 

政府がその窓ロとなっていることが 多いため、 余計に全体の 把握を難しくしている。 ) も、 

教育現場のニーズに 十分に適応しておらず、 改善課題が多い。 むろん、 日本のユニセフ 

( ㎝ ICEF) を中心として 草の根小規模援助も 展開されており、 現場のニーズに 即したさまざ 

まな支援事業があ ることは事実であ るが、 個別の好例に 留まっている。 ODA システム全体 

の 重点移動を検討する 必要があ るという観点から、 以下、 日本の対インド oDA を考察する。 

策 士節 日本の ODA における教育支援の「欠如」 

途上国は一般に 資本不足 国 であ り、 教育需要に応えるに 十分な財政資源を 有していない 国 

が多いが、 インドもそうした 国の上っであ る。 国際社会による 支援の分析は、 この国におけ 

る 教育政策・教育財政論を 完結させる上で 不可欠であ る。 本章では、 日本の対インド ODA の 

現状を分析しその 問題点を指摘した 上で、 教育を中心に 人間開発分野の 援助をど う 構築する 
べきか論じる。 

日本のインドに 対する ODA の基本方針として、 インド国民の 貧困削減の重視が 挙げられ 

る。 21 世紀に入った 現在でも、 本論文を通じて 述べてきたよ う に、 インドは依然として 多数 

の 貧困人口を抱え、 世界銀行のぬ グ 7 ガ仇 veJ 叩血 ㎝ 亡鹿タ ア ナ 20 倣の巻末統計表によれば、 「国 

別貧困ライン」以下の 人々の数は、 総人口の 3 6 パーセントを 占めている。 この膨大な貧困 

層は社会の安定化の 障害となる。 インドの貧困削減に 寄与して、 インド社会の 安定を維持す 

ることは、 日本を含めた 先進国にとっても 重要だと考えられ 始めている。 これを「人間の 安 

全保障」論といい、 先進国の利益保障の 観点から途上国での 貧困削減を正当化するアプロー 

チ であ る " 。 また近年の急速な 経済成長によって、 インドの都市人口も 急増している。 その 

ため、 水不足や環境悪化などの 問題も顕在化しており、 環境問題も重点的に 支援していく 必 、 

要があ るが、 はたして現状の 環境 ODA 事業が適切な 内容かどうかの 検討も、 重要な研究 課 

題 となっている。 しかし、 いずれにせよ、 教育 ODA はほとんど「欠如」しているといって 

も 過言ではない 状況が 、 認められる。 すな む ち 、 対 インド ODA の重点分野は 以下の 3 領域 

であ るが、 教育分野が含まれていない。 

工 経済インフラ 

インドの経済改革の 推進と経済自由化による 持続的成長を 達成するため、 民間資本を活用 
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できるよ 3 市場経済の条件を 整備する必要があ る。 まず諸外国からの 投資環境を整備するた 

めに、 その基礎となるインフラ 整備は欠かせない。 

経済活動の基盤となるインフラ 整備は発展を 遂げるインドにとって 現在の大きな 課題で 

あ る。 慢性化している 電力不足や都市部の 交通渋滞などを 鑑み、 電力。 運輸交通を中心とし 

た 経済インフラ 支援を進める。 さらに持続的経済成長のため 産業の育成も 不可欠であ る。 中 

小企業育成などを 中心とした工業分野の 開発の協力も 実施する。 

2  貧困対策 

潅 概などの農村開発、 農業技術の移転を 通じて農村部の 貧困削減を進める。 大豆等の補強 

すべき作物生産向上、 焼き畑農業の 転換、 また農産物市場の 改善や農産加工業の 発達のため 

Ⅰ こ 農村電化や農道整備など 農業支援 なども挙げられる。 感染症対策、 人口・エイズ 対策 

や 女性の地位向上を 目指し、 保健・ 改善を支援する。 観光振興は幅広い 層への雇用 促 

進 効果があ ることから、 インドが誇る 豊富な観光資源の 活用を進める 必要があ る。 

3  環境保全 

持続的開発を 可能とするため、 急速な経済成長や 人口増加等に よ る環境への悪形 

限 ほとどめることを 主眼とした協力を 実施する。 農村部では人口圧力に よ る森林資源の 減少 

や 土壌劣化を回避する 協力の実施が 不可欠であ る。 都市部では、 人口の急増に 伴 う 環境悪化 

が 進んでおり、 上下水道の整備が 課題となる。 

第 2 節 ODA 予算の減少 

2 一ェ 予算総額の減少 

インドへの日本の 支援として、 2003 年度 (06 年時点で入手可能な 最新情報が 03 年の実績 ) 

の ODA の実績を分析する。 03 年度のインドに 対する円借款は 1250.04 億円、 無償資金協力 

は 18.41 億円、 技術協力は 10.34 億円に上る。 2001 年度から減少傾向が 続いているが ( 表 

5-1 参照、 ) 、 減少は 1990 年頃 に始まっている。 

対 インド事業に 限らず、 日本の ODA は、 1990 年代以降 ( 特に日本の「バブル 経済」の 崩 

壊後 ) 削減が続いている。 近年、 発展が目覚しい 途上国への援助を、 従来通りの予算規模で 

継続することに 対する国民の 疑問も強まっている。 とりわけ、 対中国援助については 削減を 

求める世論が 強い。 中国がロケット 打ち上げに成功し、 中国製品の質が 先進国並みに 向上し 

たという事情がその 背景にあ る。 インドについては、 今のところこうした 削減論はないが、 

対 インド ODA も総額でみて 急速に削減されてきた。 1994 年に贈与と政府貸付あ わせて 8 

億 8600  万ドルあ った 対 インド予算が、 98 年には 5 億 500  万ドルまで下がり、 2003  年には 3 

億 2600  万円になっている。 

激減といってよい 変化であ るが、 その理由は大きく 2 つ挙げられよ う 。 第 1 は日本の財政 

危機であ るが、 この点では 対 インド ODA のみが削減されたわけではない。 日本の ODA 総 

額 自体がネットの 事業予算 ( グロスの事業予算から 3 00 0 億円程度の回収金を 控除した 

値 ) でみて、 約 2 兆円から約 1 兆円へと過去十数年間で 半減された。 第 2 はインドの 核 政策 
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0 間 額 であ る。 同国は 1998 年 5 月、 二度に 亘り 地下核実験を 実施した。 これが日本の「 0 

DA 大綱」の原則に 抵触し、 日本政府は援助を 抑制する措置を 講じたのであ る。 

このような 対 インド ODA 減少の中で、 OQA の内容は絞り 込まれ、 投資先市場としての 

環境整備 ( 産業インフラ 整備 ) に力点が置かれている。 ただし貧困問題への 配慮が消滅した 

わ げではなく、 「インドは人口の 約 3 割を貧困層が 占めており 72 、 インドにおける 貧困削減 

は ミレニアム開発目標 ( ㊥ Gs  :Millenn ぇ ㎝ Development  Goals)  を達成する上でも 重要であ 

る 」との考え方が 政府の公式見解であ る ( 日本外務省ウェッブサイトのインド 関係のぺ ー ジ 

より ¥ 73 。 たしかに、 日本の ODA は貧困撲滅への 関心を維持している。 また 投 

めの環境整備 ( インフラ整備支援 ) の重要性も筆者は 否定しないが、 日本の対インド ODA 

では、 貧困削減や学校教育支援はリップサービス 程度の位置づけで、 産業インフラ 整備と比 

べて著しく見劣りがする。 

表 5-1  日本の対インド 経済協力実績 ( 暦年、 DAC 集計べース ) 

( 単位 : 百万ドル、 支出総額 ) 

出所 )  外務省銭 @A fS 磁府 激発援助 ノ 0  皿 

                                  0.    "   /mofa    "/ga 土 ko/oda/sh 上て。 /    " 王 da ssek エ /kun エ /04  毛 abook/02  swLas 
ia/sLasia 一 01/sw 一 asia 一 0l.html) 

原典出所 )  OECD/DAC 

2 一 2  タイプ別の検討 

総合的にみると、 産業インプラ 事業が多く、 環境保全、 貧困削減、 教育支援などの 社会政 

策 部門の事業は 少ない。 以下有償事業、 無償事業を別々にみておこう。 

円借款は、 1958 年に我が国の 円借款をインドもこ 供与して以来、 インドに対する 経済協力の 

中心となっている。 近年は、 電力、 運輸分野等を 中，いとした 経済インフラ 整備、 貧困対策、 

環境対策を重点分野にしている。 2003 年度は、 交通渋滞の緩和と 交通公害減少を 通じた都市 

環境の改善を 目指し、 デリ一市において 地下鉄と高架鉄道等を 建設する「 ヂ リ ー 高速輸送 シ 

ステム建設計画 ( 供与限度額 :592.96 億円 ) や 、 ハリヤーナ州において 貧困層を中心とした 
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地域住民の所得倍増、 植林による地域の 生活環境改善を 図る「ハリヤーナ 州 森林資源管理・ 

貧困削減計画 ( 供与限度額 :62.80 億円 ) 」等に対する 円借款を供与している。 インドは日本 

にとって最大の 円借款供与対象国の 一つであ る。 

無償資金協力は、 近年は医療等の 基礎生活分野に 対する協力のほか、 債務救済、 草の根文 

化無償、 草の根無償等を 実施している。 2004 年度は「下痢癌研究及びコントロールセンター 

建設計画」、 「ポリオ撲滅計画」、 2003 年度は「サー・ジェイ。 ジェイ病院及び カマ 。 アンド。 

アルブレス母子病院医療機材整備計画」「ポリオ 撲滅計画」の 一般無償資金協力のほか、 草 

の根 文化無償、 草の根無償を 実施した。 

表 5-2  日本の対インド ODA プロジェクト ( 無償 
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子 病院医療機材整備計画 (7.59 億円 ) 

・ポリオ撲滅計画 (8.31 億円 ) 

  

平成 13 年度 
・ポリオ撲滅計画 (9.72 億円 ) 

(2001 年 ) 

  

出所 ) 外務省㎝彼方 襯発援めノ の 肝 
(http://www ， mofa ． go ・ jp/mofaj/gaiko/oda/index/odaproject/index_asia ， html)@ cfc@v) 

筆者作成 
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表 5-3  日本の対インド ODA プロジェクト ( 有償資金協力 ) 

 
 

プロジェクト 者 ( 供与限度額、 金利、 償還期間 ノラち 据置期間 )l 

平成 15  年度 

(2003 年 ) 

ウ ミアム第 2 水力発電所改修計画 (19.64 億円、 1.3% 、 30/10) 

ク ルヌール・クダッ パ 水路近代化計画 ( 第 2 期 )  (47.73 億円、 

1 3% 、 30/10) 

プルリア揚水発電所建設計画 ( 第 2 期 )  ( 不明、 1.3% 、 30/10) 

ヂ リ ー 高速輸送システム 建設計画 ( 第 5 期 )(592.96 億円、 1,3%  、 

30/10) 

レンガリ 潅 概計画 ( 第 2 期 )  (63.42  億円、 1.3%  、 30 ハ 0) 

ダ ウ リガンガ水力発電所建設計画 ( 第 3 期 )  (138.9 億円、 1.3%  、 

30/10) 

  
「   、 ジャイプール 上水道整備計画 (88.81 億円、 1.3% 、 30/10) 

 
 

  
l シマドリ石炭火力発電所建設計画 (56.84 億円、 1.8%  、 30/10)  l 

平成 14 年度 

(2002 年 ) 

ヂ リ ー 高速輸送システム 建設計画 (340 ， 12 億円、 1.8%  、 30/10) 

パンジャブ 州 植林開発計画 (50 ・ 54  億円、 0 ・ 75%  、 40/10) 

バクレシャワール 火力発電所増設計画 (367.7 億円、 1.8% 、 

30/10) 

ラジャスターン 州 植林・生物多様性保全計画 (90.54 億円、 

0.75% 、 40/10) 

l ヤ ムナ 川流域諸都市下水道整備計画 (133.3 億円、 0 ・ 75% 、 40 れ 0) @ 
アジャン タ ，エローラ 跡 保護観光基盤整備計画 ( Ⅱ ) (73.31 

億円、 (1  )  1.8%  (2  )  0.75%  、 (1  )  30/10  (2  )  40/10) 
@      一 
平成 13  年度 

(2001 年 ) 

シマドリ石炭火力発電所建設計画 (274.7 億円、 1.8% 、 30/10) 

デリー高速輸送システム 建設計画 (286.6 億円、 1.8% 、 30/10) 

シマドリ。 ヴァイザック 送電線建設計画 (64 億円、 1.8% 、 30/10) 

西 ベンガル 州 送電 網 整備計画 (31.27 億円、 1.8% 、 30/10) 
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出所 )  外務省の M  れ磁究 開発援助 ノの肝 

(http://www ， mofa ・ go ， jp/mofaj/gaiko/oda/index/odaproject/index_asia ・ html)@ ct@v)@@@ 

作成 
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表 5-4 に 2003 年度の草の根。 人間の安全保障無償資金協力案件をまとめてあ る。 しかし 

この中から教育関連事業を 抜き出すと、 以下の通りになる。 第 2 章で検討した 教育現場の二 

一ズに 照らし合わせて 考えると、 ほとんど「焼け 石に水」の状況だといえよ う 。 

技術協力は、 インド自らが 近隣諸国へ技術協力を 行 う ことが可能なほど 技術的に相当進ん 

でいる分野もあ り、 これまでの我が 国の技術協力の 実施は多くない。 研修景受け入れを 中心 

として行われており、 他に下痢 癌 対策プロジェクト、 養蚕普及強化プロジェクトなどを 実施 

している。 

開発調査については、 環境保全対策として、 ガンジス何の 汚染対策に協力するため、 各種 

調査を実施している。 
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普通 

教 
育 
関 
係 

表 5-4  2003 年度草の根・ 人間の安全保障無償資金協力案件 

  貧困農村の子どもたちのための 小学校建設及び 井戸設置計画 

・アウト・カースト 及び移住労働者子弟のための 寄宿学校拡充計画 

・メーラット 地区における 特殊教育学校・リハビリセンター 建設計画 

・移住労働者世帯の 児童のための 総合支援計画 

・プラハバード 地区における 貧困児童を対象とした 学校整備計画   
特 ・アジメール 地区における 障害を持っ児童のための 学校 兼 リハビリ施設建設計画 

りつム ワ乃ヰん Ⅱ ・困難な境遇にあ る児童のための 養護・教育事業拡充計画 
  

応 ，センター建設計画一 @  . 女性総合研修センター 兼 青少年カウンセリング 
ズ 
へ ・知的障害者用収容施設建設及び 周辺地域の経済開発のための 施設拡張計画 
の 

対 ・ダウン症患者自立のための 職業訓練所建設計画 

そ
の
他
 

  ，農村白内障患者のための 無料眼科手術設備拡充計画 

 
 

病患者のための 人工透析センター 設備拡充計画 

 
 

  ・保健衛生総合リソース・センター 建設計画 

 
 

  ・村落女性のための 所得向上ビジネスセンター 建設計画     「 

  ・ストリート・チルドレンのための 自動車職業訓練所設備拡充計画 

 
 

  ・ ヌア パ グ 地区における 職業訓練施設整備計画 

 
 

  ・地域開発センター 建設計画   

  ・貧困村落 民 のための飲料水供給システム 建設計画 

 
 

，ピンパル ガ オン・ジョーク・ダム 建設計画により 影 を 受けた住民のための 保険衛生 サ 

ービス提供及び 土地開墾計画 

  ・アルプール 地区における 飲料水確保計画 

 
 

    ・プラハバード 農村部水環境整備計画 

 
 

  ・地域共同体を 基礎とした衛生・ 安全な飲料水の 供給、 利用及び水質監視計画 

 
 

出所 )  外務省 俄 M  れ % 府溺発 援助 /  の ℡ 

(h 上上   ://wW    mofa.    o,    "D/mofa    "/gaiko/oda/sh 廿   o/    iisseki/kuni/0 仁 databook/02 コ Las 

ia/sw 一 asia 一 01/sw 一 asia 一 0l.html) 

第 3 節 欧米諸国、 国際機関に よ る支援 

インドは 2003 年に対外援助受け 入れ政策を発表し、 今後の援助は 国際機関を除き 英国、 

米国、 日本等藪力国に 限って受け入れるとした ' 。 。 2004 年の政権 交代後、 これら対象国を G 

8 にまで広げた。 

1998 年から 5 年間の諸外国の 対インド経済協力実績を 確認、 し 、 その傾向を捉えることにす 

る ( 表 5-5L 。 この 5 年間を通して、 日本はインド a こ 対して最も経済協力を 実施している 国と 
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い える。 諸外国全体の 75.6% を占めた 1999 年を除き、 この時期、 日本の経済協力は 全体の 

60% 前後を占めるに 至っている。 2 位にはインドの 円 宗主国英国が 続いている。 3 位以下は 

年毎に変動があ るが、 2002 年はオランダ、 スイス、 カナダが続いている。 

表 5-5 諸外国の対インド 経済協力実績 ( 暦年、 DAC 集計べース ) 

( 単位 : 百万ドル、 支出総額 ) 

暦年 1 位 2 位 3 位 4<VZ: 57 立 う ち日本 合計 

日本 英国 ドイツ ヂ ンマー オランダ 505.0 
1998 年 915- 1 

505.0  186.6  106.5 ク 37.7  27.0 (55.@2%) 

日本 英国 ドイツ デンマー スイス 634. 0 
1999 年 838. 2 

634.0@ 131.7@ 29.6 ク 25. 1 19.4 (75.@6%) 

日本 英国 デンマー スイス ドイツ 368. 2 
2000 年 650. 3 

368.2  204.2  ク 20.9 18. 3 15. 6 (56.@6%) 

日本 英国 オランダ ドイツ スイス 528.9 
2001 年 904. 5 

528. 9  173.9 73. 5 57. 5 22. 1 (58.@5%) 

日本 英国 オランダ スイス ヵナダ 493.6 
2002 年 785. 3 

493.6  343. 7 59. 4 23. 6 16. 0 l (62               
  

出所 ) 外務省 oDA れ % 減 筋発暖 め ノ の℡ 

(h 毛上   ://www 、 fmmofa.    o.    "   /mofa    "/    a 土 ko/oda/shirVo/    " 土 ssek エ /kun エ /04 一 da 屯 abook/02 一 swas 

ia/skasi と 01/swasia ユ l.html)  原典出所 )  OECD/DAC 
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表 5-6  国際機関の対インド 経済協力実績 ( 暦年、 DAC 集計べース ) 

( 単位 : 百万ドル、 支出総額 ) 

暦年 1 位 2 位 37 立 4, ィ立 5 位 う ち日本 合計 

Montreal 
IDA@ CEC@ UNICEF WFP 

1998 年 Protocol@ 31.8 713. 2 
578. 5  50. 1 29. 9 12. 3 

10. 7 

IDA@ CEC@ UNICEF 冊 p ㎜ ' 
1999  年 32. 6 664. 6 

486.@ 1@ 77.@9@ 30.@5 21.4 16. 0 

IDA@ CEC@ UNICEF WFP ㎝ ' 。 
2000 年 51. 7 846.5 

655. 2  59. 7  31.9 27. 0 21. 2 

Mon 七で eal 
IDA@ CEC UNICEF WFP 

2001 年 Pro セ ocol 73. 9 823.8 
584. 0  83. 8 30.8 18. 4 

33.0 

IDA@ CEC@ UNICEF 皿 B Ⅷ "' 
2002 年 75. 7 679.9 

430.@3@ 96.@9@ 30.@4 25. 5 21. 2 

出所 ) 外務省 吻 d 磁力 佛発援卯 の 皿 
(http://www ， mofa ・ go ・ jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/04_databook/02_sw_as 

土 a/sw 一 as 土 a 一 01/sw 一 as 土 a 一 0l.h 七 ml) 

原典出所 )  OECD/DAC 

次に国際機関の 対インド経済協力実績を 検証してみよう。 

表 5-6 は 1998 年から 5 年間の対インド 経済協力実績を、 国際機関ごと 圃はイ ヴィ 寸 けしたも 

のであ る。 5 年間を通じて IDA ( 国際開発協会 ) が最も多額の 経済協力を行っており 全体の 6 

割を占めている。 2 位に CEC  (Council  for  Exceptional  Children  : 特殊児童のための 会議 ) 

が 位置し、 3 位以下は年毎に 変動している。 2002 年の実績では℡ ICEF ( ユニセフ、 国連児童 

基金 ) 、 皿 B 0 アジア開発銀行 ) 、 ㎝ DP ( 国連開発計画 ) が続いている。 

第 4 節 日本の対インド ODA 再考 : 人間開発への 重点シフト   

日本の ODA は、 近年、 産業基盤建設から 貧困対策へと 重点がシフト し つっあ るが、 対 々  

ンド ODA に限ると依然として 産業インフラ 事業が多いことが、 以上の検討から 明らかとな 

った 。 まずこの点を 確認し、 次により重要であ る問題、 すなむち教育 ODA の質的改善 課 

題は ついて、 論じよう。 

前節でも分析したよさに、 2000 年以降の有償資金協力プロジェクトは 各地の発電所建設、 

デリー地下鉄建設など 産業・都市インフラ 整備が多くを 占めており、 例外はパンジャブ 州 

植林開発計画、 ラジャスターン 州 植林・生物多様性保全計画、 そしてアジャンタ・ エ ロ一 
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ラ 遺跡保護観光基盤整備計画のみであ る。 一方で、 無償資金協力プロジェクトは、 複数年 

にわたりポリオ 撲滅計画を実施したり、 病院の医療機材整備や 下痢癌研究に 供与したりす 

るなど保健医療部門を 中心に行われている。 しかし、 同じ人間開発分野にあ る教育部門、 

特に初等教育に 関するプロジェクトは 草の根無償資金協力でわずかに 行われているだけで 

あ り、 さらにその多くは 学校施設や井戸の 建設などいわゆる「箱 もの」支援に 留まって い 

るのが現状であ る。 

急速な経済成長を 遂げるインドでは、 確かに産業インフラ 整備は最重要課題であ ることは 

間違いない。 しかし、 経済のハードの 側面のみを重視しソフトの 側面を蔑ろにしていては、 

望ましい発展には 結びっかない。 産業基盤整備を 進めても、 整備された設備を 有効に活用 

できる人材を 育成しなければ、 設備の有効性・ 生産性は低迷してしまう。 10 億人にも上る 

インドの国民は、 教育を進め社会を 担 う 人材育成が行われたならば、 経済成長において 大 

きなカ となり ぅる だろう。 しかし、 政府が教育政策を 怠 、 り 、 貧困層を中心にその 教育を蔑 

ろにするのなら、 その莫大な人口はインドの 大きな負担になりかれない。 インドの現在、 

そして未来を 考えると、 我が国の oDA 支援の現状はインドの 内実に相応しい 援助を行っ 

ているとは言えず、 教育に対してはわずかな 草の根支援のみであ り、 低 い 識字率や高い 学 

校 退学率などを 鑑みると明らかにその 量は不十分であ る。 

教育 ODA がなぜこのような 極めて限定される 側面を持っているのか。 根拠として、 教育 

に 対する援助効果の 測定が難しいことがあ げられる。 OOA 援助プロジェクトの 評価には 

どのような分野であ れ難しい側面があ るが、 教育の場合、 子ども一人一人の 得意・不得意 

科目の違い、 個性や成長テンポの 違いなど個々の 違いが大きく、 oDA 支援の効果が 計り 

にくいのであ る。 また子どもの 成長を見守りながら 5 年、 工 0 年という長いスパンで 状況 

を 把握しなくて ほ ならず、 そこに大きなタイムラグが 生じる。 一方で、 近年、 我が国の財 

攻難を鑑みて、 ODA の効率性についても 納税者の監視の 目が厳しくなっており、 効果 判 

定 のあ いまいな事業への 予算配分は難しくなっている。 教育プロジェクトに 対する援助 効 

呆 測定の困難さは、 このような国内事情にも 大きく関係している。 

しかし、 評価の困難性という 課題を克服して、 我が国の対インド ODA は人間開発重視 へ 

と 大きく転換するべきであ り、 教育。 保健などべーシック・ヒューマン・ニーズの 一層の 

充実を図るべきであ る。 産業インフラの 重要性は否定されるべきではない。 しかし、 イン 

ド人 自身の人間開発を 進めることで、 インド人の技術力や 労働生産性が 向上し、 付加価値 

生産が高まれば、 資本蓄積もすすみ、 外国の oDA や民間資本に 過度に依存することのな 

い 産業インフラ 整備の展望が 可能となるであ ろう。 

21 世紀のインドの 将来を見据えた 上で、 本質的に意義のあ る国際的経済支援が 不可欠で 

あ り、 そのためにも 日本の ODA は、 産業インフラ 整備を中心としたプロジェクトから 人 

間 開発を重視した 教育分野へと、 大きく方向転換をする 時期に差しかかっているといえる。 
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第 5 節 教育 ODA の質的改善課題 

表 5.4 に示した 2003 年度の 、 草の根，人間の 安全保障分野の 無償資金協力案件をみると、 

小学校校舎、 井戸、 職業訓練所といった「 箱 モノ」の整備計画が 多い。 教育に関する ハ一 

ド 面の整備に重点が 置かれているのであ る。 しかし、 本論文第 2 章で明らかにしたよ う に 、 

学校教育の現場のニーズは 、 必ずしもハードな 教育インプラの 不足だけではなかった。 教 

育 に携わる教員、 学校職員、 その他の専門家といった 教育関連人材の 質の極度に貧弱とな 

っている地域が、 数多く認められた。 また、 教材や指導方法の 未確立といった 問題もあ る。 

子どもたちの 効果的な指導方法の 確立など、 PROBE 調査によって 明らかになった「教育 ソ 

フト」の充実というニーズには、 日本の教育 ODA は応えていない。 

煎じ詰めれば、 教員養成への 支援と、 指導方法 ( 教育ソフト ) の開発への支援が、 今後 心 

要 なのであ る。 インドに限定しなければ、 Ⅲ CA が技術研修の 枠内でいく っか 事業を実施し 

ている。 たとえば平成 16 年度 (2004 年度 ) の技術研修 員 受け入れ実績でみると、 集団 研 

修 ( 国籍を限定しない 研修 ) では、 「中等科学教育実技」として、 ケニアなどから 7 人を受 

け 入れている ( 実施機関 : 広島大学 ) 。 国別研修では、 「ガーナ F 理数科教師教育セミナ 一山 

( 実施機関 : 同上 ) 、 「南アフリカ 共和国『理数科教員養成育研修Ⅰ」 ( 実施機関 : 同上 ) 、 「 教 

育 行政」 ( ガーナ対象、 実施機関は同上 ) 、 「中等理数科教育実技」 ( ケニア対象、 実施機関 

は 広島大学と広島市内の 中・高等学校 ) 、 「ニジェール 地方教育行政」 ( 実施機関 : 広島大学 

および広島教育センタ づ 、 「学校運営」 ( 対象はエチオピアで、 実施機関は広島大学および 

アフリカ地域開発市民の 会 ) 、 「理数科教育教科」 ( 対象はバンバラデシュ、 実施機関は広島 

大学 ) などがあ る。 総 受け入れ研修員数は、 50 名を超えている ( 以上、 情報は JICA の ホ 

一ムページ 内 平成 16 年度技術研修のぺ ー ジ [ht 睡 //www,jica.g0. 而ぬ rancMcic ゅ ages/ 

kenshu/data 刀 Ienshuaceptdatal6 一ェ ・ htm] Ⅲより ) 。 
このように、 JICA にも、 ハードだけでなく、 教育のソフト 面を支援するプロバラムが 存 

在している。 しかし、 近年でみる限りインド ヰ こは適用されていない。 また、 受け入れ対象 

国がアフリカに 極端に偏っているという 特徴と、 実施機関が特定の 大学・地域に 限定され 

ているという 特徴が認、 められる。 この特徴については、 何らかの理由があ るのかもしれな 

い ので、 今後の研究課題であ るが、 いずれにせ よ 、 教育関連人材養成の 援助事業の一定の 

ノウハウが、 JICA および関係機関に 蓄積されつつあ るとみてよいだろう。 それを 対 インド 

ODA に応用する可能性は、 十分に検討されてよいと 思われる。 

以上のような 考え方に対して、 次のような批判があ りえよ う 。 教育の開発援助については、 

UNICEF といった専門の 国際機関が存在するし、 実際インドでも 活躍している ( 経済協力 

実績については、 表 5.6 参照 ) 。 日本の ODA は産業インフラに 優位性があ り、 日本は得意 

で な い 教育 ODA に乗り出すべきではない。 それほ、 国際機関や他国の ODA 機関にゆだね 

るべきだという 発想であ る。 しかし、 この考え方は 問題であ り、 3 点を指摘しておきたい。 

第 1 に、 インドの貧困層人口は 億単位であ り、 教育ニーズは 途方もなく大きい。 一国際機 

閑や 1 つの国の ODA で満たすことができるような、 小さなニーズではない。 現状以上に多 
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くの支援事業が 日本を含めて 多くの国や国際機関の 手で展開されて、 しかるべきであ る。 

第 2 に、 ODA そのものとしては、 日本はたしかに 産業インフラに 優ィ立 ，陸があ り、 その観点。 

から、 他国の ODA 機関と OECD/DAC で意見調整をして、 「 ODA 分業」をしてきた。 し 

かし、 だからといって 教育分野で日本が 他国と共有できる 経験がないかといえば、 - ト 分に 

日本もグッド・プラクティスを 有している。 日本は教育大国であ って、 識字率は、 江戸期、 

そして明治以降、 世界最高レベルであ ったし、 学校教育の水準が 高い ( 近年のいじめや 教 

室の荒廃の問題はあ るとしても ) 。 インドに提供できるノウハウが 何かを研究する 余地が 、 

十分にあ る。 また実際に上でみた 通り、 主にアフリカを 対象として、 すでにソフト 面での 

教育 ODA の実績が徐々に 積み上がってきている。 第 3 に、 教育分野の国際協力事業を 通じ 

て 、 日本自身が得る 教訓も多いと 期待される。 たとえばインド 人の算数・数学のレベルは 

高 い 。 日本の算数、 数学教育を反省する 材料を、 インドから学べる 可能性があ ろう。 

71 人間の安全保障のアプローチを 全面的に否定する 必要はないが、 限界を認識しておく 必要があ る。 す 

な む ち、 「先進国が社会の 安定に成功している」「社会的安定について、 先進国は途上国よりも 先進的であ 

る」という発想が 前提になっている 点であ る。 そのため、 貧困撲滅について、 先進国モデルが 途上国に押 

しつけられる 可能性があ る。 実際には先進国社会は 必ずしも安定ではなく、 様々な不安定要因を 抱えてい 

る。 たとえば日本の 社会政策 ( 雇用政策 ) は、 近年のニ ートや フリーターといった 現象をあ げるまでもな 

< 失敗に近い。 先進国が「人間の 安全保障論」を 掲げて途上国に 対して教師的態度をとることの 妥当性 

については、 再考が必要であ ろう。 

7@ 2 72 ちなみに「国際貧困ライン」については、 World Development Report 2005 の巻末統計表に よ れ ば、 

1 日 1 ドル以下で暮らす 人口は 34.7 パーセントで、 一日 2 ドル以下で らす人の数は 倍以上の 79.9 パ一 

セントに達する ( いずれも 1999-00 年の数値 ) 。 

73 ぺ ー ジの DRL は以下の通 @ 

h.t ゆ './/www.mofa.go.jp7mofaj/gaiko/od Ⅳ 臣廿 yo@nSse ㎞ 瓜 u ㎡ 70 仁 databook/02 り w コ si ガ sw コ si Ⅰ 01/sw ユ 
sia_01.h ． tml 

74 欧米先進国の ODA 機関として、 アメリカ =USAID 、 フランス ==CCCE 、 ドイツ =KfW. G 

TZ 、 イギリス =DF ID 、 日本二 J I CA. JB I C 、 カナダ ニ C IDA 、 スウェーデンⅠ S IDA 、 

デンマーク ==DANIDA 、 ノルウェイ 二 NORAD 、 オーストラリア ==Au sAI L> などがあ る。 

また国際機関では、 国際開発金融機関として、 WorldBank ( 世界銀行バループ ) 、 AsDB  0 アジア開発 

銀行 ) 、 IDB  ( 米州開発銀行 ) 、 AFDB  ( アフリカ開発銀行 ) 、 EBRD  ( 欧州復興開発銀行 ) など。 国 

連の援助関連専門機関としては、 次のようなものがあ る。 UNDP ( 国連開発計画 ) 、 UNIDO  ( 国連 工 

業 開発機関 ) 、 FAO  ( 国連食糧農業機関 ) 、 WHO  ( 世界保健機関 ) 、 UNEP ( 国連環境計画 ) 、 IBR 

D  ( 国際復興開発銀行 ) 、 UNI CEF  ( 国連児童基金 ) などがあ る。 
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(1) インド経済の 急速な発展 

1990 年代以降のインド 経済の発展は 著しい速度で 発展し続けている。 90 年代後半以降は 

平均して年 6 ～ 7% の経済成長を 続けている。 これは世界経済全体の 中でも瞠目すべき 成 

長 率であ り、 2003 年には米国投資コンサルティンバ 会社のゴールドマン・サックス 社が 

BRICs に数えたことは、 本文で論じた 通りであ る。 インドも IT 社会へと変わり つ っあ る。 

欧米の IT 企業を誘致し、 高度な数学・ 英語教育を受けた 人材を生かして IT 関連技術者の 

育成にも力を 入れており、 近年、 我が国でも多くのメディアによってその 実像の一旦が 紹 

介されている。 しかし、 マスコミが流すそれらのインド 関連記事は、 目覚しい発展を 遂げ 

る インド経済の「 陽 」の部分のみに 注目したものであ り、 その背後に大きく 存在するイン 

ド 社会の「 陰 」の部分が見過ごされている。 

その代表的なインドの「 陰 」の部分が教育であ る。 

本論文では、 注目されるインドの 一部の都市、 富裕層の陰で、 その発展の恩恵を 受けるこ 

とのない農村部、 その他の都市、 貧困層の置かれた 現実に着目して、 人間開発の側面から 

インドの教育の 抱える問題点を 分析した。 そして日本の 対インド ODA の現状に批判を 加 

え 、 その問題点と 今後の ODA が向かうべき 指針を明らかにした。 

英国植民地時代に 練られた、 農村共同体における 自給自足生活を 基礎としながら 教育を行 

ぅ というガンジ 一の理想は、 独立以降の近代化政策によって 大きな方向転換を 迫られた。 

高等教育を重視する 近代化政策は 富裕層の教育投資を 加熱きせ、 80 年代の新中産階級の 出 

現 、 さらにほ 90 年代以降の IT 関連事業による 高所得者層を 台頭きせたといえる。 90 年代 

後半、 政権 を握ったインド 人民党 (BJP) の主導の下、 経済自由化と 民営化の波に 乗り、 彼ら 

IT 関連事業に携わる 者が現在のインドの 発展を主導している 側面は否定できない。 

しかし、 このような新自由主義の 下で行われた 経済政策は、 10 億人にも上るインド 国民 

の 経済格差を確実に 広げっ っ あ る。 花形の IT 産業従事者は 100 万人未満なのに 対し、 農業 

人口は 7 億人ともいわれる。 都市生活者、 富裕層が高度な 教育を受けて 高額な所得を 得る 

仕事に従事する 一方で、 農村生活者、 貧困層はその 劣悪な環境下で 満足な初等教育さえ 受 

けられない。 インド社会に 古くから残るカーストや 少数部族、 ジェンダ一の 問題が、 その 

格差を更に拡大、 固定化させている。 同じ人ロ超大国であ る中国にも共通する 問題点であ 

るが、 カースト問題の 存在がインドでの 経済格差の問題に 独自の陰影を 与えている。 

2004 年 4 月から 5 月にかけて実施された 第 14 次下院選挙において、 大方の予想を 覆し、 

それまで政権 を担っていたインド 人民党 (BJP) を中心とする 国民民主連合 ( № A) が敗北し 、 

国民会議派とその 協力政党が左派政党を 含めて過半数を 獲得した。 インド人民党は 90 年代 

後半から、 経済自由化、 民営化を推進し、 「ヒンドクー・ナショナリズム」の 名の下、 IT 産 

業を牽引役とする 経済成長を目指してきた。 そのインド人民党を、 庶民の生活重視という 
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立場を強調して、 政府の農業部門軽視を 批判、 失業対策などを 訴えたソニア・ガンディー 

率いる国民会議派が 破ったのであ る。 

国民会議派は 15 の政党で構成する 与党統一進歩同盟 (UPA) を結成し、 第 18 代首相とし 
て マンモハン・シン (Mamohan Singh) が就任した。 

経済政策における 前 B ア 政権 との相違点を 挙げると、 次の三点が挙げられる。 

第一に、 「分配」政策を 強調している 点であ る。 前 政権 は経済成長を 中心に据えていたの 

に 対し、 Ⅳ A 政権 は経済成長に 加え、 民 、 貧民に対する「富の 分配」も重要視している。 

経済改革の効果を 享受したのは、 2 億 5000 万人の「富裕層」であ り、 その他の農民・ 庶民 
は 置き去りにされたという 総選挙でのメッセージを UPA 政権 が受け止めた 結果であ る。 

第二に、 民営化を批判している 点であ る。 ㎎ A 政権 は 、 前政権 の民営化政策を 単に売却益 

をあ げるだけ、 と批判している。 左派政党も、 戦略的な公営企業や 収益を上げている 公営 

企業の民営化に 反対している。 更にⅣ A 政権 は前政権 が設置した民営化省を 廃止した。 

第三に、 外資政策の一部を 制限している 点であ る。 ムンバイ とヂリ 一の国際空港近代化計 

画は ついて、 外資を一部制限する 動きが見られた。 しかしその他の 分野では、 会議派は覚 

資導入に積極的であ る。 

インド国民自らが 総選挙において、 これまでの経済自由化・ 民営化路線からの 変更を求め 

た。 90 年代以降の経済政策に 対する農民や 貧困層の不満が、 今回の選挙で 大きな声となっ 

て 表れたといえる。 これまで経済成長の 恩恵に与ることがなかった 農民や貧困層への 対策 

を 重視した会議派が 政権 の中心を担 う ことで、 本論文で指摘してきた 諸問題も次第に 変化 

していくことが 考えられる。 新政権 の政策に対する 今後の評価を 待ちたい。 

(2) 内容の要約 

10 億人のインド 国民を均等な 発展へと導く 政府の役割は 何か。 連邦政府財政、 州 財政を 

分析し、 教育関連に着目してその 問題点を考察した。 80 年台まで続いた 混合経済体制下の 

影響が未だ残るインド 財政は、 各種補助金の 拡大、 増大する人件費などにより、 連邦政府、 

州政府共に慢性的な 財政赤字に悩んでいる。 各州の財政格差是正のため 政府間財政移転を 

行ってもその 格差 住 解消されない。 最 賀川の一つであ るビハール ほ その特徴を最もよく 表 

しているともいえ、 政府間格差の 是正だけでなく、 州政府のガバナンスも 良好とはいえな 

い 。 教育指標を比較しても、 ビハールの識字率はインドで 最も低い数値を 示している。 

政府の財政難は 公立学校の運営、 教育現場にも 直接影響を与える。 初等教育への 財政支出 

はそのほとんどが 教員への給与に 用いられ、 学校校舎のメンテナンスや 教育支援に使われ 

ることは少ない。 更に財政難は、 教員や地域教育局職員の 絶対数不足や 個々の業務の 複雑 

化をも引き起こしている。 

元来インドは、 言語、 民族、 宗教、 カーストなど、 国内に幾重もの 多様性を包括したまま 

一つの国民国家を 形成してきた。 印パの 分離独立を初めとして、 これまで多くの 宗教対立、 

民族対立によって 各地で独立運動も 起こってきた。 インド内部の 多様性は 、 常に国民国家 
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としての危機的状況にっながる 危険性を秘めているのであ る。 近年、 インドに起きている、 

都市部と農村部の 間の、 あ るいは富裕層と 貧困層の間の 教育格差の拡大は 、 更なる所得 格 

差 拡大にっながり、 このまま放置したならば 国内の新たな 危機的要素に 発展しかれない。 

(3) 結論 

インドが国民国家として 均等な発展を 達成するためには、 農村部と貧困層の 教育を充実さ 

せることが先決であ る。 それは経済発展に 伴 う 「人的資本」育成という 視点より、 教育 文 

化 的地域格差是正、 そして貧困層の 人間的発達、 潜在能力育成という 視点としてより 重要 

なのであ り、 政府が責任を 持って実施すべき 政策課題であ るといえる。 

諸外国のインドに 対する対外援助の 現実を見ると、 インドが抱えるニーズとは 必ずしも合 

致していない。 日本の対インド ODA を検証してもそれは 明らかであ り、 産業基盤となる 

インフラ整備ばかりに 偏り、 貧困層を中心に 教育の充実を 図るべきインドに 対して教育に 

関係した大規模プロジェクトはほとんど 行われていない。 さらに、 表 5-4 に示した 2003 年 

度 草の根・人間の 安全保障 無 資金協力 案柑 こおいても、 小学校や井戸、 職業訓練所など   

その多くはいわゆる「箱 もの 施設建設が占めている。 教育に関するハード 面の整備にば 

かり重点が置かれ、 散剤 こ 携わる教員、 員 、 その他の専門家などの 人材育成や 、 効 

果的な教育活動を 行 う ための子どもたち 法の確立など、 PROBE 調査によって 明らか 

になった諸問題の 解決を図る教育ソフトの 充実には至っていない。 教育のソフトに 対する 

援助プロジェクトは、 教育特有の要因によりその 評価が難しい 側面があ ることは否定しな 

ぃ 。 しかし、 教員の育成に 力を入れることで 教員の量的拡大を 果たし、 一方で州政府や 連 

邦政府主導により 教育指導方法の 研修を行 う など、 教育の質的充実を 図ることで問題を 解 

決することは 可能であ る。 今こそその困難を 克服して人間開発部門、 そして教育関連の ソ 

フト の側面を重視したきめ 細かな支援へ、 大きく重点を 移すべき時期が 来ているといえる。 

1998 年にノーベル 経済学賞を受賞したアマルティア・センは、 人間の「潜在能力」の 機 

能 拡大こそが発展の 究極的目標であ るとした。 本論文でインドの 教育を分析する 際も、 セ 

ン と 同様の立場から 考察を加えている。 センは人間開発と 経済開発をいく っか のの媒介 概 

念を挟んで理論的に 連結しょうとした。 それ自体は貴重な 学問的営みであ る。 問題はイン 

ド 社会における 理想論と現実の 乖離にあ るのではないだろうか。 現実の現代インドは、 国 

内政策も、 海外から受け 入れている oDA についても、 「人間開発 ( 先行 ) 吟 経済開発の誘 

発 」という経路を 歩んでいる よう には、 全く見えないのであ る。 すな む ち、 依然として「経 

済開発先行」で、 人間開発は立ち 後れたままであ る。 「現実のレベルで」いかに 人間開発を 

拡充させるかが、 問われるべきもっとも 重要な問いであ るが、 その際に重要なことは、 現 

実の複雑な諸要因を 複雑なまま受けとめていかに 分析するかということであ る。 

センの影響もあ って、 理論、 スローガン、 開発戦略文書などのレベルでは、 確かに人間開 

発 に最重点を置かれるよさになった。 国際機関やインド 政府発行の文書からのみイメージ 

なづ くるとすれば 確かに人間開発は 進んでいるかに 見える。 しかし、 それはあ くまで イメ 
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一ジに 限ったものであ り、 現実のデータは 期待を裏 切る内容であ った。 この現実的認識を 

基礎として、 今後の開発政策の 研究が展開されるべきであ ろう。 本論文では、 「人間開発論 

ブーム」といって 良い現在の開発政策アプローチの 動向がはらむ 脆弱性の一端が 、 明らか 

にされたと思われる。 

(4) 今後の研究課題 

本論文において、 及ばなかった 研究課題として、 インドの川内格差に 関する分析が 挙げら 

れる。 川内の地域格差の 分析は 、 州の役割を評価する 上で重要であ る。 さらに州の役割は 、 

インドのフェデラリズム 全体の評価にも 関わるものであ る。 

今後の研究課題として、 インドにおける NGCh の活動に関する 分析が挙げられる。 

インドは「世界一の NGO 大国」と言われるほど 国内で多くの NGO 団体が活動しており、 そ 

の数は正確には 不明で、 数百団体から 100 万団体を超えるとまで 言われている。 従来の イ 

ンド研究は、 歴史、 文化、 カースト [ こ 関する団体 ( カーストの歪みを 是正する活動団体な 

ど ) は 古くから盛んであ ったと論じている。 最近では経済分野のインド 研究については、 

国家と市場という 二元論的な枠組みの 中で多くの研究が 成されている。 しかし、 これらの 

枠組みから覚れた 市民社会の活動に 関する研究は、 それらの活動がインドで 大変盛んにも 

関わらず、 ほとんど存在しない。 草の根教育に 携わる NGo 団体の活動とその 功績を分析し、 
政府の役割と 合わせてインドの 教育政策と教育制度を 分析する必要があ るが、 今後の重要 

な 課題であ る。 
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